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日本原子力研究開発機構（以下、「機構」という。）における廃棄物の発生から処理・処分まで

の全てに係るデータを一元的に管理するシステム（以下、「廃棄物管理システム」という。）の開

発を行うこととし、当該システムの概念についての検討を行った。 
まず、機構における廃棄物管理の現状及び課題を整理して開発方針を設定し、廃棄物管理シス

テムが提供すべき情報を抽出した。 
これらを前提条件として、本システムで管理する400項目超のデータ項目を整理するとともに、

システムの構成概念と具体的な機能を検討し、廃棄物管理システムの概念をまとめた。具体的に

は、廃棄物管理システムが扱うデータは、放射性廃棄物の埋設処分にあたり必要となる廃棄体品

質保証に係るデータと、廃棄物処理処分体系の最適化検討や定期報告事項などに係るデータに分

けられることから、廃棄物管理システムはこれらのデータおのおのについて、提供すべき情報に

加工するためのデータの解析機能（プログラム）と、データの管理機能（データベース）を基本

構成とし、これら機能を全てネットワーク上に構築した合理的なシステムとすることを提案した。 
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The concept of "Waste Management System" which manages all the waste data from 

generation to disposal in Japan Atomic Energy Agency (JAEA) was studied. At first, 
development policy was defined on investigation results of the present state and problem of 
waste management in JAEA, and target information supplied by �Waste Management 
System� were extracted. Then over 400 data items to be managed in this system, system 
configuration and specific functions were shown as system concept. 

The waste data managed on this system are classified into two categories; for quality 
assurance of waste packages and for optimization study of waste conditioning and disposal 
and information service. This system consists of analytical part (i.e. program) and 
management part (i.e. database) for each data, then all these parts are constructed on 
network. 
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1. はじめに 

 
 
日本原子力研究開発機構（以下、「機構」という。）は、これまでの研究開発に伴い発生した放

射性廃棄物を約 35 万本保有しており、今後も施設の廃止措置などに伴い相当量の放射性廃棄物
の発生が予想される。これら放射性廃棄物に対して、ここ数年間で埋設処分の実施主体を定める

旨の法律改正が行われるとともに、各埋設処分を区分する濃度上限値が定められるなど、処分の

具現化に向け進捗している。これらを受けて、機構においては放射性廃棄物の埋設処分に係る実

施計画の作成など、放射性廃棄物の処理処分に向けた具体的な取り組みが進められている。 
放射性廃棄物を処分する際には、その廃棄体の品質が法令に定められる技術基準を満足するこ

とを証明する必要がある。この証明には、放射能量や性状等の廃棄物そのものに係る情報や、焼

却、圧縮、固型化処理等の廃棄体化処理設備の運転に係る情報、設備の校正記録、物品の納入記

録・品質証明書など、使用機器や使用原材料自体の品質に係る情報など、廃棄物の発生から処理・

処分までに関する幅広い情報が求められ、またこれら情報を長期にわたって体系的に管理する必

要がある。 
機構内で管理されている放射性廃棄物に係るデータとしては、主に既存の廃棄物管理に係る保

安規定に定められる記録、または設備などの自主保安の観点などから取得されているデータ（以

下、「現場管理データ」という。）が存在する。前者記録についてはその保存期間が最長で施設の

廃止までとされているが、これは廃棄物処分の事業期間と比較しても短期間であり、後者データ

については明確な保存期限が定義されていない記録も含まれている。現場管理データには前パラ

グラフに示すような将来的に廃棄体の品質を保証するために必要なデータ（以下、「QAデータ」
という。）が含まれているが、施設の廃止による保安管理データの破棄などとともに、当該データ

が散逸する可能性がある。このためこれらデータの散逸防止の観点からも極力早期に一括して管

理することが求められる。 
放射性廃棄物の処理・処分においては、効率的かつ合理的な処理・処分の実施が求められてい

る 1), 2)。これらを実践するためには安全を大前提とした上で、規制制度を含めた廃棄物処理・処

分体系全体を最適化することが必要となる。この最適化に当たっては、機構として処理・処分に

係る合理的な技術的規制基準の提案や、発生から処分にいたる合理的な廃棄物フローの構築、技

術的要求事項などに対して整合性の図られた廃棄体化処理施設及び埋設処分施設の設計、それら

施設の整合の取れた運転管理計画の立案などが行われることが予想される。また、放射性廃棄物

の処理・処分の現実化には、一般国民や関係自治体などからの信頼が必要不可欠であるため、国

や地元自治体などから求められる放射性廃棄物の保管等に係る定期報告事項や、適宜行われる廃

棄物に係る情報請求に対して、速やかにかつ正確に対応できるようにしておくことが求められる。

これら最適化検討や情報提供については拠点の垣根を越えたものが求められることが多いため、

そのための前提となるデータ（以下、「OSIS（Optimization Study and Information Service）
データ」という。）も一括して管理する必要がある。 

JAEA-Technology 2009-016

- 1 -



 

以上のことから、今後求められる放射性廃棄物に係る情報(*)のベースとなる、廃棄物の発生か

ら処理・処分までの廃棄物データ(*)を一元的に管理するシステム（以下、「廃棄物管理システム」

という。）の開発を行うこととした。 
まず、開発を始めるに当たって機構全体の廃棄物管理の現状を調査した上で、廃棄物データの

管理に係る課題を抽出するとともに、その課題解決を念頭にシステム開発に当たっての基本方針

を設定した。その方針に沿って廃棄物管理システムで管理すべき放射性廃棄物に関するデータ項

目を整理するとともに、廃棄物管理システムの概念を構築した。本報告はこれらについて取り纏

めたものである。 

                                                   
(*) 本書においては原則として、廃棄物管理システムから提供されるもの（アウトプット物）を「情報」
とし、その情報を導出するための基であって本システム内で管理されるものを「データ」と呼ぶ。 
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2. 廃棄物管理の現状と課題 

 
 
廃棄物管理システムの概念検討を行うにあたって、現在機構内で行われている廃棄物管理及び

廃棄物データの管理の実態について整理するとともに、システム開発上考慮すべき課題を抽出し

た。 
 
 
2.1 廃棄物管理 

現在機構の各拠点で管理されている廃棄物に対して、その関連施設の許認可区分、管理区分、

取得している廃棄物データ及びそのデータの管理手段を調査、整理した。主たる廃棄物管理体

系別の整理結果を表 2.1-1に示す（なお、詳細な調査結果は付録 1に示す）。 
これらからわかるとおり、原子力科学研究所（以下、「原科研」という。）及び大洗研究開発

センター（以下、「大洗センター」という。）においては、核種と放射能レベルが主たる管理区

分であり、ものによっては燃性等の性状では区分管理されていない廃棄物もある。その一方で、

核燃料サイクル工学研究所（以下、「核サ研」という。）、人形峠環境技術センター（以下、「人

形センター」という。）、原子炉廃止措置研究開発センター（以下、「ふげん」という。）及び高

速増殖炉研究開発センター（以下、「もんじゅ」という。）においては放射能による区分ではな

く、燃性等の性状を主たる区分として管理がなされている。また、燃性区分については、各管

理体系によって難燃物の区分の有無や、プラスチック類、ゴム類等の燃性区分などに違いがあ

るなど、区分の定義自体にばらつきが見受けられる。なお、本表には記載していないが、青森

研究開発センター、那珂核融合研究所、高崎量子応用研究所においても原科研とほぼ同様な区

分管理がなされている。 
施設の許認可区分の観点からすると、原科研及び大洗センターにおいては、廃棄物管理施設

は多重規制となっており、両拠点とも放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律

（以下、「RI法」という。）の廃棄物管理施設は廃棄の業の許可を取得しているが、大洗センタ
ーについては核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（以下、「炉規法」という。）

においても管理の業の許可を取得している。その他の管理体系では、受入もとの施設と廃棄物

管理施設で同一の許認可区分を取得し管理している。 
管理体系におけるデータ管理の実態としては、廃棄物管理部署別にそれぞれの管理手法及び

設備に応じた現場管理データを取得しているため、そのデータ内容についてはまちまちである。

また、管理されている現場管理データの基本となるデータは帳票（紙）である一方で、そのデ

ータの電子化状況や電子化の手段についても廃棄物管理部署別に異なっている。但し、原科研

及び大洗センターでは、廃棄物管理全般のデータについて、大型計算機を用いた統一的なシス

テム（以下、「廃棄物管理計算コード」という。）にて管理されている。それ以外の主たる管理

体系で取得され、電子データ化されているデータのうち、一部処理設備の運転記録などを除く

データについては、別途 UNIX サーバーによるシステム（以下、「廃棄物データベース」とい
う。）でも併せて管理されている。 
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て
汚
染
さ
れ
た
物
の
廃
棄
物
管
理
の
事
業
に
関
す
る
規
則

R
I法
（
使
用
）
：
放
射
性
同
位
元
素
等
に
よ
る
放
射
線
障
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
（使
用
の
許
可
）

R
I法
（
廃
棄
）：
放
射
性
同
位
元
素
等
に
よ
る
放
射
線
障
害
の
防
止
に
関
す
る
法
律
（廃
棄
の
業
の
許
可
）

※
2：
電
子
デ
ー
タ
と
し
て
管
理
し
て
い
る
ソ
フ
ト
等
の
名
称
。
管
理
デ
ー
タ
内
容
に
示
さ
れ
た
も
の
の
う
ち
処
理
設
備
の
運
転
に
係
る
デ
ー
タ
に
つ
い
て
は
一
部
電
子
化
さ
れ
て
い
な
い
も
の
も
あ
る
。

大
洗
セ
ン
タ
ー

使
用
規
則

試
験
炉
規
則

R
I法
（
使
用
）

管
理
規
則

R
I法
（廃
棄
）

・
核
種
（β
γ
、
α
）で
区
分

・
放
射
能
レ
ベ
ル
で
区
分

・
可
燃
、
不
燃
で
区
分
（一
部
未
区
分
）

・
核
種
（β
γ
、
α
）で
区
分

・
放
射
能
レ
ベ
ル
で
区
分

・
可
燃
、
不
燃
で
区
分
（一
部
未
区
分
）

原
科
研

使
用
規
則

試
験
炉
規
則

R
I法
（
使
用
）

使
用
規
則

試
験
炉
規
則

R
I法
（廃
棄
）

発
生
（
貯
蔵
）：
可
燃
物

分
別
・
圧
縮
・焼
却
運
転

も
ん
じ
ゅ

aｃ
ｃ
ｅ
ｓ
ｓ

人
形
セ
ン
タ
ー

加
工
規
則
、
使
用
規
則
、
原
料
使
用
規
則
・
可
燃
、
難
燃
、
不
燃
で
区
分

発
生
（
貯
蔵
）
、
焼
却
運
転

ex
c
e
l

・
可
燃
、
不
燃
で
区
分

・
可
燃
、
不
燃
で
区
分

電
子
デ
ー
タ
管
理

許
認
可
区
分
※

1

左
記
の
電
子
化
デ
ー
タ
の
う
ち
、

一
部
の
処
理
設
備
の
運
転
記
録

な
ど
の
デ
ー
タ
を
除
く
デ
ー
タ
を

別
設
置
の

U
N

IX
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

サ
ー
バ
ー
（
以
下
、
「
廃
棄
物

D
.B
」
と
い
う
。
）
へ
複
写
登
録
。

管
理
手
段
は

o
ra

c
le
。

デ
ー
タ
の
管
理
方
法

使
用
規
則

・
可
燃
、
難
燃
、
不
燃
で
区
分

固
体
廃
棄
物
管
理
区
分

燃
性
区
分
例

現
場
管
理
デ
ー
タ

ex
c
e
l

管
理
体
系
区
分

ふ
げ
ん

実
用
炉
規
則

R
I法
（
使
用
）

核 サ 研

再
処
理
セ
ン

タ
ー

P
u
セ
ン
タ
ー

再
処
理
規
則

R
I法
（
使
用
）

Ｕ
系
施
設

左
記
の
大
型
計
算
機
に
よ
る

デ
ー
タ
電
子
化
シ
ス
テ
ム
（以

下
、
「
廃
棄
物
管
理
計
算
コ
ー

ド
」
と
い
う
。
）
そ
の
ま
ま
で
管
理
。

発
生
、
保
管
体
、
処
理
（
一
部
）

実
用
炉
規
則

帳
票
（紙
）

使
用
規
則

使
用
規
則

R
I法
（使
用
）

・
可
燃
、
難
燃
、
不
燃
で
区
分

・
高
放
射
性
、
低
放
射
性
で
区
分

・
可
燃
、
難
燃
、
不
燃
で
区
分

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
、
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
固
化
運
転

発
生
（
貯
蔵
）：
低
線
量
除
く

V
S
A

M
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2.2電子データ管理の実態 

2.1 項で示したとおり、これまで基本となる廃棄物データは廃棄物管理部署が取得・管理し
てきており、原科研及び大洗センターについては、取得された現場管理データの電子データを

一元的な廃棄物管理に合わせて、「廃棄物管理計算コード」にて一元的に管理している。また、

核サ研、人形センター、もんじゅ、ふげんで取得している現場管理データを対象に、廃棄物管

理部署の管理と並行して一元的に管理するための「廃棄物データベース」が運用されている。

ここではこれら二つのシステムの仕様と併せて問題点等を整理し、廃棄物管理システムの検討

に向けての課題整理を行った。 
 

2.2.1 廃棄物データベース 
(1) 「廃棄物データベース」の仕様 
データベースの概要 
廃棄物の発生から、処理、処分までのデータの追跡性を確保して管理することを目的に

開発された、Web サーバ型の RDBMS（リレーショナルデータベース管理システム）で
あり、ユーザ認証によるセキュリティ機能を有する。「廃棄物データベース」へのデータ

登録は、一部を除いて各廃棄物管理部署において管理されている電子データが定期的に提

供され、本システムの管理者がそのデータを取り込むことで行うこととしている。このた

め、「廃棄物データベース」上のデータ自体の品質は、提供される電子データに依存して

いる。 
管理対象データ 
各廃棄物管理部署が取得・管理している現場管理データのうち、性状、重量等の一般的

な廃棄物データの他、処理に係るデータ、計量管理上の非破壊測定データ、一部の分析デ

ータなどを対象としている。但し、各廃棄物管理部署が取得し電子化されているデータの

うち、設備内部の温度や流量などの廃棄物処理設備の運転管理に係るデータについては管

理されていないものが多い。 
解析機能 
・ 保管廃棄物のデータ検索 

廃棄物の管理番号、燃性（可燃、難燃、不燃）、発生施設、重量、表面線量率、内容

物種別、貯蔵開始日等で検索し、条件に該当する廃棄物の各種情報を表示・出力する。 
・ 廃棄物貯蔵量の集計 

規制当局及び自治体への定期報告のための年度末及び四半期毎の貯蔵量の集計や、

事業所、廃棄物種類、核種分類等で区分された貯蔵量を集計する。またグラフ化する

機能も有する。 
・ 帳票作成 

一部の廃棄物管理部署における、廃棄物の受け払い等の保安管理上の各種手続きに

係る帳票を作成・出力する。 
使用環境等 
・OS   ：Solaris 9 

JAEA-Technology 2009-016

- 5 -



 

・DB（DBMS）  ：Oracle DB9i Standard Edition 
・アプリケーションサーバ ：Oracle9i Application Server 10g(9.0.4) 
・クライアント端末 ：Internet Explorer 5.5 SP2以上 

 

(2) 課題の整理 
これまで「廃棄物データベース」を運用してきた経験をもとに、表 2.2-1 に問題点及びそ

の原因と廃棄物管理システムとして対応すべき課題か否かを併せて整理した。 
まず、抽出された問題点は以下の 6点である。 

① 必要な情報を検索する操作などに相当の時間を要している。 
② 「廃棄物データベース」が的確に運用されていない。 
③ インターフェースの修正が煩雑となっている。 
④ 登録されているデータが機構全体の共通的な廃棄物データとはなっていない。 
⑤ 詳細な廃棄物区分による集計作業や履歴情報を提示する必要のある廃棄体確認には対応

できない。 
⑥ 現在登録されているデータ自体の品質を保証する手法が整備されていない。 

これらの問題点について表 2.2-1 に示すとおりその原因を考察し、廃棄物管理システムと
して対応すべき事項として、①の問題点から抽出された「目的に沿ったデータを限定して取

り込んでいないこと」と、②の問題点から抽出された「一つのシステム（一つのハード）上

に複数の目的に応じた複数の機能を併設したこと」の 2点を抽出した。 
なお、これ以外の問題点については、機構全体における廃棄物管理区分の非統一、品質保

証体制の未整備と未構築が原因であり、今後のシステム構築に併せて適宜対応すべき課題で

ある。 
 

2.2.2 廃棄物管理計算コード 

(1) 「廃棄物管理計算コード」の仕様 
コードの概要 
汎用計算機で割り当てられたディスクに VSAM形式(*1)でマスタ（原盤）データを構築

し、多くのアプリケーション（各廃棄物管理部署別のプログラム）が利用するカード型デ

ータベースである。 

管理対象データ 
一般的な廃棄物管理に係る情報「管理番号、重量、放射能量、表面線量率、貯蔵施設、

発生施設等」の他、アスファルト、セメント固化処理、焼却処理等に係る情報等のデータ

を対象としている。 

                                                   
(*1) VSAM: Virtual Storage Access Method、データセットに対して順次，直接あるいはスキップにデー
タの書き込み，読み出し，追加，更新あるいは削除を行うことができる統合されたアクセス法。 

JAEA-Technology 2009-016

- 6 -



 

解析機能 
・ 保管廃棄物のデータ検索 

廃棄物の管理番号、燃性（可燃、難燃、不燃）、発生施設、重量、表面線量率、内容

物種別、貯蔵開始日等で検索し、条件に該当する廃棄物の各種情報を表示、出力する。 
・ 廃棄物貯蔵量の集計 

規制当局及び自治体への定期報告のための年度末及び四半期毎の貯蔵量の集計と帳

票の作成、並びに事業所、廃棄物種類、核種分類等で区分された貯蔵量を集計する。 
・ 帳票作成 

廃棄物管理部署における、廃棄物の受け払い等の保安管理上の各種手続きに係る帳

票を作成・出力する。 
運用環境等 
・O.S  ：OSⅣ/MSP 
・DB（DBMS） ：VSAM 
・アプリケーション：COBOL85、FORTRAN77-EX、VisualBasic6.0(帳票印刷) 
・クライアント端末：F6680エミュレーション接続 

 

(2) 問題点 
これまで「廃棄物管理計算コード」を運用してきた経験をもとに、表 2.2-2 に問題点及び

その原因と廃棄物管理システムとして対応すべき課題か否かについて併せて整理した。 
まず、抽出された問題点は以下の 3点である。 

① 廃棄物データの追跡性の機能が整備されていない。 

② 今後新たな処理等が行われる場合の拡張が困難である。 

③ 現在登録されているデータの品質を保証する手法が整備されていない。 

これらの問題点について表 2.2-2 に示すとおりその原因を考察し、廃棄物管理システムと
して対応すべき事項として、①の問題点そのものである「廃棄物の状態変化に応じた追跡性

を確保していないこと」と、①及び②の問題点から抽出された「将来の不確実性を考慮しな

かったこと」の 2点を抽出した。 
なお、③の問題点については品質保証上のデータの位置づけが不明確であったことが原因

であり、今後のシステム構築に併せて適宜対応すべき課題である。 
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表
2.

2-
1 
「
廃
棄
物
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
」
の
問
題
点
と
そ
の
原
因

 

番
号

 
問
題
点

 
想
定
さ
れ
る
原
因

 
課
題
の
種
類

 
課
題
対
応

 

①
 
情
報
検
索
等
の
操
作
に

相
当
の
時
間
を
要
す

 

廃
棄
物
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
で
管
理
す
る
デ
ー
タ
項
目
を
絞
り
込
ま
ず
、
現
場

管
理
デ
ー
タ
を
網
羅
的
に
取
り
込
ん
だ
こ
と
に
よ
る
、
デ
ー
タ
容
量
の
膨

大
化

 
目
的
デ
ー
タ
の
非
限
定

 
本
検
討
で
対
応

 

廃
棄
物
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
品
質
保
証
体
系
に
組
み
込
ま
な
か
っ
た
た
め

に
、
帳
票
に
よ
る
承
認
行
為
を
正
と
し
て
優
先
的
に
実
施

 
品
質
保
証
シ
ス
テ
ム
未

整
備

 
別
途
品
質
保
証
手
法
の
検

討
で
対
応

 

②
 
廃
棄
物
デ
ー
タ
ベ
ー
ス

の
運
用
の
形
骸
化

 
本
来
の
目
的
以
外
の
機
能
（
例
え
ば
、
デ
ー
タ
の
管
理
機
能
に
加
え
て
定

期
報
告
等
の
本
数
の
集
計
機
能
や
、
現
場
で
使
用
す
る
帳
票
出
力
機
能
等
）

を
併
設
し
た
こ
と
に
よ
る
、
そ
れ
ら
改
修
期
間
に
お
け
る
全
シ
ス
テ
ム
の

停
止
に
伴
う
デ
ー
タ
登
録
の
遅
れ

 

個
別
機
能
の
非
独
立
性

 
本
検
討
で
対
応

 

③
 
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
の

修
正
が
煩
雑

 
不
統
一
な
各
現
場
の
管
理
デ
ー
タ
に
沿
っ
て
お
の
お
の
構
築
し
た
こ
と
に

よ
る
、
イ
ン
タ
ー
フ
ェ
ー
ス
仕
様
の
相
違

 
管
理
手
法
の
不
統
一

 

④
 
登
録
デ
ー
タ
の
非
共
通

性
 

不
統
一
な
各
現
場
区
分
（
例
え
ば
塩
化
ビ
ニ
ー
ル
に
つ
い
て
、
塩
ビ
、
塩

化
ビ
ニ
ル
、
塩
ビ
製
品
、
塩
ビ
類
等
）
に
沿
っ
た
デ
ー
タ
登
録

 
管
理
手
法
の
不
統
一

 

別
途
廃
棄
物
管
理
手
法
の

検
討
で
対
応

 

⑤
 
詳
細
な
集
計
作
業
や
履

歴
情
報
の
提
示
不
可

 
当
初
設
計
仕
様
の
想
定
不
備
、
若
し
く
は
想
定
外
用
途
の
新
規
発
生

 
想
定
範
囲
の
不
備

 
シ
ス
テ
ム
仕
様
の
具
体
化

で
対
応

 

⑥
 
デ
ー
タ
の
品
質
保
証
手

法
が
未
整
備

 
廃
棄
物
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
品
質
保
証
体
系
に
組
み
込
ま
な
か
っ
た
、
若
し

く
は
現
場
管
理
デ
ー
タ
と
当
該
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
の
関
係
の
非
明
文
化

 
品
質
保
証
シ
ス
テ
ム
未

整
備

 
別
途
品
質
保
証
手
法
等
の

検
討
で
対
応
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表
2.

2-
2 
「
廃
棄
物
管
理
計
算
コ
ー
ド
」
の
問
題
点
と
そ
の
原
因

 

番
号

 
問
題
点

 
想
定
さ
れ
る
原
因

 
課
題
の
種
類

 
課
題
対
応

 

廃
棄
物
デ
ー
タ
の
追
跡
の
必
要
性
に
つ
い
て
、
本
コ
ー
ド
製
作
時
に
認
識

し
て
い
な
か
っ
た
こ
と

 
デ
ー
タ
追
跡
性
の
未
考

慮
 

本
検
討
で
対
応

 
①

 
廃
棄
物
デ
ー
タ
追
跡
性

能
の
未
整
備

 

②
 
機
能
等
の
拡
張
困
難

 
既
存
の
管
理
手
法
の
み
を
対
象
と
し
、
将
来
の
不
確
実
性
を
開
発
仕
様
に

含
め
て
い
な
か
っ
た
こ
と

 
不
確
実
性
の
未
想
定

 
本
検
討
で
対
応

 

③
 
デ
ー
タ
の
品
質
保
証
手

法
が
未
整
備

 
廃
棄
物
管
理
計
算
コ
ー
ド
登
録
デ
ー
タ
の
品
質
保
証
上
の
位
置
付
け
が
不

明
確
で
あ
っ
た
こ
と

 
デ
ー
タ
の
位
置
付
け
不

明
確

 
別
途
品
質
保
証
手
法
等
の

検
討
で
対
応
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3. 廃棄物管理システム検討の前提条件 

 
 

前章で整理した課題等を基に廃棄物管理システム開発の基本方針を定めるとともに、本システ

ムが提供すべき廃棄物に係る情報の抽出と検討にあたっての仮定を整理し、廃棄物管理システム

検討の前提条件をまとめた。 
 
 
3.1 システム開発の基本方針 

前章で整理した機構における廃棄物管理の現状並びに既存のデータ管理システムの問題点か

ら、廃棄物管理システムの開発に当たっての基本方針を以下のとおり定めた。 

(1) 管理データの限定 
本システムが対象とする提供すべき廃棄物に係る情報に必要な最低限のデータのみを管理

することとし、QAデータと OSISデータは独立して管理する。 

(2) 個別機能の独立性の担保 
本システムの主たる構成としては、QA データ及び OSIS データおのおのに対して、その

データ管理を主とする機能と、それらデータをもとに本システムが提供する情報形態とする

ような解析を主とする機能からなる。これらの機能については、それぞれ分離独立したもの

とし、特に個別の解析機能で生じた問題が他の管理及び解析機能に波及しないものとする。 

(3) 廃棄物データの追跡性 
全ての廃棄物データに対して追跡性を有するシステムとする。 
放射性廃棄物の発生者である機構は、最終的に処分場に埋設する廃棄体に対しても、そこ

に含まれる廃棄物の発生時から廃棄体となるまでの情報を明示する必要があることから、廃

棄物データについて追跡性が必要となる。 

(4) 既存データの有効活用 
拠点で管理している既存データから必要な情報を本システムに取り込むなど、既存データ

の有効活用が可能なシステムとする。 

 (5) 不確定事項に対する柔軟性 
廃棄物管理分野の特徴的な不確定要素（廃棄物仕様の不明確性、事業の超長期性等）に対

して、臨機応変にかつ即座に対応が効くような柔軟性を考慮したシステムとする。 

これら基本方針のうち、「(1) 管理データの限定」及び「(3) 廃棄物データの追跡性」につい
ては、主として本システムのデータ管理機能で管理すべきデータを具体化することにより達成

可能であり、また、「(2) 個別機能の独立性の担保」、「(4) 既存データの有効活用」及び「(5) 不
確定事項に対する柔軟性」については、主として本システムの機能構成等を具体化することで

達成可能な事項である。 
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3.2 システムが提供する廃棄物情報 

廃棄物管理システムの概念を検討するに当たっては、本システムの対象とする範囲を明確に

する必要がある。この範囲は、本システムでどのような廃棄物情報を各方面に提供するかによ

り定義されるものである。そこで、今後の廃棄物処分の具現化に向けて要求される若しくは提

供すべき廃棄物情報を整理した。 
本システムで提供する廃棄物情報は大きく分けて、主目的でもある廃棄体の品質保証に係る

情報（以下、「QA 情報」という。）と、国や地元自治体などから求められている貯蔵廃棄物に
係る定期報告情報（以下、「定期報告情報」という。）、及び制度・施設設計などの廃棄物処理・

処分体系を最適化するための各種検討に資する情報（以下、「最適化情報」という。）などで代

表されるその他の情報（以下、後 2者を総称して「OSIS情報」という。）に分けられる。 
QA 情報は、埋設処分しようとしている全ての廃棄体に対して、核燃料物質又は核燃料物質
によって汚染された物の廃棄物埋設の事業に関する規則で定められる廃棄体の技術基準（固型

化、放射能濃度、表面密度、健全性を損なう物質、耐埋設荷重、著しい破損及び標識）に適合

していることを証明するための説明書並びに必要な情報集からなる。これら説明書や情報集に

必要となるデータとしては、例えば、放射能濃度の測定結果などの直接的な廃棄物データに加

えて、測定器の校正記録などの測定値自体の信頼性を示すための記録や、その測定値から放射

能濃度に換算する計算手法の妥当性を示すための試験記録などの間接的なデータも広く求めら

れることとなる 3) 。これら QAデータは個々の廃棄体性能に対する証拠品であることから正確
性が求められるとともに、一つの廃棄物に対して発生から処分までの間の全てのデータを関連

付け、埋設処分の実施期間を超える超長期にわたり管理される必要がある。 
定期報告情報としては、具体的には表 3.2-1のⅠ欄に示す 6種類を対象とする。これら情報
は主に廃棄物の名称や性状別の廃棄物量であり、報告先によっては規制区分や線量区分、崩壊

区分別の廃棄物量が必要となる。また、具体的な最適化情報としては表 3.2-1 のⅡ欄に示す 7
種類を対象とする。これらのうち「⑧～⑪」の情報については、既存廃棄物のデータをもとに

将来発生する廃棄物量及び仕様を想定し、それら全ての廃棄物を廃棄体化処理した場合の廃棄

体量や廃棄体の放射能濃度を、廃棄物性状や種類、処分形態、規制等により区分して整理する

ことが求められる。「⑫廃棄体化処理施設の設計に必要な廃棄物情報」については「①～⑦」ま

での情報に加えて、廃棄物処理設備に影響を及ぼす特定物質情報や、被ばく評価のための放射

能情報なども求められる。また、「⑬処分場設計に必要な廃棄体情報」については「⑧～⑪」の

情報に加えて、埋設処分施設の安全評価に影響を及ぼす特定物質の種類と量や、埋設処分対象

となる廃棄体の仕様なども求められる。これら最適化情報それ自体は正確であることが好まし

いが、その情報の基となるデータとしては、必ずしも個別廃棄物（例えばドラム缶等の容器 1
体ごと）の詳細なデータは必要とならない場合もある。また、これらデータの管理期間は、各

事業の廃止若しくは個別の目的が達成されるまでの比較的短期間である。 
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3.3 検討上の仮定 

本システムは既述の通り、将来の埋設処分時の廃棄体品質保証に対応することが主目的であ

る。この目的に沿ったシステムとするための具体的検討に当たっては、対象とする放射性廃棄

物の廃棄体技術基準や廃棄体確認方法などが明確になっている事が望まれるが、現在のところ

これらが明確になっているのは、原子力発電所から発生する廃棄物のうち、浅地中処分の一つ

であるコンクリートピット処分相当の廃棄体に対してのみであり、機構が多数所有するウラン、

プルトニウムなどの核燃料物質を取り扱う施設から発生する廃棄物に対しては明確になってい

ない。 
しかしながら、原子力発電所から発生する廃棄物に対する廃棄体技術基準や廃棄体確認方法

は、埋設地の覆土までの比較的短期間における、埋設廃棄物の違いによらない普遍的な事象（例

えば廃棄体中の放射性物質の飛散等）に対する一般公衆及び作業員被ばく防止の観点から定め

られているものであり、また、原子力発電所及び核燃料物質の取り扱い施設から発生する廃棄

物は汚染されている主たる放射性物質が異なるものの、その性状等は同一の物である。 
よって、機構が所有する全ての放射性廃棄物についても、具体的な放射能濃度受入基準値を

除いて、原子力発電所から発生する廃棄物に対するそれら基準等に準じた技術基準が適用され

るものと仮定し、これら基準等を参考に検討を進めることとする。 
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4. 本システムで管理するデータ項目 
 
 
廃棄物管理システムで管理の対象とするデータ項目についてその追跡性能を確保することを条

件として具体化した。具体化に当たっては、管理するデータの性質から、QA データと OSIS デ
ータに区分して検討した。 

 
 

4.1 QAデータ項目 
QA データ項目を具体化するに当たっては、それぞれの廃棄物の廃棄体化処理方法などが規
定されている必要があるため、機構が所有する全ての廃棄物に対して、現在の廃棄体化処理施

設の検討状況等を踏まえ、既存の廃棄物処理方法及び技術のうち採用される可能性が比較的高

いものを網羅的に適用した廃棄体化処理フローを仮設定した。仮設定したフローを図 4.1-1 に
示す。既存の焼却施設の活用を想定するとともに、可燃性廃棄物及び難燃性廃棄物は焼却処理

後溶融もしくはそのままセメント固化、不燃物は圧縮、溶融若しくは収納後セメント充填、液

体廃棄物はセメント混錬（有機系廃液のみ焼却処理後）の各種処理を採用したフローとし、廃

棄物管理上データを取得する単位（受入、分別、焼却、圧縮、測定等）別に図式化した。なお、

廃棄体化処理フローの仮設定に当たって整理した廃棄物性状別に、廃棄物処理に係る考え方を

付録 2に示す。 
この仮設定した廃棄体化処理フローをもとに、原子力発電所から発生する廃棄物の技術基準

等を参考に、管理すべき QAデータ項目を 
! 廃棄体確認に必要な項目 
! データ間の関連付けに必要な項目 
! 廃棄体確認方法を決定するための項目 
! その他放射性廃棄物に係る原則に類する項目 

の 4点から具体化した。具体化した QAデータ項目を表 4.1-1に示す。 

 
具体化に当たっては、原子力発電所から発生する廃棄物を対象とした廃棄体確認方法 3) で定

められている各確認項目のうち、整理番号、標識、著しい破損の 3項目については、データ確
認ではなく全数を対象とした外観の目視確認のみであることから、これらを除く確認項目を対

象とするとともに、廃棄物管理上、廃棄体放射能濃度の確認（スケーリングファクタ法（以下、

「SF法」という。）の適用）の観点とデータの追跡性の観点から、以下の 2点の廃棄物管理の
考え方を適用し項目を具体化した。これら具体化に係る考え方と確認項目別に整理した表を付

録 3に示す。 

廃棄体化処理キャンペーン 
今回の検討においては、不燃物については全て SF 法が成立することを想定しているが、

実際の廃棄物処理を考えた場合、受け入れた一つの貯蔵容器の廃棄物が廃棄体と 1対 1対応
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することは考えられず、また、一つの貯蔵容器から複数種の廃棄物が分別され、種別に異な

る処理工程で処理されることが想定される。この場合廃棄体 1体に含まれ得る受入廃棄物の
貯蔵容器数は複数（ものによっては数十以上）となる。このような廃棄体において SF 法を
成立させるためには、同一の SF が適用可能な廃棄物（例えば同一の発生施設、工程、発生
時期の廃棄物）のみを集中的に受入れて処理するような概念の導入が必要と考える。そこで

今回は、発電所廃棄物の処理方法 4) も参考に、ある一つの SF が適用できる廃棄物のみを、
一定期間にある廃棄体化処理施設（ここでは生廃棄物の受入から固型化、廃棄体測定を実施

するまでの一連の処理全てを含む）に受け入れるような工程管理の考え方を適用することと

し、その管理単位を「キャンペーン」とした。 

トレイ管理 
前項で導入したキャンペーン管理では、廃棄物の追跡性が担保できなくなる可能性がある。

これを防止するために、廃棄体化処理施設に受け入れた廃棄物を開梱・分別する際に、その

下流側である焼却、溶融、圧縮、充填等の処理工程並びに処理不適合物質として保管する際

の最小単位（例えば、圧縮では 1回のプレス作業に投入する 1バッチ分、保管では単一梱包
する分など）を収納可能なナンバリングしたトレイ別に区分管理し、下流側工程での受入や

処理記録ではそのトレイ番号を管理することにより、廃棄物の追跡性を担保する考え方を適

用した。 

放射性廃棄物に係る原則としては、原子力政策大綱において「発生者責任の原則」が謳われ

ている 1)。この考えは産業廃棄物のマニフェスト制度に則したものであって、例え埋設処分事

業者に引き渡した廃棄体であっても、発生者にその責任が由来することを示している。この観

点からすれば、我が国における現行の廃棄体確認申請は埋設処分事業者が実施することとなっ

ているものの、発生者である機構でも廃棄体確認申請及び許可に関する記録を管理すべきと考

える。併せて、廃棄体を埋設処分場まで輸送中のトラブルや輸送に係る事象に発生者として対

応可能なように、処分場までの輸送に係る記録についても管理すべきと考える。これら記録は

その特性から、そもそもの QA データと同じ期間管理すべきものであることから、QA データ
の対象に含めて管理すべきであると考えデータ項目を具体化した。 
また、他機関からの廃棄物の受け入れに係る記録については、「発生者責任の原則」からすれ

ば機構に廃棄体化処理を委託した各機関にその責任が帰属するが、マニフェスト制度では委託

された業者にも記録の保存義務があるとしている。また当該記録は、最終的には機構が出す廃

棄体として取り扱われることを考えると、他の記録と同様 QAデータとして管理すべきと考え
データ項目を具体化した。表 4.1-1 にはこれら放射性廃棄物の原則に関するデータ項目に該当
するものについては、下線を付して記し、付録 2にそのそれぞれのデータ項目の抽出時の考え
方を整理した。 
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表 4.1-1 QAデータとして管理する項目（1/2） 

データセット（DS）名称 管理項目

廃棄物封入データセット

発生施設ID、発生場所ID、封入年月日、廃棄物ID、有害物質含有フラグ、
含有有害物質種類ID、有害物質の量、封入マニュアル（ID）、発生事業所（機関）、
廃棄物性状、質量、容器形態、廃棄物区分、核種ID、放射能量、表面線量当量率（n）、
表面線量当量率（γ）、表面汚染密度（α）、表面汚染密度（βγ）、輸送荷姿ID、
受入年月日、受入廃棄物の品質証明記録（ID）

受入廃棄物管理データセット キャンペーンNo.、廃棄物ID

分別作業データセット
分別作業マニュアル（ID）、作業管理者氏名、作業員氏名、教育記録（ID）、
作業従事記録（ID）、作業年月日、作業チェックシート（ID）、キャンペーンNo.、廃棄物ID、
トレイNo.、分別試験記録（ID）

トレイ廃棄物データセット
廃棄物種類ID、含有有害物質種類ID、廃棄物重量、キャンペーンNo.、トレイNo.、
廃棄物ID、新廃棄物ID

切断作業データセット
切断作業マニュアル（ID）、作業年月日、作業チェックシート（ID）、切断試験記録（ID）
トレイNo.（上流）、トレイNo.（下流）、キャンペーンNo.

圧縮処理データセット
圧縮処理マニュアル（ID）、圧縮圧力、定期検査記録（ID）、処理年月日、圧縮装置No.、
キャンペーンNo.、運転記録（ID）、容器No.、トレイNo.、処理体ID、圧縮処理試験記録（ID）

収納作業データセット
収納作業マニュアル（ID）、作業管理者氏名、作業員氏名、教育記録（ID）、
作業従事記録（ID）、作業年月日、作業チェックシート（ID）、キャンペーンNo.、
収納後重量、主な廃棄物種類、トレイNo.、容器No.、処理体ID、収納試験記録（ID）

焼却処理データセット
焼却温度、保持時間、投入間隔、投入制限重量、焼却処理マニュアル（ID）、
装置の定期検査記録（ID）、処理年月日、焼却装置NO.、キャンペーンNo.、運転記録（ID）、
トレイNo.、焼却灰ID、焼却処理試験記録（ID）

溶融処理データセット

サンプリング年月日、サンプリングポイント、運転温度、温度保持時間、難溶融物種類、
難溶融物投入量、溶融助剤種類、溶融助剤投入量、無機廃棄物種類、
無機廃棄物投入量、アルミニウム投入量、鉄系金属投入量、焼却灰投入量、
溶融処理マニュアル（ID）、運転記録（ID）、溶融装置No.、キャンペーンNo.、試料No.、
処理年月日、定期検査記録（ID）、トレイNo.、容器No.、処理体ID、
溶融処理試験記録（ID）

セメント混練固化処理データセット

水投入量、セメント投入量、混練固化マニュアル（ID）、運転記録（ID）、固型化年月日、
処理施設ID、混練固化装置No.、廃液バッチNo.、焼却灰ID、廃棄物投入量、混和材投入量、
練り混ぜ回転数、練り混ぜ時間、養生期間、ブリージング水の有無、定期検査記録（ID）、
処理体ID、キャンペーンNo.、容器No.、セメント混練固化試験記録（ID）

プラスチック混練固化処理データセット

処理体ID、廃棄物投入量、プラスチック投入量、開始剤投入量、促進剤投入量、
練り混ぜ時間、練り混ぜ回転数、混練固化マニュアル（ID）、固型化年月日、廃液バッチNo、
運転記録（ID）、混練固化装置No.、定期検査記録（ID）、容器No、キャンペーンNo.、
プラスチック混練固化試験記録（ID）

アスファルト混練固化処理データセット

処理体ID、廃棄物投入量、アスファルト投入量、廃棄物等の供給速度、練り混ぜ温度、
練り混ぜ回転数、混練固化マニュアル（ID）、固型化年月日、廃液バッチNo.、
キャンペーンNo.、運転記録（ID）、混練固化装置No.、定期検査記録（ID）、容器No、
アスファルト混練固化試験I記録（ID）

セメント混練データセット

セメント投入量、水投入量、水種類、水温度、細骨材投入量、混和材投入量、練り混ぜ時間、
練り混ぜ速度、練り混ぜ終了時刻、定期検査記録（ID）、混練マニュアル（ID）、混練装置No.、
原材料投入年月日、運転記録（ID）、キャンペーンNo.、混練バッチNo.、
充填固化材混錬試験記録（ID）

セメント充填固化処理データセット
固型化材料注入速度、固型化材料注入時刻、セメント充填マニュアル（ID）、養生記録（ID）、
定期検査記録（ID）、処理年月日、充填装置No.、キャンペーンNo.、運転記録（ID）、処理体ID、
混練バッチNo.、充填固化処理試験記録（ID）

セメント受入データセット
納入記録（ID）、セメント試験成績書（ID）、受入年月日、受入量、キャンペーンNo.、
固型化性能試験記録（ID）

アスファルト受入データセット
納入記録（ID）、アスファルト試験成績書（ID）、受入年月日、受入量、比重、
キャンペーンNo.、固型化性能試験記録（ID）

プラスチック受入データセット
納入記録（ID）、プラスチック試験成績書（ID）、受入年月日、受入量、比重、キャンペーンNo.、
固型化性能試験記録（ID）

混和材受入データセット
納入記録（ID）、混和材試験成績書（ID）、混和材品質証明書（ID）、受入年月日、受入量、
キャンペーンNo.  
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表 4.1-1  QAデータとして管理する項目（2/2） 

データセット（DS）名称 管理項目

細骨材受入データセット
納入記録（ID）、細骨材試験成績書（ID）、細骨材品質証明書（ID）、受入年月日、受入量、
キャンペーンNo.、含水率

開始剤受入データセット
納入記録（ID）、開始剤試験成績書（ID）、開始剤品質証明書（ID）、受入年月日、受入量、
キャンペーンNo.

促進剤受入データセット
納入記録（ID）、促進剤試験成績書（ID）、促進剤品質証明書（ID）、受入年月日、受入量、
キャンペーンNo.

容器受入データセット
納入記録（ID）、品質証明書（ID）、容器試験成績書（ID）、容器重量、受入年月日、容器No.、
容器性能試験記録（ID）

補修作業データセット
補修作業記録（ID）、補修金属納入記録（ID）、補修金属品質証明書（ID）、
接着剤納入記録（ID）、接着剤品質証明書（ID）、作業マニュアル（ID）、廃棄体ID、
補修試験記録（ID）

廃棄体重量測定データセット 重量、処理体ID、測定装置No.、測定年月日、測定記録（ID）、（測定装置）定期検査記録（ID）

廃棄体空隙測定データセット
測定マニュアル（ID）、上部空隙高さ、処理体ID、測定年月日、測定記録（ID）、
定期検査記録（ID）、測定装置No.、上部空隙測定試験記録（ID）

硬さ値データセット
責任者氏名、硬さ値、測定年月日、測定時の温度、測定時の湿度、測定マニュアル（ID）、
測定記録（ID）、定期検査記録（ID）、処理体ID、硬さ値測定試験記録（ID）

一軸圧縮強度測定データセット
超音波伝播速度、一軸圧縮強度、測定マニュアル（ID）、測定記録（ID）、測定年月日、
測定装置No.、定期検査記録（ID）、処理体ID、超音波伝播速度試験記録ID

廃棄体表面汚染密度測定データセット
定期検査記録（ID）、測定年月日、処理体ID、測定マニュアル（ID）、採取箇所記号、
測定装置No.、α表面汚染密度、βγ表面汚染密度、α検出下限値、βγ検出下限値、
測定記録ID

廃棄体表面線量率測定データセット
測定年月日、処理体ID、表面線量当量率（γ線）、表面線量当量率（ｎ線）、γ線検出下限値、
n線検出下限値、測定装置No.、測定記録（ID）、定期検査記録（ID）

廃液サンプリングデータセット
サンプリング年月日、サンプリングポイント、サンプリング作業マニュアル、試料No.、
廃液バッチNo.、攪拌装置No.、攪拌時間、攪拌速度、作業記録（ID）、
攪拌装置定期検査記録（ID）、サンプリング試験記録（ID）

焼却灰サンプリングデータセット
サンプリング年月日、サンプリングポイント、サンプリング作業マニュアル、試料No.、
焼却灰ID、攪拌装置No.、攪拌時間、攪拌速度、作業記録（ID）、
（攪拌装置）定期検査記録（ID）、サンプリング試験記録（ID）

試料分析データセット
核種、放射能濃度、検出下限値、分析装置No.、分析年月日、分析マニュアル（ID）、
（分析装置）定期検査記録（ID）、分析記録（ID）、試料No.、第三者機関分析記録（ID）

非破壊測定データセット
核種ID、放射能濃度、測定装置No.、測定年月日、（測定装置）定期検査記録（ID）、
測定マニュアル（ID）、測定記録（ID）、検出下限値、処理体ID、非破壊測定試験記録（ID）

放射能決定係数定義データセット 放射能決定法（ID）、核種、key核種、SF、平均放射能濃度値、理論計算係数

放射能決定法定義データセット
放射能決定法（ID）、適用可能発生施設ID、適用可能発生場所ID、
適用可能発生年月日（起日）、適用可能発生年月日（終日）、核種別係数等一覧（ID）、
決定法制定試験記録（ID）

核種残存率定義データセット 核種、残存率、溶融装置No.

キャンペーン定義データセット
発生施設ID、発生場所ID、発生年月日（最古）、発生年月日（最新）、放射能決定法（ID）、
キャンペーンNo.

処理体放射能濃度データセット 核種、放射能濃度、処理体ID、評価年月日

製作処理体管理データセット キャンペーンNo.、処理体ID

ラベリングデータセット 廃棄体ID、処理体ID

規定類管理データセット
保安規定（ID）、作業基準（ID）、作業マニュアル（ID）、有効期限（開始）、
有効期限（終了）、対象施設ID、対象作業ID

廃棄体確認申請データセット
申請書（ID）、許可書（ID）、説明資料（ID）、補足資料（ID）、申請年月日、許可年月日、
払出処分施設、廃棄体番号、確認No.

廃棄体輸送データセット
確認申請書（ID）、説明資料（ID）、補足資料（ID）、運搬確認証（ID）、公安当局届出書（ID）、
申請年月日、許可年月日、払出処分施設、輸送船・車輌、輸送期間、廃棄体ID、輸送No.
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・データ取得頻度
　トレイ毎
・取得DS
　トレイ廃棄物DS

受入れ

・データ取得頻度
　キャンペーン毎
・取得DS
　受入廃棄物管理DS

切断

・データ取得頻度
　受入れトレイ毎
・取得DS
　切断作業DS

受入れ・ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ

・データ取得頻度
　バッチ毎
・取得DS
　廃液サンプリングDS

焼却

・データ取得頻度
　処理日毎
・取得DS
　焼却処理DS

セメント等混錬固化

・データ取得頻度
　処理体一体毎
・取得DS
　セメント混錬固化処理DS
　アスファルト混錬固化処理DS
　プラスチック混錬固化処理DS

廃棄体確認に係る測定

・データ取得頻度
　充填固化体毎
　均質・均一固化体毎
・取得DS
　（1）廃棄体空隙測定DS
　（2）廃棄体重量測定DS
　（3）廃棄体表面汚染密度測定DS
　（4）廃棄体表面線量当量率測定DS
　（5）非破壊測定DS

廃棄体確認に係る測定

・データ取得頻度
　充填固化体毎
　均質・均一固化体毎
・取得DS
　（1）硬さ値DS
　（2）一軸圧縮強度測定DS
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放射能濃度測定の
ためのサンプリング
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　貯槽毎
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処理体管理

・データ取得頻度
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セメント混錬

・データ取得頻度
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・取得DS
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Ｄ

Ｄ

*DS：データの取得単位別に管理されるデータ群のこと。表 4.1-1のデータセットと対比している 
図 4.1-1 設定した廃棄体化処理フロー図
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4.2 OSISデータ項目 
OSISデータとして管理すべき項目には、表 3.2-1に示す物量や放射能濃度等を算出するため
に必要なものと、それらを整理するための区分に係るものがある。これら項目について抽出し、

整理したものを表 4.2-1に示す。 
 

表 4.2-1 OSISデータとして管理する項目 

データ分類 データ項目 データ分類 データ項目 

名称区分 有害物質名 
燃性区分 

有害物質 
データ 有害物質量 

崩壊区分 廃棄物重量 
核種区分 貯蔵容器種類 
レベル区分 貯蔵容器重量 
施設区分 核種別放射能量 
規制区分 発生施設名称 
種類区分 発生区域 
発生拠点区分 表面線量当量率 

区分データ 
 

処分区分 廃棄物密度 
200 ドラム缶換算本数 遮蔽材材質 
液体廃棄物容積（m3） 遮蔽材厚さ 

物量データ 
 

廃棄体量 容器寸法 
 

評価データ 

発生年月日 

 
以下にデータ分類別にデータ項目の抽出に係る考え方を示す。 

(1) 区分データ 
OSIS 情報では、機構が発生源となる廃棄物若しくは廃棄体の総物量や平均放射能濃度等

を要求されることはなく、それらを種々の区分で整理した値が要求される。このうち表 3.2-1
の定期報告情報のみで必要となる区分は以下の通りである。これら区分は拠点ごとに独自に

規定されているものであるため、独立して管理する必要がある。 

! 名称区分：廃棄物のおおまかな区分 
! 燃性区分：可燃、難燃、不燃、液体の区分 
! 崩壊区分：主たる核種の崩壊系列（α、βγ等） 
! 核種区分：主たる核種の区分（Pu、U、FP等） 
! レベル区分：放射能のレベル区分（一般的な高レベル、低レベル廃棄物とは異なる） 
! 施設区分：保管されている施設の区分 

また、主として表 3.2-1の最適化情報で必要となる区分は以下の通りである。 
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! 規制区分：炉規法、RI法の法律区分と、実用炉、試験炉、加工、再処理、使用（政令
41条該当、非該当）、原料使用、管理などの省令区分 

! 種類区分：紙、ビニル、金属などの一般的な物質の種類に加えて、酢酸ビニル、シリ

コンなど処理設備に影響を及ぼす物質や、イソプレンなど処分施設に影響

を及ぼす恐れのある物質など、設計上分類すべき種類区分 
! 発生拠点区分：外部機関を含む廃棄物の発生・貯蔵事業所区分 
! 処分区分：該当する埋設処分方法（地層、余裕深度、浅地中等）。但し本区分は他デー

タからの評価結果 

これらデータを表 4.2-1に区分に係るデータとして整理した。 

(2) 物量データ 
表 3.2-1に示す OSIS情報で提示する内容のうち物量に係る情報としては、 

! 廃棄物量（容器数、200 ドラム缶換算本数、液体廃棄物容積（m3）） 
! 廃棄体量 

が必要となる。なお、本システムで管理するデータは容器ごとに記録されるため容器数は新

たに管理する必要は無い。これらデータは表 4.2-1に物量に係るデータとして整理した。 

(3) 有害物質データ 
表 3.2-1 に示した有害物質とは、処分システムへ影響を及ぼすおそれのある物質、炉規法

で定められる廃棄体の健全性を損なう恐れのある物質及び環境関連法令で規定されている物

質の全てを示す。これら物質は単体の廃棄物としてではなく、廃棄物に混在していることが

多い。このため、有害物質データとして 

! 有害物質名、有害物質量 

を管理する必要がある。なお、処分システムへ影響を及ぼす恐れのある物質としては、既往

の処分システムの検討結果から、イソサッカリン酸を形成するセルロースや、人工バリアへ

の影響が懸念される硝酸塩、硫酸塩、炭酸塩などが示唆されているが、例えば微生物等の分

解などにより錯体が形成される恐れのある物質の評価は困難とされている 5) など、具体的な

物質が全てピックアップされている状況ではない。このため、今後情報の中身が変動するこ

とが想定されるような項目については、将来を見据えた広範囲の情報を収集するとともに、

臨機応変に対応できるようにすることが必要である。 

(4) 評価データ 
廃棄体量及び放射能濃度はそのもの自体も管理すべきデータであるが、処分区分同様他デ

ータから評価されるものである。これら評価に係るデータは評価の具体的手順に沿って抽出

した。まず、廃棄体量評価は、個々の廃棄物の燃性や種類データから、焼却、溶融、圧縮、

固形化などの適用すべき廃棄体化処理技術を選択する。続いて適用した処理技術に応じ設定

する減重比や廃棄体仕様（廃棄物の充填重量等）の処理パラメータと個々の廃棄物の重量デ
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ータから廃棄体量が評価される。既存の現場管理データでは容器全体の重量が管理されてい

ることもあるため、容器の種類とその重量データを併せて管理する必要がある。よって廃棄

体量評価に必要なデータとしては以下の項目が挙げられる。なお、廃棄物の燃性及び種類に

ついては区分データと重複するため、これ以外の項目を表 4.2-1 の評価に係るデータとして
整理した。 

! 燃性、種類、廃棄物重量、容器種類、容器重量 

こうして算出された廃棄体量は廃棄体中の核種別の放射能濃度に応じた処分区分ごとに分

類して整理されるが、この分類には廃棄体量評価で使用する処理パラメータに加えて、廃棄

物中の核種別放射能量が必要となる。既存の現場管理データでは、被ばく管理及び臨界管理

の観点から安全裕度を含んだ放射能量が管理されていることが多いため、処分区分を評価す

る観点からすると十分な核種別放射能量データとなっていないことが多い。このため、別途

現場管理データから廃棄物中の核種別放射能量を間接的に評価することとなる。この評価で

は、廃棄物の発生施設や区域から基本的な汚染源を特定し、核種別放射能の存在比率である

核種組成を決定する。これに加えて放射能の変動パラメータとしての表面線量当量率と、廃

棄物の密度及び種類、遮蔽材の材質や厚さ、容器の寸法を用いて評価モデルを構築し、放射

線の遮蔽効果を考慮した核種別放射能量を逆算する。算出された核種別放射能量は発生年月

日等の時間情報を用いて、時間経過による減衰補正を行うことにより最終的な核種別放射能

量となる。なお、表面線量当量率以外に測定データがある場合には有効な情報となるため、

特定核種の放射能量の測定値に加えて減衰補正のため測定年月日を管理することにより、核

種別放射能量が導出できる。よって放射能濃度を評価するために必要なデータとしては以下

の項目であり、併せて表 4.2-1の評価に係るデータとして整理した。 
! 核種別放射能量（測定結果の特定核種の放射能量含む） 
! 発生施設、区域 
! 表面線量当量率（その線種と評価地点の情報含む） 
! 廃棄物密度、種類 
! 遮蔽材材質、厚さ 
! 容器寸法（使用構造材の厚さ含む） 
! 発生年月日（不明な場合封入年月日、保管施設受入年月日で代替。測定年月日含む） 
なお、本システムで管理すべき放射能データの対象となる核種は、平成 19 年 5 月に取り

纏められた原子力安全委員会報告書 6) などの過去の検討実績を参考に具体的に作成する段

階で設定する。 
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5. 廃棄物管理システムの機能と構成 

 
 
本章では、「本システムの構成概念」と「本システムが有すべき機能」の 2 点について具体化

を図り、廃棄物管理システムの概念を示した。 
 
 
5.1 システムの構成概念 
5.1.1 システムの基本構成 

廃棄物管理システムの基本構成を図 5.1-1に示す。 
廃棄物管理システムは大きく分けて、QA データ及び OSIS データおのおのに対して、その
データ管理を主とする機能（以下それぞれ、「QA管理機能」及び「OSIS管理機能」という。）
と、それらデータをもとに本システムが提供する情報形態とするような解析を主とする機能（以

下それぞれ、「QA解析機能」及び「OSIS解析機能」という。）の 4大機能を基本構成とする。 
QA管理機能と OSIS管理機能の形態はデータベースとし、QA解析機能と OSIS解析機能に
ついては、個々独立した実行プログラムとする。これは、それぞれの提供すべき情報への加工

操作は独立したものであり、それぞれの加工操作を行うユーザーは限定的であること、データ

の品質保証の観点から ID、Pass 等の不正入手のみにより不特定多数の者がアクセス可能とな
ることは好ましくないことなどによる。 
また、QA管理機能で管理するデータと、OSIS管理機能で管理するデータで重複するものに
ついては、QA管理データベースからOSIS管理データベースへ複写移行する主従関係とする。
また、両解析機能については、それぞれ対応するデータベースからデータを参照し、解析結果

についても登録できる双方向の関係とする。但し、QA 解析プログラムからのデータ登録は既
存のデータ保護のため上書き等ではなく追加登録のみとする。なお、本システムに登録する基

本となるデータは、廃棄物管理部署の品質保証体系内で管理されている現場管理データである。

新規に取得するデータについてはデータの重複管理の排除の観点から、直接両機能のデータベ

ースへ登録することを基本とするが、システム運用までに発生した廃棄物に係る現場管理デー

タについては、その有効活用とデータ自体の品質保証の観点から、それぞれの管理機能で必要

となるデータをそれぞれのデータベースに複写移行する。 
 
5.1.2 システムの構築 

QA 管理データベースについては、拠点やセンターなどの管理体系別や機構全体をまとめて
一つで構築されるものではなく、管理するデータが廃棄体化処理に密接に関わっていることか

らも、主たる廃棄体化処理フロー別に構築する。 
OSIS 管理データベースについては、管理するデータ点数が QA データベースに比べて格段
に少なく、提供する情報は機構全体の廃棄物の各種区分別のものが主となるため、本データベ

ースの基本単位は機構全体で一つとする。なお、基本方針を外れない範囲でシステムの合理性

が計られる場合は、管理体系別、情報の種類別、QA 管理データベース別など、ユーザーの要
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求に応じた最適な区分で構築することを可能とする。 
両解析機能を構成する個別プログラムについては、ユーザー毎に異なる要求に合わせて必要

なプログラムのみが、該当するデータを格納する管理データベースのみへのアクセス権が付与

された ID及び Passとともに配布され、ユーザーの業務 PCにインストールし使用する。この
ように、両解析機能としては廃棄物管理システム専用の設備を持たず、既存のネットワーク上

の PC に任意の解析機能を持たせるものとする。なお、プログラムを配布する際にユーザー登
録をするとともに、プログラム自体へのアクセス管理をすることにより高い安全性が確保でき、

アプリケーションサーバーの導入の必要性がないことから、メンテナンスや維持費が不要とな

るメリットがある。 
このように、廃棄物管理システムとは、関連するデータベースと解析プログラムをネットワ

ーク上に構築した合理的なシステムとする。 
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5.2 各機能の内容 
既述の通り、本システムは QA及び OSISデータおのおのに対するデータ管理機能と、それら

データをもとに解析する機能からなる。本項においてはこれら個別の機能それぞれに対して、そ

の内容を以下の通り具体化した。 

【QA解析機能】 
A) 廃棄体確認に係る申請書や説明書等資料の自動作成 
B) 確認対象廃棄体一覧表作成 
C) 任意検索 
D) 放射能濃度、一軸圧縮強度等自動計算 

【OSIS解析機能】 
A) 新区分設定と検索 
B) 廃棄物中に含まれる核種別放射能量計算 
C) 廃棄体物量、放射能濃度及び処分区分評価 
D) 廃棄物の発生量予測 

【QA管理機能】 
A) データ追跡 
B) データ移行 
C) セキュリティ 

" アクセス制限 
" ログデータ保存 
" データエラー検出 
" アクセスログ検索 

D) バックアップ（冗長化、停電防止） 

【OSIS管理機能】 
A) データ追跡 
B) データ移行 
C) セキュリティ 

" アクセス制限 

 
5.2.1 解析機能 

(1) QA解析機能 
発電所廃棄物を対象とした廃棄体確認方法では、標識や破損状況等については「目視確認」、

放射能濃度や強度等については「測定記録の確認」、配合比や経過時間等については「運転記

録等の確認」、固型化材料や容器等については「証明書等の確認」、健全性を損なう物質につ

いては「製作方法の確認」を行うとされている 3) 。これらのうち目視確認事項については特
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段の情報提示は不要であるが、それ以外の確認事項では、求められる記録や証明書等自体は

もちろんのこと、それらに付随する説明書や関連記録等の補足説明資料も併せて、膨大な資

料を準備する必要がある。これらの記録や資料については、申請の都度、記載内容等を変更

する必要がある一方で、資料の構成や説明文章の流れなどはほぼ固定化されたものである。 
これらのことから、申請時に必要な一連の記録や資料について、申請対象とする廃棄体を

選定することにより、それら固有の情報を自動で取り込み資料化する自動資料作成に係る機

能と、申請対象とする廃棄体全てに対して、確認対象となっている測定値や文書（例えば放

射能濃度の確認に係る情報として、廃棄体番号と核種別放射能濃度、測定機器 No.、該当す
る機器の構成記録 No.、採用した SFに係る説明書No.等）を特定できる一覧表作成に係る機
能を持たせる。実際の検査では抜き取り検査も行われ、また書面で準備した情報以外につい

ても、検査の担当官から個別要求される可能性もあることから、そのような要求に対応可能

な検索に係る機能も併せて必要である。 
放射能濃度や一軸圧縮強度などについては、実際に測定した結果の値のみではなく、換算

係数や経過時間等から計算して算出した値についても確認することとなる。特に放射能濃度

については、適用する換算係数や時間経過による減衰効果の補正、さらには想定している埋

設処分場の受入基準に合致しているかの確認評価などの計算が必要である。このような測定

値を基本とした評価結果が確認対象となっている物などについては、自動で計算し、その結

果が記録できるような機能を持たせる。 

(2) OSIS解析機能 
OSIS に係る情報については、廃棄物の名称、性状など物性に係る区分や、線量、崩壊形

式、核種などの放射性特性に係る区分、施設、拠点などの発生場所に係る区分のほかに、規

制区分及び処分区分などの区分別の物量が情報として求められる。これら要求に合致した区

分に整理するためのデータが、現場管理データとして管理されているデータそのものである

こともあれば、現場管理データからある特定のルールによって新たな区分を設定する必要が

あるものもある。これら区分設定のルールは固定的なものであることから、既存の現場管理

データから新区分を設定する機能を持たせた上で、その区分でデータを検索することが可能

な機能を持たせる。 
また、現場管理データで管理されている放射能データは、廃棄物管理現場における保安管

理を目的としたものであるため、作業員の被ばく管理などの観点から直接線による外部被ば

くに寄与する核種や、臨界安全の観点から核分裂性核種などを対象としたものとなっている。

これに対して、OSIS 情報として必要とされる放射能情報は、埋設施設の核種閉じ込め性能
や土壌への核種の吸着特性、核種の移行・拡散や減衰効果などを加味した埋設処分の安全評

価に資されるものであるため、対象となる核種には保安管理で必要とされる核種と異なるも

のも含まれ、核種数は数十以上と多くなる。今後発生する廃棄物も含めて、埋設処分の観点

から必要とされる核種の放射能量を廃棄物 1件 1件について分析等により正確に取得するこ
とは非現実的であることから、既存の現場管理データを使用して廃棄物に含まれる核種別の

放射能量を評価する機能を持たせるとともに、廃棄体としての物量や放射能濃度、想定され
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る処分区分などを評価するための機能も持たせる。 
このほかに現時点で想定される OSIS情報としては、処分場設備に影響を及ぼす可能性の

ある特定物質情報や、処分の安全評価上のシナリオ等に影響を及ぼす可能性のある特定物質

情報と、廃棄体化処理技術の検討上必要と思われる特定物質情報（例えばカロリー区分）な

どがあげられる。これら情報については、既存の現場管理データで管理されている、若しく

は不足しているが今後新たに管理すべきデータそのものであるものもあれば、一部これら固

有の観点から特定のルールによって再区分されるものもある。これらからも、既存の現場管

理データから新たな区分を設定する機能と、その設定された区分でデータを検索することが

可能な機能が必要である。 
OSIS 情報には廃棄物の対象が今後発生するものを含む情報もある。今後発生する廃棄物

は、施設の解体等によって発生する廃棄物（以下、「解体廃棄物」という。）と施設の操業に

伴って発生する廃棄物（以下、「操業廃棄物」という。）に大別されるが、解体廃棄物につい

てはそれら施設の解体手法や解体計画により発生時期や量が左右され、また、操業廃棄物に

ついては施設の運転計画等に大きく関係するものである。廃棄物の発生量予測は、主に現場

管理データのうち貯蔵廃棄物のデータから、年間当たり若しくは処理量（例えば使用済燃料

の再処理量や MOX燃料の製造量）あたりの単位発生量を割り出し、それと将来の各施設の
運転計画を乗じて算出されることが考えられるが、施設の稼働状況などによっては単位発生

量や、施設の運転計画もその時の状況に応じて変化するものである。このような変化に適宜

対応できるように、貯蔵廃棄物のデータから廃棄物の区分別に単位発生量を評価し、別途施

設別の運転計画を設定することで将来の発生量を評価できるような機能も持たせることとす

る。 
 
5.2.2 管理機能 

(1) QA管理機能 
QA 管理機能は今回開発を計画している廃棄物管理システムの心臓部であり、放射性廃棄

物の埋設処分時における廃棄体品質保証に必要なデータを管理するためのものである。本機

能で管理するデータは 4.1 節で整理した通り、個々の廃棄体の番号から、おのおのの廃棄体
検査に係るデータの他に、固型化、焼却、圧縮、収納等の各処理に係るデータやこれら処理

に用いた材料の記録、運転マニュアル、設備点検記録や、廃棄体に含まれる廃棄物の発生時

のデータなど多種多様なものとなっている。このようなデータを確実に抽出できるようにす

るためには、4.1節で示した各データの保存はもちろんのこと、これらデータ間の追跡性（関
連性）を確保するための機能（手法）を持たせることとする。 
また、これらデータはある廃棄体一体に関する一連のデータに関して、取得時期の幅が長

いものでは数十年となることも想定される。現に機構が所有する約 35万本の廃棄物のうち、
古いものでは既に 40 年が経過しているようなものも存在する。これら廃棄物については、
各廃棄物管理部署において多様かつ膨大なデータとともに管理されている。これらデータに

は QAデータとして有用なデータのみならず、不用なデータも含まれていることから、有用
なデータのみを選択して本管理機能に吸い上げるような現場管理データからの移行機能も持
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たせる。 
QA 管理機能で取り扱うデータは廃棄体品質保証のためのデータであり、すなわち個々の

廃棄体の品質を証明するための証拠品である。本機能で管理されているデータのどれか一つ

でも、故意、過失は別として改ざんや消去された場合には、廃棄物管理システム全体の信用

が損なわれ、他の正しいデータについても証拠品としての品質が認められなくなる恐れがあ

る。このため、故意による改ざん等を防止するためにセキュリティ機能を、過失によるデー

タの逸失等を防止するためにバックアップ機能（データの多重化）を持たせることとする。

なお、原子力関係の規制省である経済産業省及び文部科学省告示として「電磁的方法による

保存をする場合に確保するよう努めなければならない基準」が示されている。将来の廃棄体

品質保証の際に本廃棄物管理システムで管理するデータがその基礎データとして認められる

ためには、告示で定められる技術基準を満足する機能をデータ管理システムの機能として組

み込むことが必要と考える。表 5.2-1 に文部科学省及び経済産業省告示の技術基準と、採用
するデータ管理機能の対比表を示す。これら技術基準から、具体的なセキュリティ対策とし

て、アクセス制限機能、ログデータ保存機能、データエラー検出機能、アクセスログ検索機

能と、バックアップ機能の一部として停電防止機能を持たせることとする。 

 (2) OSIS管理機能 
OSIS 管理機能で取り扱うデータは QA 管理機能で取り扱うデータとその性質が大きく異

なる。表 3.2-1 で示した OSIS 情報のうち①～⑦については、貯蔵されている廃棄物そのも
のの物量を種々の区分で示すものであり、基本となる廃棄物データが同一のものであれば提

示する情報に齟齬をきたすことはない。また、⑧～⑬については、制度及び施設設計上の要

求に合った必要最低限の情報（例えば、論理的に正しいものであれば推測の範囲での情報で

も可）を提示すればよいことから、データ自体としては一つ一つのデータに高い精度を要求

されるようなものではない。但し、本機能で管理されるデータには核物質データなどの機微

情報が含まれていること、また、関係省庁や地元自治体への報告値は正確性が求められるこ

とから、データに齟齬をきたすような改ざんなどを防止するために、当該ユニットへのアク

セス制限機能を持たせる。 
加えて⑫及び⑬については、例えば、既にある処理を施された廃棄物に、ある特定の化学

物質が含まれているか否かのアウトプットを得るためには、その発生段階における含有状況

や、処理段階における除去の可能性などの検討の基礎となるデータが必要となることが想定

されるため、データ管理上の機能として、廃棄物データの追跡性が必要となる。 
また、これらデータの基本となるデータは QA管理機能と同様、各廃棄物管理部署におい

て管理されている膨大なデータであり、OSIS データとして有用なデータのみならず、不用
なデータも含まれていることから、有用なデータのみを選択して本管理機能に複写移行した

り、5.1節で示したように、QAデータと重複するデータについては QA管理機能から複写移
行するような移行機能を持たせることとする。 
なお、これら提供する情報はその都度で完結するものであることから、システム上にバッ

クアップなどの機能として対応する必要性は低いと考えられるが、公開情報となることから
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その情報のもととなるデータのセットは提供した情報と関連付けて管理することが望まれる。

また、当該機能で取り扱うデータがオンタイムな物である必要が無く、元となるデータは現

場管理データ及び QA 管理ユニットで管理されていることからも、QA 管理ユニットで抽出
されたバックアップ機能については OSIS管理機能では必然的なものではないと考えられる。 
これら具体化された機能を含めたシステム概念図を図 5.2-1に示す。 
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表 5.2-1 告示技術基準と採用するデータ管理機能 
 

データ管理機能 経済産業省告示技術基準 文部科学省告示技術基準 
①情報システムには、個人別の ID、パ
スワード等の利用者登録、管理及び認

証機能を設けること。 

①同左文 

⑤情報システムのうち、データの保管

を行う機器に直接接続されたコンピ

ュータが公衆回線とのオンラインに

よって接続される場合には、アクセス

するユーザー等の正当性を識別し、認

証する機能を設けること。 

④同左文 

アクセス制限機能 

⑥情報システムには、情報やシステム

の機密度を区分し、アクセス権限を制

御する機能を設けること。 

②情報システムには、データの機密度に

応じてアクセス権限を設定する機能を

設けること。 
ログデータ保存機

能 
②情報システムは、データの保存及び

更新時に保存及び更新の日時並びに

実施者を記録する「ログデータ」の保

存機能を設けること。 

⑤情報システムには、データの保存及び

更新時に、保存及び更新の日時並びに実

施者を記録する「ログデータ」の保存機

能を設けること。 
停電防止機能 
（ハード対策） 

③情報システムの電源には、システム

に無関係な機器の接続を禁止し、電源

の誤切断を防止すること。 

⑦情報システムの主要機器には、停電、

誤切断、静電気等によるデータの破壊を

防止するため、バックアップ電源等の必

要な機能を設けること。 
データエラー検出

機能 
④情報システムには、データのエラー

検出機能を設けること。 
⑥同左文 

アクセスログ検索

機能 
⑦情報システムには、システムへの不

正なアクセス及びデータの不正な変

更を発見するソフトウェア機能を設

けること。 

③同左文 

JAEA-Technology 2009-016

- 32 -



 

 

et
c

説
明

書
等

自
動

作
成

機
能

et
c

基
本

D
再

区
分

D
評

価
済

D
測

定
処

理
発

生

性
能

記
録

校
正

記
録

et
c

移
行

機
能

追 跡 機 能

デ
ー

タ
保

存
機

能

作
業

記
録

手
順

書

Q
A

管
理

機
能

：
デ

ー
タ

の
流

れ

登
録

機
能

ﾊ
ﾞｯ

ｸ
ｱ

ｯﾌ
ﾟ機

能

移 行 機 能

移
行

機
能

デ
ー

タ
ベ

ー
ス

O
SI

S管
理

機
能

発
生

処
理

後

セ
キ

ュ
リ

テ
ィ

機
能

O
SI

S解
析

機
能

Q
A

解
析

機
能

任
意

検
索

機
能

廃
棄

体
一

覧
作

成
機

能
放

射
能

濃
度

等
自

動
評

価
機

能

区
分

別
発

生
量

評
価

機
能

核
種

別
放

射
能

評
価

機
能

廃
棄

体
物

量
等

評
価

機
能

新
区

分
設

定
検

索
機

能

現
場

管
理

デ
ー

タ

                        
図

5.
2-

1 
廃
棄
物
管
理
シ
ス
テ
ム
概
念
図

 

 

                         
 

JAEA-Technology 2009-016

                        
 

- 33 -



 

 

6. IAEA提案事項との比較評価 

 
 
これまで整理してきた廃棄物管理システムで管理するデータ項目と機能について、それぞれ

IAEAが提案するものと比較評価する。 
 
 
6.1 データ項目の比較 

IAEA では放射性廃棄物の管理や廃棄体の品質保証に必要な記録等について検討されており、
廃棄物管理と処分に係る記録の具体例として、表 6.1-1の計 29項目が示されている 7)。廃棄物

に係る情報を管理する際には、廃棄物パッケージの品質管理に係る項目「QC」や廃棄物管理施
設の運転管理に係る項目「FM」のようにその目的によって必要となる情報が異なるとともに、
個体識別用の項目「ID」のようなそれら情報の対象を特定するために必要な情報や、複数の情
報を結びつけるための項目「Link」のようにそれら情報を関連付けるための情報も管理する必
要があるとしている。また、表中の「*」を付した項目などは別に補助データテーブル（参照テ
ーブル）を有し、使用者がそこに登録されているデータから選択できるようにすることがデー

タ登録のスピードアップにもつながるとしている。 
表 6.1-1で示されている項目と表 4.1-1で示した項目を比較してみると、「パッケージ情報」
の位置、発生機関、受入可否、廃棄物クラス、非放射性廃棄物クラス、承認手法、処理方法、

固型化方法、発生起源、「汚染情報」の有害形態の 9 項目について直接該当する項目がなく、
その他の項目については該当する項目が抽出されている。これら該当するものがない項目につ

いては、それぞれ以下の観点から新たにデータ項目として追加する必要は無いと考えられる。。 

位置：廃棄物管理上、現物の存在位置を示す重要なデータであるが、図 4.1-1 のフロー上に
ある廃棄物であれば存在する箇所が設備単位で確認可能であり、廃棄体として保管さ

れている時点であれば、廃棄体確認の申請単位別に管理されることが想定されること

から、特に管理するものではない。 
発生機関、発生起源：機構では他機関の廃棄物を受託処理することが可能とされており、そ

の発生源を特定するためにも発生機関や起源の情報は必要である。但し、表 4.1-1 廃
棄物封入DSの発生施設 IDに発生機関を特定できる IDを規定して管理すればその起
源も特定可能であることから新たに当該項目を追加する必要はない。 

受入可否：それぞれの廃棄体化処理施設への受入基準を満足するものであれば受入可能なも

のとなるが、その基準は処分場ほど詳細で多岐にわたるものではないことが考えられ

る。このため、既存のデータ項目に対して基準値を検索値とすることで十分対応可能

であることから、新たに当該項目を追加する必要はない。 
廃棄物クラス：日本においては高・低レベルの 2クラスのみであり、データ項目として管理

するものではない。また、廃棄物の種類（TRU廃棄物、ウラン廃棄物、原子炉廃棄物
等）区分についても、発生施設及び発生設備のデータで特定可能であることから、新
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たに当該項目を追加する必要はない。 
非放射性廃棄物クラス、有害形態：現行日本では放射性物質以外の観点での廃棄物のクラス

分けはされていない。なお、有害形態の廃棄物は処分される可能性は低く、処分され

るにしても無害化処理等が施されることとなる。このため当該項目は管理する必要は

ない。 
承認方法：ルーチンの廃棄物か否かについては、廃棄体品質保証の観点からは重要な情報で

はなく、発生場所や処理工程についても表 4.1-1 で示したデータ項目で十分対応して
いるため、新たに当該項目を追加する必要はない。 

処理方法、固型化方法：処理及び固型化方法は表 4.1-1 に示すデータセット名がそのまま該
当しており、データ検索により容易にこれら方法を特定することは可能であるため、

新たに当該項目を追加する必要はない。 

よって、今回整理したデータ項目は IAEAが提案する項目と比較しても妥当であると評価で
きる。 
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表 6.1-1 TECDOC-1222 7) に例示される廃棄物管理に係るデータ例一覧 
 

適用事項 
データ項目 

ID Link QC FM 
記録例若しくは解説 

【パッケージ情報】 
容器 ID ○ ○ ○ ○ 99-12345、ACME-12345 
位置* ○ ○  ○ Grid34-12-2 
年月日   ○ ○  
発生機関* ○ ○   A廃棄物会社、GEN-123 
輸送荷姿 ID ○ ○   廃棄物受入時の荷を特定するために記録する項目 
受入可否*  ○ ○ ○ 受入可、HQ123.6 
線量率   ○ ○ 2μSv/h 
表面汚染   ○ ○ α150Bq/cm2 
放射性廃棄物クラス*  ○  ○ 高レベル、低レベル、LILW-SL 
非放射性廃棄物クラス*  ○  ○ 非有害、強毒性、Class1 

承認手法  ○ ○ ○ 
ルーチンの廃棄物か否かを示すもので、発生場所

や処理工程を示すもの 
材質*   ○ ○ 布切れ、樹脂 
処理方法*   ○ ○ 焼却、圧縮、逆浸透 
固型化方法*   ○ ○ アスファルト固化、セメント固化 
充填材*   ○ ○ コンクリート 
充填材量   ○ ○ 0.3m3、5kg 
凝固材*   ○ ○ セメント 
凝固材量   ○ ○ 0.6m3、wt% 
容器形態* ○ ○  ○ ドラム缶、コンテナ 
容器容積・寸法*    ○ 200 、1*1.5*1.5m 
質量   ○ ○ 廃棄物パッケージの重量 
発生起源    ○ 炉運転、再処理、燃料製造、解体 

【汚染情報】 
容器 ID ○ ○ ○ ○  
放射性核種 ID* ○    Co-60、Cs-137 
放射能量   ○ ○ 1.5TBq 
年月日    ○ 発生年月日、測定年月日 
有害物質 ID* ○    水銀 
量   ○ ○  
有害形態*   ○ ○ 毒劇物、可燃性 

*補助データテーブル情報のコピー若しくは参照情報とすることが可能な項目 

ID：個体識別用の項目 

Link：複数の情報を結びつけるための項目 

QC：廃棄物パッケージの品質管理に係る項目 

FM：廃棄物管理施設の運転管理に係る項目 
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6.2 機能の比較 
IAEA では放射性廃棄物の管理や廃棄体の品質保証に必要な記録等について検討されており、
廃棄物処分に係る記録管理のシステムの要件として、表 6.2-1の計 10項目が示されている 8)。 
これら要件のうち①については、記録管理システムで管理するデータ項目の早期確立とその

定期的リバイスの必要性を、③は管理するデータの保存期間区分及び区分ごとの管理方法の文

書化の必要性を、⑤はシステムへの登録データの品質担保を目的としたデータ区分や登録の具

体的方法等の明文化の必要性を求めたものであり、廃棄物管理システム自体に持たせる機能を

示す要件とはならない。 
また、要件②の前半部分ついては、これは 4章で抽出したデータ項目について、実際にデー
タ登録する際のデータの管理方法を示しているものであり、システムに機能を持たせる要件と

はならない。また、後半については、まさにデータの検索機能を示すとともに、各種記録を抽

出するための追跡性の確保（追跡機能）が該当すると考える。 
要件④については、細かく 6つの要件が列挙されている。このうち(b)～(e)の 4要件について
は、廃棄物管理システムで保管されるデータが電子データであることや記録の ID 化により担
保されるものと考える。また、(a)は現場管理データや、両管理機能であるデータベース間のデ
ータ移行機能を示している。続いて(f)はシステムのセキュリティに係る要件となるが、その具
体的な機能としては要件⑦及び⑧と併せて、システム自体へのアクセスについてその役割に応

じた制限を与えるようなアクセス制限機能の必要性と、データ自体が修正された場合にその修

正ログと、不正アクセスの有無を確認するためにアクセスログについて記録する機能の必要性

を示していると考えられる。 
要件⑥及び⑨については、データの損失を防ぐための措置の必要性を求めたものであり、こ

れを担保するためにシステムの冗長化としてバックアップ機能が該当する。 
要件⑩に対しては、5.2 項の機能の抽出において参考とした経済産業省及び文部科学省告示
「電磁的方法による保存をする場合に確保するよう努めなければならない基準」がまさに該当

する。 
5章で整理した機能は、これらの IAEAが提案する要件から廃棄物管理システムとして必要
と類推される機能を網羅していることからも妥当であると評価できる。
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維
持
（
定

期
的
な
リ
バ
イ
ス
含
む
）
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 

②
 
記
録
の
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
化
と
情

報
検
索

 

記
録
が
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
化
さ
れ
る
こ
と
を
保
障
す
る
た
め
に
、
早
期
に
記
録
管
理
シ
ス
テ
ム
が
確
立
し
明
文
化
さ
れ
、
管
理
す
る

こ
と
が
必
要
で
あ
る
。
情
報
の
検
索
、
す
な
わ
ち
記
録
の
イ
ン
デ
ッ
ク
ス
化
は
記
録
管
理
シ
ス
テ
ム
の
キ
ー
構
成
で
あ
る
。
ま
た
、

検
索
情
報
は
各
種
記
録
が
抽
出
さ
れ
、
そ
れ
を
既
存
の
ツ
ー
ル
で
ア
ク
セ
ス
し
読
む
こ
と
が
で
き
る
こ
と
が
好
ま
し
い
。

 

③
 
記
録
の
保
存
区
分

 
記
録
が
異
な
る
保
存
期
間
で
区
分
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
割
り
当
て
る
区
分
に
対
す
る
分
類
や
管
理
に
つ
い
て
、
そ
の
指
示
や
手

順
あ
る
い
は
計
画
な
ど
を
ド
キ
ュ
メ
ン
ト
化
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

 

④
 
記
録
の
形
態
（
媒
体
）

 

情
報
の
確
定
と
収
集
、
保
管
に
つ
い
て
管
理
し
、
使
用
さ
れ
て
い
る
記
録
形
態
を
検
証
す
る
た
め
に
、
現
実
的
な
早
期
に
指
示
、

手
順
、
計
画
な
ど
を
明
文
化
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
以
下
の
要
件
が
情
報
記
録
手
段
と
し
て
必
要
な
も
の
で
あ
る
。

 
(a

)情
報
の
抽
出
、
保
存
が
可
能
、

(b
)物
理
的
か
つ
化
学
的
に
安
定
し
て
い
る
こ
と
、

(c
)情
報
損
失
な
し
に
他
の
媒
体
へ
の
コ
ピ

ー
あ
る
い
は
移
動
が
可
能
、

(d
)超
長
期
間
後
で
も
検
索
可
能
、

(e
)判
読
及
び
理
解
可
能
、

(f)
不
法
な
変
更
へ
の
抵
抗
性

 

⑤
 
記
録
の
移
動
、
送
受
信

 
R

M
S
の
そ
れ
ぞ
れ
の
情
報
セ
ッ
ト
へ
の
収
集
、
移
動
、
取
込
に
対
す
る
、
各
記
録
の
受
入
可
能
性
を
確
認
す
る
た
め
の
規
定
を

含
む
手
順
が
確
立
さ
れ
る
必
要
が
あ
る
。

 

⑥
 
有
害
環
境
か
ら
の
記
録
の
保
護

 
選
択
さ
れ
た
記
録
形
態
に
基
づ
き
、
温
度
、
湿
気
、
光
、
微
生
物
等
に
よ
る
劣
化
防
止
と
、
火
事
や
洪
水
、
竜
巻
、
地
震
等
の
単

一
災
害
で
損
失
し
な
い
よ
う
適
切
な
管
理
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
⑦

 
ア
ク
セ
ス
管
理

 
記
録
の
損
失
や
破
棄
、
無
許
可
変
更
を
防
ぐ
為
に
、
記
録
へ
の
ア
ク
セ
ス
管
理
手
法
を
検
討
し
明
文
化
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

 
⑧

 
記
録
の
修
正
管
理

 
記
録
を
修
正
す
る
権
限
を
持
た
せ
る
人
員
と
修
正
す
る
際
の
条
件
を
確
立
す
る
必
要
が
あ
る
。

 

⑨
 
定
期
的
な
複
製
と
記
録
形
態
の

変
更

 
記
録
管
理
シ
ス
テ
ム
内
の
情
報
の
永
続
性
を
保
障
す
る
た
め
に
、
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム
、
紙
記
録
、
電
子
デ
ー
タ
な
ど
の
記
録
形

態
別
に
定
期
的
に
記
録
管
理
手
法
（
複
製
、
他
形
態
へ
の
変
更
等
）
を
考
案
す
る
必
要
が
あ
る
。

 
⑩

 
国
家
公
文
書
に
よ
る
要
求

 
各
国
の
公
文
書
に
よ
る
要
求
事
項
を
満
足
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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7. まとめ 

 
 
廃棄物管理システムの開発に当たり、その基本的な概念検討を行った。具体的な内容は以下の

通りである。 
# 機構における廃棄物管理の現状及びこれまでのデータ管理に係る課題を整理した上で、①

管理データの限定、②個別機能の独立性の担保、③廃棄物データの追跡性、④既存データ

の有効活用、⑤不確定事項に対する柔軟性の５点を開発方針として設定するとともに、廃

棄物管理システムの範囲を決定するため本システムで提供する廃棄物情報を整理した。 
# これらを前提条件として、まず本システムで管理すべきデータ項目について、機構が所有

する全廃棄物を対象とした廃棄体化処理フロー等を仮定した上で既存の廃棄体確認方法等

を参考に、また、実際に求められる情報内容、情報区分等を参考に、取得すべきデータ項

目を具体化した。これは、廃棄体品質保証及び廃棄物の埋設処分の具現化等を網羅した、

廃棄物管理現場におけるデータの統一化に向けた具体的指針となるものである。 
# 廃棄物管理システムは、①廃棄体確認時に必要となる書面等の自動作成や放射能濃度自動

評価などを担う「QA解析機能」、②処分制度検討や施設設計などの検討の前提となる廃棄
物情報の抽出・加工・解析などを担う「OSIS解析機能」、③廃棄体品質保証に必要な全て
のデータについて関連付けて管理を行う「QA 管理機能」、④ ②で求められる廃棄物情報
の元となるデータを管理する「OSIS 管理機能」の 4 つの主たる機能から構成され、両解
析機能は個別ユーザーPC上の個別機能別プログラムとして、また、QA及び OSIS管理機
能はそれぞれ主たる廃棄体化処理施設及び全機構を基本単位とするデータベースとして配

置され、それらが機構ネットワークを介して統合されたものである旨を構成概念として提

案した。 
# ①～④の個別機能について、それぞれが有すべき機能を具体的に提案した。 
以上の提案に基づいてシステム開発を進めることにより、機構で取り扱う全放射性廃棄物のラ

イフサイクルを通した管理が可能になると考えられる。 
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付録 1 機構における廃棄物管理の状況 
 
 
廃棄物管理の実態として主たる廃棄物管理体系別に、放射性廃棄物等の許認可区分、廃棄物

の管理区分、廃棄物管理の流れ、取得しているデータ及び廃棄物データの管理手段を整理する。 
  

1. 再処理技術開発センター 
(1) 許認可区分 
核燃料サイクル工学研究所（以下、「核サ研」という。）の再処理技術開発センター（以下、

「再処理センター」という。）からは、使用済燃料の再処理の事業に係る廃棄物（以下、「再

処理廃棄物」という。）と、放射性同位元素等の使用に伴う廃棄物（以下、「RI廃棄物」とい
う。）が発生する。これら廃棄物は、使用済燃料の再処理の事業及び放射性同位元素による放

射線障害の防止に関する法律（以下、「RI法」という。）に基づく使用の許可を受けた廃棄施
設で管理されている。 

(2) 廃棄物管理区分 
再処理センターの概略の廃棄物管理区分を付録１表 1に示す。固体廃棄物については主に

セル内から発生する廃棄物を高放射性固体廃棄物として、それ以外の廃棄物を低放射性固体

廃棄物と区分して管理している。また、低放射性固体廃棄物については可燃、難燃、不燃の

３区分の燃性区分で管理しているが、高放射性廃棄物については分別が困難であることから、

燃性による区分管理はされていない。また既存の処理設備として焼却設備及び廃溶媒のプラ

スチック固化設備を有しており、過去に濃縮廃液のアスファルト固化設備を有していたこと

から、その処理後の廃棄物である焼却灰は不燃物に含めて、プラスチック固化体及びアスフ

ァルト固化体は「固化体」区分で管理がなされている。 
なお、低放射性固体廃棄物については、これら区分に加えて、その廃棄物が発生する区域

によって汚染されている放射性物質の主たる核種が異なることから、主たる核種が核分裂生

成物、ウラン及びプルトニウムである区域から発生する廃棄物はそれぞれ、βγ系、U 系、
Pu系という区分で管理されている。 

付録 1表 1 再処理センターの廃棄物管理区分 

区分 廃棄物性状 

高放射性 区分なし 
可燃物 紙、布、木、酢酸ビニル類、プラスチック類等 
難燃物 塩化ビニル類、RI手袋、ゴム類等 

固
体
廃
棄
物 

低放射性 
不燃物 金属類、ガラス類、コンクリート、フィルタ、焼却灰等 

液体廃棄物 低放射性廃液、廃溶媒、スラッジ等 
固化体 プラスチック固化体、アスファルト固化体 
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(3) 廃棄物管理の流れ 
① 高放射性固体廃棄物 
高放射性固体廃棄物は専用の容器に入れ、保管施設にて保管する。 

② 低放射性固体廃棄物 
廃棄物処理場に一旦全て受け入れ、一部の可燃物については焼却処理後、焼却灰として

ドラム缶へ封入する。その他の固体廃棄物については、そのままドラム缶等へ封入し保管

施設にて保管する。 
③ 低放射性廃液 
蒸発濃縮・凝集沈殿処理し、発生したスラッジは直接タンクに保管し、濃縮廃液はアス

ファルト固化し、保管施設へ保管する（現在、アスファルト固化は行っていない）。 
④ 廃溶媒 
廃溶媒はリン酸トリブチル（TBP）とドデカンに分離する。TBP についてはプラスチ

ック固化し、保管施設で保管する。ドデカンについては再利用又は焼却処理を行う。 

(4) 取得データと管理手段 
 再処理センターでは廃棄物の発生データ（廃棄物封入データ）のほかに、プラスチック固

化設備、アスファルト固化設備及び焼却設備の運転データを取得している。これらデータは

全て帳票（紙）での管理が基本であるが、それらの電子化データについては管理担当部署が

異なっているため、部署によってその手段としてデータベースソフトである oracle 、access
のどちらかが採用されている。また、焼却設備の運転データは oracleデータベースで管理さ
れているが、この oracleデータベースと焼却炉の運転制御が連動しているため、機構内ネッ
トワークと独立した管理担当部署独自のネットワーク上に構築されている。また、アスファ

ルト固化設備の運転データについては、過去ファイルメーカーや excelで管理されていたが、
現在は accessへのデータの入替えが行われている。 

 
 

2. プルトニウム燃料技術開発センター 
(1) 許認可区分 
核サ研のプルトニウム燃料技術開発センター（以下、「Pu センター」という。）からは、

核燃料物質の使用に伴う廃棄物（以下、「燃料廃棄物」という。）が発生しており、核燃料物

質の使用の許可を受けた廃棄施設で管理されている。 

(2) 廃棄物管理区分 
Puセンターの概略の廃棄物管理区分を付録 1表 2に示す。廃棄物は可燃、難燃、不燃の 3

区分で管理している。既存の処理設備として焼却設備を有しており、過去に廃溶融設備や金

属溶融設備を有しており、その処理後の廃棄物である焼却灰、人工鉱物並びに金属鋳塊につ

いては、不燃物の区分で管理がなされている。 
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付録 1表 2 Puセンターの廃棄物管理区分 

区分 廃棄物性状 

可燃物 紙、布、木、プラスチック類等 
難燃物 ゴム類、塩化ビニル類等 

不燃物 
金属類、ガラス類、コンクリート、樹脂、焼却灰、フィルタ類、 
人工鉱物、金属鋳塊 

 
(3) 廃棄物管理の流れ 
① 可燃物及び難燃物 
カートン BOXに収納した上でドラム缶に封入し保管施設に搬送する。処理するものに

ついてはプルトニウム廃棄物処理開発施設（PWTF）に搬送し、焼却処理した後、焼却灰
をドラム缶に封入し保管施設で保管する。 
② 不燃物 
不燃物はドラム缶等に封入後、保管施設で保管する。 

(4) 取得データと管理手段 
Puセンターでは計量管理用の放射能測定結果を含む廃棄物の発生データ、焼却運転に係
るデータ及び焼却前後のトレースデータを取得している。これらデータは全て帳票（紙）で

の管理が基本であるが、それらの電子化データについては、それぞれMicrosoft SQL Server、
excel及び accessで管理を行っている。 

 
 

3. ウラン系施設 
(1) 許認可区分 
核サ研のウラン系施設からは、核燃廃棄物が発生し、核燃料物質の使用の許可を受けた廃

棄施設で管理されている。 

(2) 廃棄物管理区分 
核サ研ウラン系施設の概略の廃棄物管理区分を付録 1 表 3 に示す。廃棄物は可燃、難燃、

不燃の 3区分で管理している。既存の処理設備として焼却設備を有しており、その処理後の
焼却灰についても不燃物として管理がなされている。 

付録 1表 3 核サ研ウラン系施設の廃棄物管理区分 

区分 廃棄物性状 

可燃物 紙、布類、木片類、酢酸ビニル類、ポリエチレン類等 
難燃物 ゴム類、塩化ビニル類等 
不燃物 金属類、コンクリート、焼却灰、フィルタ、NaF等 
液体 廃油 
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(3) 廃棄物管理の流れ 
① 可燃物 
カートンBOXに収納し、焼却処理後の焼却灰はドラム缶に封入し保管施設で保管する。 

② 難燃物及び不燃物 
ドラム缶等に封入するかビニル梱包後、保管施設にて保管する。なお、一部の金属廃棄

物とフィルタについては圧縮処理を行う。なおフィルタの木枠については、可燃物として

焼却処理する。 
③ 液体廃棄物 
廃油はドラム缶に封入後、保管施設にて保管する。 

(4) 取得データと管理手段 
U 系施設では発生データのほか、圧縮、焼却等の処理に係るデータ管理を行っている。
これらデータは全て帳票（紙）での管理が基本であるが、発生データの電子化データについ

てはデータベースソフトの桐で、圧縮、焼却等の処理に係るデータについては excelにて管
理を行っている。 

 
 
4. 人形峠環境技術センター 

(1) 許認可区分 
人形峠環境技術センター（以下、「人形センター」という。）からは、核燃料物質の加工の

事業に係る廃棄物（以下、「加工廃棄物」という。）、核燃廃棄物及び核原料物質の使用に伴う

廃棄物（以下、「原料廃棄物」という。）が発生し、それぞれ、核燃料物質の加工の事業、核

燃料物質の使用及び核原料物質の使用の許可を受けた廃棄施設で管理されている。 

(2) 廃棄物管理区分 
人形センターの概略の廃棄物管理区分を付録 1表 4に示す。廃棄物は可燃、難燃、不燃の

3区分で管理している。また、ビニル製品は可燃物及び難燃物のどちらでも分類可能であり、
不燃物には NaF、アルミナ等人形センター固有の廃棄物も定義されている。なお、既存の処
理設備として焼却設備を有しており、その処理後の焼却灰については不燃物として管理され

ている。 

付録 1表 4 人形センターの廃棄物管理区分 

区分 廃棄物性状 

可燃物 紙、布、木、ポリエチレン、酢酸ビニル等 
難燃物 ゴム手袋、皮革、ビニル類、フィルタ、塩化ビニル類等 

不燃物 
金属類、フィルタ類（木枠除く）、スラッジ類、澱物、ガラス類、NaF
ペレット、アルミナ、焼却灰 

液体 廃油 
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(3) 廃棄物管理の流れ 
① 可燃物 
発生した可燃物は焼却施設へ運搬し、焼却処理する。焼却灰はドラム缶に収納し、保管

施設にて保管する。 
② 難燃物 
難燃物に区分されるもののうち、焼却可能なものについては焼却処理する。その他のも

のについては、ドラム缶等に収納し、保管施設にて保管する。可燃物と同様に処理を行う。 
③ 不燃物 
不燃物は原則としてドラム缶等に収納し、保管施設にて保管する。 

④ 液体廃棄物 
容器に封入し保管施設にて保管する。 

(4) 取得データと管理手段 
人形センターでは発生データのほか、焼却運転に係るデータの管理を行っている。これら

データは全て帳票（紙）での管理が基本であるが、これらの電子化データについては併せて

excelにて管理を行っている。 
 
 

5. 原子炉廃止措置研究開発センター 
(1) 許認可区分 
原子炉廃止措置研究開発センター（以下、「ふげん」という。）からは、実用発電用原子炉

に係る廃棄物（以下、「実用炉廃棄物」という。）と RI 廃棄物が発生し、実用発電用原子炉
の設置、運転等の許可と RI法に基づく使用の許可を受けた廃棄施設で管理されている。 

(2) 廃棄物管理区分 
ふげんの概略の廃棄物管理区分を付録 1表 5に示す。廃棄物は可燃、不燃の 2区分で管理

している。また、ビニル製品のうち酢酸ビニル等のハロゲンを含まないものは可燃物に分類

されており、他事業所で難燃物に分類されている塩化ビニル等は不燃物に区分されている。

なお、既存の処理設備として焼却設備を有しており、その処理後の焼却灰及び過去の濃縮廃

液の固型化処理によるアスファルト固化体も不燃物として管理されている。液体廃棄物の分

類には燃料プール等の循環水の処理に伴い発生する廃樹脂やスラッジが区分されている。 

付録 1表 5 ふげんの廃棄物管理区分 

区分 廃棄物性状 

可燃物 紙類、可燃性合成樹脂類、布、木、可燃性フィルタ類、難燃類等 

不燃物 
不燃性ゴム類、不燃性合成樹脂類（塩化ビニル等）、金属類、ガラス類、

コンクリート類、スラッジ、焼却灰、不燃性フィルタ類（金属枠）、ア

スファルト固化体等 
液体 濃縮廃液、廃樹脂、スラッジ 
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(3) 廃棄物管理の流れ 
① 可燃物 
可燃物については廃棄物処理建屋に運搬し焼却する。焼却灰についてはドラム缶等に収

納し、保管施設にて保管する。 
② 不燃物 
不燃物についてはドラム缶等に封入し、保管施設にて保管する。 

③ 液体廃棄物 
液体廃棄物については専用タンクに貯蔵するほか、一部樹脂等についてはドラム缶に封

入して保管施設に保管している。また、濃縮廃液については、アスファルト固化し保管施

設へ保管する（現在、アスファルト固化は行っていない。）。 

(4) 取得データと管理手段 
ふげんでは廃棄物の発生データ、アスファルト固化設備運転データ及び焼却炉運転データ

の管理を行っており、これらデータは全て帳票（紙）での管理が基本であるが、一部の発生

データの電子化データについては excelにて管理を行っている。 
 
 

6. 高速増殖炉研究開発センター 
(1) 許認可区分 
高速増殖炉研究開発センター（以下、「もんじゅ」という。）からは実用炉廃棄物が発生し、

実用発電用原子炉の設置、運転等の許可を受けた廃棄施設で管理されている。 

(2) 廃棄物管理区分 
もんじゅの概略の廃棄物管理区分を付録 1表 6に示す。廃棄物は可燃、不燃の 2区分で管

理している。なお、既存の処理設備としてプラスチック固化設備を有しており、その処理後

のプラスチック固化体については不燃物として管理がなされている。また、不燃物の区分に

は案内管や中性子検出器など原子炉固有のものも含まれている。 

付録 1表 6 もんじゅの廃棄物管理区分 

区分 廃棄物性状 

可燃物 紙、衣類、木材、活性炭、ポリシート 

不燃物 
高線量ウエス、レジン、ゴム、塩ビ、金属類、ガラス、フィルタ、制御

棒駆動機構上部案内管、中性子検出器、プラスチック固化体等 
液体 濃縮廃液、廃樹脂 

 
(3) 廃棄物管理の流れ 
① 可燃物及び不燃物 
可燃物及び不燃物はドラム缶又はボックスパレットに収納し、保管施設にて保管する。

但し制御棒駆動機構上部案内管、中性子検出器については、固体廃棄物貯蔵プールに保管
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する。 
② 液体廃棄物 
使用済の樹脂及び濃縮廃液は、プラスチック固化処理後、保管施設にて保管する。 

(4) 取得データと管理手段 
もんじゅでは廃棄物の発生データ及びプラスチック固化設備運転データの管理を行ってい

る。これらデータは全て帳票（紙）での管理が基本であるが、発生データの電子化データに

ついては oracleにて管理されている。 
 
 

7. 原子力科学研究所 
(1) 許認可区分 

原子力科学研究所（以下、「原科研」という。）では、試験研究の用に供する原子炉等の設

置、運転等に伴う廃棄物（以下、「試験炉廃棄物」という。）、使用廃棄物、RI 廃棄物が発生
する。これら廃棄物は、試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等の許可、核燃料物質

の使用の許可及び RI法の廃棄の業の許可を一括して受けた廃棄施設で管理されている。 

(2) 廃棄物管理区分 

原科研の概略の廃棄物管理区分を付録 1表 7に示す。廃棄物は含まれる主たる核種により
区分されるとともに、その放射能及び表面線量当量率によりレベル区分される。その上で、

その燃性として可燃物及び不燃物の２区分で管理している。なお、下表における管理区分は

発生施設における廃棄物区分であり、廃棄物管理施設に受入れた廃棄物の処理体はセメント

等で固化された「固化体」、圧縮処理された「圧縮体」、そのまま容器に入れられた「直接保

管体」として管理されている。 

付録 1表 7 原科研の廃棄物管理区分 

区分 
形体 核種 レベル 燃性 

廃棄物性状 

A 
βγ 

B 
可燃物 酢酸ビニル、ポリエチレン類、木類、紙類、布類等 

A 
固体 

α 
B 

不燃物 
塩ビ、ゴム類、フィルタ類、イオン交換樹脂、ガラ

ス製品類、コンクリート類、金属類等 

A 
βγ 

B 液体 

α  
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(3) 廃棄物管理の流れ 

① βγ系可燃物 
レベルの低い廃棄物（A）については焼却施設へ受け入れ後、焼却処理を行い、ドラム

缶等の容器へ封入し保管施設にて保管する。レベルの高い廃棄物（B）については、専用
の容器にそのまま封入するか、圧縮処理した後容器に封入し、保管施設にて保管する。な

お、今後減容処理棟における処理が本格化した際には、焼却灰は溶融されることが計画さ

れている。 
② βγ系不燃物 
専用の容器にそのまま封入するか、圧縮処理した後容器に封入し、保管施設にて保管す

る。なお、今後減容処理棟における処理が本格化した際には、レベルの低い廃棄物（A）
については圧縮又は溶融されることが計画されている。 
③ α系固体廃棄物 
ドラム缶等へ封入し、保管施設にて保管する。 

④ βγ系液体廃棄物 
蒸発処理により濃縮した後、セメント又はアスファト固化し、保管施設にて保管する。 

⑤ α系液体廃棄物 
容器へ封入し保管施設にて保管する。 

(4) 取得データと管理手段 

原科研では、発生データ（廃棄物管理施設へ払出す際の廃棄物データ）及び廃棄物管理施

設で処理又は容器に封入された保管体の発生データは、帳票（紙）に併せて大型計算機を用

いたデータベース（VSAM）で管理している。また、各処理データについては帳票（紙）
で管理する一方でその一部のデータについては当該データベースに登録・管理している。 

 
8. 大洗研究開発センター 

(1) 許認可区分 

大洗研究開発センター（以下、「大洗センター」という。）においては、試験炉廃棄物、使

用廃棄物、RI廃棄物が発生する。これら廃棄物は、核燃料物質又は核燃料物質によって汚染
された物の廃棄物管理の事業及び RI 法の廃棄の業の許可を一括して受けた廃棄施設で管理
されている。 

(2) 廃棄物管理区分 

大洗センターの概略の固体廃棄物管理区分を付録 1表 8に示す。廃棄物は含まれる核種に
より区分されるとともに、放射能及び表面線量当量率によりレベル区分される。その上で、

レベルの低い廃棄物（A）については、可燃、不燃の燃性２区分で管理している一方で、レ
ベルの高い廃棄物（B）については性状等での区分はなされていない。なお、本管理区分は
発生施設における廃棄物区分であり、廃棄物管理施設に受入れた廃棄物の処理体（そのまま

容器に封入されたものも含む）はその処理形態別に管理されている。 
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付録 1表 8 大洗センターの固体廃棄物管理区分 

区分 
形体 核種 レベル 燃性 

廃棄物性状 

可燃物 紙、布、木片、酢酸ビニル、ポリエチレ、ゴム手袋 
A 

不燃物 
塩化ビニル、ゴム、金属、ガラス、コンクリート、

フィルタ等 
βγ 

B  

可燃物 紙、布、木片、酢酸ビニル、ポリエチレ、ゴム手袋 
A 

不燃物 
塩化ビニル、ゴム、金属、ガラス、コンクリート、

フィルタ等 

固体 

α 

B  
液体廃棄物の管理区分：含まれるβγ核種及びα核種の放射能濃度により、A、B、C 及び特殊の 4

区分で管理されている。 

(3) 廃棄物管理の流れ 

① βγ系固体廃棄物（A） 
可燃物については焼却処理した後、容器に固型化又は封入し、不燃物については圧縮処

理した上で専用の容器に封入し、保管施設で保管する。 
② α系固体廃棄物（A） 
可燃物については焼却処理した後、不燃物についてはそのまま容器に封入し、保管施設

で保管する。 
③ βγ系固体廃棄物（B）及びα系固体廃棄物（B） 
そのまま容器に封入し、保管施設にて保管する。 

④ 液体廃棄物 
A、Bに区分される廃液は蒸発処理等実施後、その濃縮廃液はアスファルト固化又はセ

メント固化する。また、Cに区分される廃液は規定の容器に封入し、特殊廃液は発生施設
において固型化処理を行った後、保管施設で保管される。 

(4) 取得データと管理手段 

取得データ及び管理手段については、原科研と同様である。 
 
 

9. その他事業所 
その他、廃棄物管理を実施している拠点としては、青森研究開発センター、高崎量子応用研

究所、那珂核融合研究所（以下、それぞれ「青森センター、高崎研、那珂研」という。）が存

在するが、各拠点とも発生する廃棄物の許可区分と同じ許可を取得した廃棄施設で管理されて

いる。また、これらの廃棄物は全てβγ系として管理されているとともに、レベルの低い廃棄
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物であり、その発生量は少なく処理も実施していないため、全てそのまま保管施設に保管され

ている。廃棄物データは全て帳票（紙）での管理が基本であるが、併せて電子化データについ

て excel等のソフトでデータ管理がなされている。
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付録２ 
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付録２ 廃棄体化処理フロー設定に当たっての仮定条件 
 
 
廃棄体化処理フローの設定に当たって、廃棄物の大まかな性状別に廃棄体化処理の基本的考

え方を以下の通り整理する。 

(1) 可燃物、難燃物 
! 可燃物及び難燃物には処分の安全評価上影響を及ぼす可能性のあるセルロース系の物

質が含まれる他、微生物等の分解によるガス発生が想定される有機物や、化学薬品をふ

き取ったウェス等が含まれている。これら物質による影響を軽減するため、可燃物及び

難燃物については原則として焼却処理することとする。 
! 焼却処理においては、処理の合理化のため核種組成の異なる廃棄物を同一施設で処理し

た場合に、系統の除染・洗浄が難しいことから、クロスコンタミネーションが生じる可

能性が高いこと、核種ごとに処理設備内における挙動が異なることから、発電所廃棄物

で採用されているスケーリングファクタ法（以下、「SF法」という。）を適用すること
が困難と考えられる。このため、焼却灰等のサンプリング測定による放射能確認を前提

とする。 
! その際、焼却灰等の微細粉末でも混合条件を適切にすればサンプルの均一性は担保でき

る可能性があると考えられることから、焼却灰は溶融後セメント充填するフローと、そ

のままセメント混練するフローの両方を想定するとともに、焼却灰の溶融体は他の廃棄

物と混合せず単独で取り扱われるものとする。なお、サンプルポイントとしては溶融処

理の場合は溶融中の溶湯を、セメント混練処理の場合は混練前の焼却灰の貯留槽を想定

する。セメント混練設備において、アウトドラム方式では混練槽におけるバッチ間のク

ロスコンタミネーションを防止する観点から、処理後に水による系統洗浄を実施するが、

その廃液を有効活用したとしても洗浄残渣が二次廃棄物として発生する。この放射能分

析は困難が予想されることから、洗浄を必要としないインドラム方式を想定する。 
! 全ての核種が半減期に従った減衰のみに支配されずに、親核種の崩壊や自発核分裂など

により生成する核種も存在することから、廃棄体確認申請直近に該当するサンプル試料

の分析結果をもって廃棄体確認に対応するものとする。 
! 処理・処分上の影響を及ぼす物質などを除外する観点から、廃棄体化処理施設に受入れ

た廃棄物を分別処理するとともに、処理不能な廃棄物の戻しラインも想定する。 
! 既存施設での処理も想定されることから、廃棄体化処理施設のほかに中間施設として焼

却施設を想定する。 

(2) 不燃物 
! 不燃物は廃棄体 1 体ごとに廃棄物を区分管理できる処理技術が存在することからクロ
スコンタミネーションを防止することが可能であるため、原則として SF法が適用でき
るものとする。 

! 発電所廃棄物の処理方法や既存の技術から、不燃物の廃棄体化処理方法としては溶融、
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圧縮処理及び直接充填した後、セメント充填するフローを想定する。なお、SFの成立
性の観点から、溶融処理技術についてはインキャン方式を想定することとする。 

! 処理・処分上の影響を及ぼす物質などを除外する観点から、廃棄体化処理施設に受入れ

た廃棄物を分別処理するとともに、処理不能な廃棄物の戻しラインも想定する。なお、

稠密充填することを考え、不燃物の切断も想定する。 
! 不燃物の廃棄体容器への収納については、溶融体はインキャン式であること、圧縮体は

収納容器の寸法を考慮した圧縮設備が導入されることが想定されることなどから、溶融

体、圧縮体、その他の分類別に収納することとする。 

(3) 液体廃棄物 
! 有機溶媒や廃油などについては、処分上有害な物質として想定されている危険物等に指

定されているものも多く、また、処分の安全評価上影響を及ぼす可能性が高いことから、

焼却処理することを基本とする。 
! 無機廃液については、固型化材と混練固化することを基本とし、その固型化材には発電

所廃棄物の廃棄体化処理を参考に、セメント、アスファルト、プラスチックの 3 種類
を想定する。 

! また、放射能確認については、有機溶媒等の有機廃液については焼却処理時のクロスコ

ンタミネーションを防止することが困難であることから、焼却灰等の時点でサンプリン

グ測定し、無機廃液については固型化前の廃液貯槽においてサンプリング測定すること

を想定する。 
! 全ての核種が半減期に従った減衰のみに支配されずに、親核種の崩壊や自発核分裂など

により生成する核種も存在することから、廃棄体確認申請直近に該当するサンプル試料

の分析結果をもって廃棄体確認に対応するものとする。 
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付録３ 
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付録３ QA管理機能で管理するデータ項目の抽出 
 
 

発電所廃棄物の廃棄体確認方法 3)を参考に、QA管理機能で管理すべきデータ項目を整理する。
まず第 1項で廃棄体確認に係るデータ項目について、規定されている確認項目毎に廃棄体確認に
必要な項目（以下、「主項目」という。）、データ間の関連付けに必要な項目（以下、「リンク項目」

という。）、廃棄体確認方法を決定するために必要な項目（以下、「確認方法決定項目」という。）

及び直接的には廃棄体確認に使用されないものの補足的に管理することが好ましい項目（以下、

「補足項目」という。）に分けて抽出・整理した。その結果を付録表 3-1に示す。次に第 2項でそ
の他放射性廃棄物に係る原則に類するデータ項目について、主として管理すべき項目（主項目）、

リンク項目、記録管理上登録したほうが好ましい項目（補足項目）に分けて抽出・整理した。 
なお、本文図 4.1-1にはデータを取得する頻度を、付録 3表 1にはデータの管理単位を併せて

記載した。 
 
1. 廃棄体品質保証に係るデータ項目の抽出・整理 
① 固型化材料（均質・充填固化体） 

固型化材料（セメント、アスファルト、プラスチック）については、個々の廃棄体に使用

した固型化材料が規定される規格のものであること、若しくは規定される性能を有している

ことを証明する必要がある。この証明用の記録としては、納入記録とそれぞれの固型化材料

の試験成績書が挙げられる。これら記録は書面として提出される可能性が高いため、書面

IDをそれぞれ原本に付した上で pdf化し、原本及び電子ファイルをそれぞれ管理する。本
廃棄物管理システム上では、これら書面 IDを記録することとし、可能であれば pdfファイ
ルとリンクして管理することとする。また、固型化材料は相当量が一括して納入されること

が考えられるが、その経年劣化防止の観点と、確認対象となる固形化材料の書面を限定する

観点などから最適な受入頻度を設定し、受入の都度その記録を登録することとする。但し、

異なる受入ロット別に固型化材料を明確に区分して管理することは困難（例えば、受入槽内

で異なる受入ロット別の固型化材料の混在等）と想定されることから、本文で提案した処理

のキャンペーンごとに受入管理を行うことを想定する。この場合、固型化材料の受入記録の

対象となる廃棄体は複数となるが、この相関をキャンペーンNo.でリンクさせることにより
管理するとともに、補足的に受入量と受入年月日を管理する。 
新たな固型化材料を採用する場合、廃棄体確認方法を決定する際に必要なものとの観点か

ら、この固型化材料を使用すれば規定される性能の廃棄体ができることを証明するための試

験記録を管理する必要がある。 
なお、これらデータは全てその固型化材料に応じて、「セメント受入データセット」、「ア

スファルト受入データセット」、「プラスチック受入データセット」で管理する。 

! 主 項 目：納入記録（ID）、固形化材料の試験成績書（ID） 
! リ ン ク 項 目：キャンペーン No.（下流） 
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! 補 足 項 目：受入量、受入年月日 
! 確認方法決定項目：固型化性能試験記録（ID） 
 

② 容器（均質・充填固化体） 
廃棄体の容器については、個々の廃棄体に使用した容器がそれぞれ規定される規格のもの

であること、若しくは規定される性能を有していることを証明する必要がある。この証明用

の記録としては、納入記録、品質証明書、容器の試験成績書が挙げられる。これら記録は書

面として提出される可能性が高いため、書面 IDをそれぞれ原本に付した上で pdf化し、原
本及び電子ファイルをそれぞれ管理する。本廃棄物管理システム上では、これら書面 IDを
記録することとし、可能であれば pdfファイルとリンクして管理することとする。廃棄体に
使用される容器はそれ自体に容器 No.をナンバリングして管理し、処理時に使用した容器
No.を各処理データセット（収納作業、圧縮処理、溶融処理、セメント固化処理、アスファ
ルト固化処理、プラスチック固化処理の各データセット）で管理することでデータ間の関連

性を確保する。発電所廃棄物の廃棄体確認の方法では JIS 規格に準拠していることを確認
することとあるが、これら規格は改訂されるものであり、どの時点での規格に準拠している

かを明確にするために、補足的に受入年月日を管理する。 
新たな容器を採用する場合、廃棄体確認方法を決定する際に必要なものとの観点から、こ

の容器が規定される性能を有することを証明するための試験記録を管理する必要がある。 
なお、これらデータは全て「容器受入データセット」で管理する。 

! 主 項 目：納入記録（ID）、品質証明書（ID）、容器試験成績書（ID） 
! リ ン ク 項 目：容器 No.（下流） 
! 補 足 項 目：受入年月日 
! 確認方法決定項目：容器性能試験記録（ID） 

 
③ 一軸圧縮強度（均質固化体：セメント固化体） 

一軸圧縮強度については均質・均一のセメント固化体に適用されている項目であり、その

確認記録は超音波伝播速度とセメント混練固化運転記録の二つに大別される。 
超音波伝播速度については測定記録の中で、超音波伝播速度と一軸圧縮強度の相関、超音

波伝播速度の測定方法、測定結果である超音波伝播速度及び算出された一軸圧縮強度が確認

に必要なデータとされている。一軸圧縮強度及び超音波伝播速度については固化体別の値が

必要であるのに対して、両者の相関と測定方法については固化体ごとではなく、固化された

廃棄物の種類や混練固化装置等別に規定されるものであることから、相関と測定方法を規定

している測定マニュアルがその確認対象になると考える。測定マニュアルについては、②の

書面と同じように管理されることが好ましく、その場合、データとして管理されるものは測

定マニュアル IDとなる。なお、測定マニュアルについては適宜改訂されるため、改訂され
るごとに測定マニュアル IDを改訂履歴とともに管理する必要がある。また、データ等の管
理方法にもよるが測定記録が用紙で管理される場合には、補足的に別途測定記録を管理する。 
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一般的にセメントは固型化後の経過時間により強度は変化していくため、恐らく固型化後

の一定経過期間内での測定が規定されるなど、時間的な条件を満たしていることが確認され

ると想定される。このため、超音波伝播速度の測定年月日を管理すべきと考える。また、測

定した超音波伝播速度の測定装置の性能の証明を求められる可能性も否定できないことか

ら、補足的に使用した測定装置 No.を測定記録として管理し、併せて各測定装置の定期検査
記録（若しくは校正証明書）を管理する。 
これらデータについては、最終的な廃棄体と関連付ける必要があるが、製作した固化体全

てが廃棄体としての仕様を満足しない可能性もあることから、最終的な廃棄体の管理番号で

はなく、固化体となった際に中間的に付与する管理番号（以下、「処理体 ID」という。）で
関連付けるものとする。なおこの処理体 ID は最終的な廃棄体個体を示す番号（以下、「廃
棄体 ID」という。）との関連を管理する「ラベリングデータセット」にも記録することで、
データ間の関連性を確保する。 
廃棄体確認方法を決定する際に必要なものとの観点から、超音波伝播速度と一軸圧縮強度

の相関を算出した際の試験記録を管理する必要がある。 
なお、これらデータは全て「一軸圧縮強度測定データセット」で管理する。 

! 主 項 目：超音波伝播速度、一軸圧縮強度、測定マニュアル（ID）、測
定年月日、 

! 補 足 項 目：測定記録（ID）、測定装置 No.、定期検査記録（ID） 
! リ ン ク 項 目：処理体 ID（下流） 
! 確認方法決定項目：超音波伝播速度試験記録（ID） 

一方で、セメント混練固化運転記録で確認する場合については、水/セメント比と一軸圧
縮強度の相関、セメント混練時の水及びセメントの投入量並びに算出された一軸圧縮強度が

確認の対象とされている。水/セメント比と一軸圧縮強度の相関は固型化された廃棄物の種
類や混練固化装置等別に規定されるものと考えられることから、超音波伝播速度の測定での

記述と同様、相関式及び固型化方法を規定している混練固化マニュアルを管理する必要があ

る。また、既述の通り、セメントは固型化後の経過時間により強度が変わるため、時間的管

理を別途求められる可能性があるため、補足的に固型化年月日について管理する。 
実際には水/セメント比のみでは一軸圧縮強度は決定せずに、ある一定の処理条件が満足
されるとの前提が求められる。これら条件は別途「練り混ぜ・混合」で管理される項目であ

るが、当該項目の補足的なデータ項目として管理する必要があると考えられる。具体的には、

使用した混練固化装置を特定し、その運転条件を限定するための情報として処理施設 ID、
混練固化装置 No.、処理対象廃棄物を特定するための情報として受入廃液のバッチNo.、焼
却灰 ID、水及びセメント以外に混入する廃棄物や混和材の投入量、物理的に混合するもの
が的確に混ざっているかを確認する情報として、混練固化装置の練り混ぜ回転数、練り混ぜ

時間、確実に固化していることを確認するための養生期間、ブリージング水の有無などを補

足的に管理する。なお、データ等の管理方法にもよるが測定記録が用紙で管理される場合に

は、補足的に別途運転記録を管理する。 
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また、練り混ぜ回転数は装置の回転数制御装置の設定値で管理されることが想定される。

この場合はこの設定値と実際の回転数の整合性についての証明を求められることも想定さ

れるため、補足的に混練固化装置の定期検査記録（若しくは校正証明書）を管理する。 
これらデータは、「ラベリングデータセット」の処理体 ID で関連付けることにより、廃
棄体との関連性を確保する。 
廃棄体確認方法を決定する際には、水/セメント比と一軸圧縮強度等の関係を算出した際
の根拠となるセメント混練固化に係る試験記録を併せて管理する必要がある。 
なお、これらデータは全て「セメント混練固化処理データセット」で管理されるものであ

る。 

! 主 項 目：水投入量、セメント投入量、混練固化マニュアル（ID） 
! 補 足 項 目：運転記録（ID）、固型化年月日、処理施設 ID、混練固化装置

No.、廃液バッチ No.、焼却灰 ID、廃棄物投入量、混和材投
入量、練り混ぜ回転数、練り混ぜ時間、養生期間、ブリージ

ング水の有無、定期検査記録（ID） 
! リ ン ク 項 目：処理体 ID（下流側） 
! 確認方法決定項目：セメント混練固化試験記録（ID） 
 

④ 配合比（均質固化体：アスファルト固化体、プラスチック固化体） 
配合比については均質・均一のアスファルト固化体及びプラスチック固化体に適用されて

いる項目であり、現状の配合比の確認方法はいくつか規定されているが、ここでは、固型化

材料重量、廃棄体重量及び容器重量から算出される数値で確認する方法を対象に検討する。 
これら数値データのうち固型化材料重量については、アスファルト及びプラスチック（以

下、本項において「固型化材料」という。）とも主として容積で投入管理されることから、

当該固型化材料の比重を納入時の記録として「アスファルト受入データセット」及び「プラ

スチック受入データセット」で管理する必要がある。この場合、「①固型化材料」で記述し

たとおりキャンペーンNo.でデータを関連付ける。また、廃棄体重量は最終的な廃棄体測定
データであるためそれを管理する「廃棄体重量測定データセット」と、固型化後の固化体に

付された処理体 IDで関連付ける。容器重量については納入時の記録として管理することと
し「容器受入データセット」で管理し容器 No.で関連付ける。 
アスファルト及びプラスチック混錬固化処理において直接的に管理するデータとしては、

固型化材料投入量のみとなるが、このほかの廃棄体確認時に必要な情報として廃棄体の製作

方法が挙げられていることから、それを具体的に規定している混練固化マニュアルと、その

他混錬固化処理装置の運転条件等が記載された運転記録を管理する必要がある。 
また、固型化材の投入量は固型化装置の投入制御装置で管理されることが想定される。こ

の場合は制御装置の設定と実際の投入量の整合性についての証明を求められることも想定

されるため、補足的に固型化装置の定期検査記録（若しくは校正証明書）を管理する。 
廃棄体確認方法を決定する際には、これら条件を設定した根拠等が必要となるため、その

JAEA-Technology 2009-016

- 62 -



 

 

ような試験記録を併せて管理する必要がある。 
なお、固型化材料比重、廃棄体重量、容器重量以外は全て「アスファルト混練固化処理デ

ータセット」及び「プラスチック混錬固化処理データセット」で管理されるものである。 

! 主 項 目：固型化材料投入量、混練固化マニュアル（ID）、運転記録（ID）
【廃棄体重量、容器重量】 

! 補 足 項 目：定期検査記録（ID）、【固型化材料比重】 
! リ ン ク 項 目：キャンペーンNo.（上流）、処理体 ID（下流）、容器No.（上

流） 
! 確認方法決定項目：アスファルト/プラスチック混練固化試験記録（ID） 

 
⑤ 硬さ値（均質固化体：プラスチック固化体） 

硬さ値は現状ではプラスチック固化体のみに適用されており、その確認方法としてはデュ

ーロメータによる測定と運転記録の確認があるが、ここでは測定による確認方法とした場合

について検討する。 
現状の確認事項としては、測定記録（責任者、測定対象廃棄体、測定値、測定年月日）と

測定マニュアルが挙げられている。また硬さ値は湿度条件、温度条件により変わるため、そ

の補正式を定義している。 
このため、管理すべきデータとしては、責任者氏名、測定対象を特定する処理体 ID、測
定された硬さ値、測定年月日、測定時の湿度及び温度、測定マニュアルが挙げられる。これ

らデータが一括して測定記録として管理される場合は、それを補足的に管理する。これらデ

ータは廃棄体を特定するための関連付けされていれば良いため、処理体 IDを管理する。 
また、測定に使用するデューロメータ表示値の信頼性を証明するために、補足的に定期検

査記録（若しくは校正証明書）を管理する。 
廃棄体確認方法を決定する際には、硬さ値を算出するための補正式を定義した根拠が必要

となるため、その根拠となる試験記録を併せて管理する必要がある。 
なお、これらデータは全て「硬さ値データセット」で管理されるものである。 

! 主 項 目：責任者氏名、処理体 ID、硬さ値、測定年月日、測定時の温度、
湿度、測定マニュアル（ID） 

! 補 足 項 目：測定記録（ID）、定期検査記録（ID） 
! リ ン ク 項 目：処理体 ID（下流） 
! 確認方法決定項目：硬さ値測定試験記録（ID） 
 

⑥ 練り混ぜ・混合（均質固化体） 
練り混ぜ・混合については、全ての固型化材料に対して適用されている。セメント固化に

ついては、大別してミキシング方式と真空注入方式の二つの処理方式について定められてい

るとともに、確認方法についても運転記録と超音波伝播速度の測定記録の両者について定め

られている。ここでは、セメント固化の処理方式をインドラムミキシング方式、確認方法に
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ついては運転記録による確認を想定して検討する。 
現状の確認事項としては 3 種類の固型化材料共通で、廃棄物の投入量、固型化材料の投
入量、補助材（セメント：混和材、プラスチック：開始剤及び促進剤）の投入量、練り混ぜ

時間、練り混ぜ回転数、廃棄体番号、処理年月日の各データと廃棄体の製作方法であり、セ

メント固化体では水の投入量、アスファルト固化体については廃棄物等の供給速度及び練り

混ぜ温度が別途定められている。廃棄体の製作方法はそれらを規定している混練固化マニュ

アルを管理する必要がある。これらデータが一括して運転記録として管理される場合は、補

足的に運転記録も管理することとする。これらデータは廃棄体を特定するための関連付けが

取れていれば良いため、処理体 IDを管理する。 
固型化材料等の投入量や回転数等は混練固化装置の制御装置で管理されることが想定さ

れる。この場合は制御装置の設定と実際の数量の整合がとれていることの証明を求められる

ことも想定されるため、補足的に混練固化装置の定期検査記録（若しくは校正証明書）を管

理する。 
廃棄体確認方法を決定する際には、これら条件を設定した根拠等が必要となるため、その

ような試験記録を併せて管理する必要がある。 
また、セメント固化については相当数の装置が導入されることが想定され、また処理対象

とする廃棄物の種類も相当数に上ることが想定される。このため受入れる廃棄物の性状に係

る情報と関連付けるため廃液バッチ No.及び焼却灰 IDを、使用した固型化材料等の情報と
関連付けるためキャンペーンNo.を、処理施設や装置を限定するため混錬固化装置 No.を補
足的に管理する。 
なお、これらデータはそれぞれ「セメント、プラスチック、アスファルト混練固化処理デ

ータセット」で管理する。 

! 主 項 目：廃棄物投入量、固型化材投入量、補助材（混和材、開始剤、

促進剤）投入量、水投入量、練り混ぜ回転数、練り混ぜ温度、

練り混ぜ時間、廃棄物等の供給速度、固型化年月日、処理体

ID、混練固化マニュアル（ID）  
! 補 足 項 目：運転記録（ID）、定期検査記録（ID）、廃液バッチ No.、焼却

灰 ID、キャンペーンNo.、固型化装置No.  
! リ ン ク 項 目：焼却灰 ID（上流）、廃液バッチ No.（上流）、処理体 ID（下

流）、容器No.（下流） 
! 確認方法決定項目：混練固化試験記録（ID） 

セメント及びプラスチックの固化の際には、その固化特性を調整するため補助剤が投入さ

れている。発電所廃棄物の確認事項ではこれら補助剤の性能について確認されていないが、

固化特性に大きな影響を与える物質であるため、補助剤を受入れる際に、補足的に納入記録

（ID）、品質証明書（ID）、受入年月日、受入量を管理し、固型化材料と同様の管理を想定
し、キャンペーン No.で関連付ける。なお、これらデータは「混和材受入データセット」、
「開始剤受入データセット」及び「促進剤受入データセット」で管理する。 
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! 補 足 項 目：納入記録（ID）、品質証明書（ID）、受入年月日、受入量 
! リ ン ク 項 目：キャンペーン No. 
 

⑦ 固型化材料等の練り混ぜ（充填固化体） 
固型化材料等の練り混ぜ（ここでいう固型化材はセメントを対象としている。）は、モル

タル充填の際に容器内に有害な空隙が残らないようにするため、固化体内にモルタルが一様

に充填されるような流動性を確保するよう均質に練り混ぜられているかが確認されている。 
現状の確認項目のうち管理すべき項目としては、原材料の納品書、成績書等、練り混ぜ機

の検査表、固型化記録（投入量、練り混ぜ時間、練り混ぜ速度）となっている。 
これらのうちモルタルの原材料等であるセメント、細骨材及び混和材について、これらの

納入記録と試験成績書若しくは品質証明書について管理する。これら記録については「①固

型化材料」と同様、キャンペーンNo.で「セメント混練データセット」と「セメント受入デ
ータセット」、「細骨材受入データセット」及び「混和材受入データセット」と関連付けし、

これらデータセットでは補足的に受入量及び受け入れ年月日で管理する。 
また、「セメント混練データセット」としては、投入量（セメント、水、混和材、細骨材）

や練り混ぜ時間、練り混ぜ速度は、通常練り混ぜ機の制御装置で設定し管理されることが想

定されることから、それらの設定値と実際の値の整合性を証明するための定期検査記録（若

しくは校正証明書）が必要となり、併せてそれら設定値の表示値を記録する必要がある。さ

らにはセメント混練装置は複数施設に導入される可能性があるため、装置を特定するために

装置No.を補足的に管理する。また、使用した原材料等を確認する際に使用する可能性があ
るため、補足的に原材料の投入年月日を管理する。これらデータが一括して運転記録として

管理される場合は、補足的に運転記録も管理することとする。練り混ぜ方法についてはそれ

らを規定している混練マニュアルを管理する必要がある。 
廃棄体確認方法を決定する際には、これら条件を設定した根拠等が必要となるため、その

ような試験記録を併せて管理する必要がある。 
なお処理フローの下流側であるセメント充填固化処理に係るデータセットとは、セメント

混練のバッチNo.で関連付ける。 

【セメント混練データセット】 
! 主 項 目：投入量（セメント、水、混和材、細骨材）、練り混ぜ時間、練

り混ぜ速度、定期検査記録（ID）、混練マニュアル（ID）  
! 補 足 項 目：混練装置 No.、原材料の投入年月日、運転記録（ID）  
! リ ン ク 項 目：キャンペーン No.（上流）、混練バッチNo.（下流） 
! 確認方法決定項目：充填固化材混練試験記録（ID） 

【原材料等受入 D.S】 
! 主 項 目：納入記録（ID）、試験成績書（ID）若しくは品質証明書（ID）、 
! 補 足 項 目：受入年月日、受入量  
! リ ン ク 項 目：キャンペーン No.（下流） 
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⑧ 一体となるような充填（充填固化体） 
現状での確認項目としては、分別作業記録、切断処理記録、圧縮処理記録、溶融処理記録、

収納作業記録、固型化処理記録と設備の定期検査表とされている。このうち分別記録は固型

化材料が内部に充填しやすい形状か否かについて、切断記録は分別作業で内部に充填しにく

い形状とされた廃棄物を切断し充填しやすい形状としていることについて、収納記録は固型

化材料が空隙部に充填しやすい形状の廃棄物または所定の処理を施された廃棄物を収納し

たことについて、それぞれ分別、切断及び収納の具体的方法を定めた作業マニュアルに基づ

き確認することとなる。管理する事項は当該作業に十分な能力を有するものが従事している

ことを証明するために作業管理者及び作業者の氏名を記録し、併せてこれら氏名で従事者等

の教育及び作業従事記録と関連付けさせる。なお、切断作業は発電所廃棄物の確認方法でも

作業者の資質は問われていないため、これら記録は特別に管理しない。また、教育及び従事

記録が有効な範囲内の従事者等であることを示すために作業年月日を管理する必要がある

とともに、作業施設や作業マニュアル等を限定するための補足データとしてキャンペーン

No.を、作業に関するデータが一括して作業記録として管理される場合は作業記録を補足的
に管理する。また、マニュアル通りの作業を実施しているかを証明するために、作業内容を

確認するためのチェックシートを別途管理する必要がある。 
また、分別記録については、廃棄体化処理に当たってキャンペーン内で受入れた廃棄物は

全て分別作業が行われることが想定されるため、全て適切な分別がなされたことを示す意味

でも、分別した廃棄物の IDを管理し、その IDをもって上流側データ（例えば「廃棄物封
入データセット」）と関連付ける。また、廃棄体からこれらデータを関連付けるために、分

別後の廃棄物を収納するトレイ No.を管理する。 
切断記録については、上流側の分別工程に係るデータとトレイNo.で関連付け、下流側の
収納工程に係るデータとは処理体 IDで関連付ける。 
収納作業記録については、分別作業記録の内容に加えて、廃棄物を収納する容器 No.を管
理し、収納した廃棄物の重量と主な廃棄物の種類を補足的に管理する。また、トレイ No.
で上流側の分別作業に係るデータと、処理体 IDで廃棄体と関連を持たせる。 
廃棄体確認方法を決定する際には、これら作業上の条件を設定した根拠等が必要となる

ため、そのような試験記録を併せて管理する必要がある。 

【分別作業データセット】 
! 主 項 目：分別作業マニュアル（ID）、作業管理者氏名、作業者氏名、 教

育記録（ID）、作業従事記録（ID）、作業年月日、作業チェッ
クシート（ID）、 

! 補 足 項 目：キャンペーン No.、分別作業記録（ID） 
! リ ン ク 項 目：廃棄物 ID（上流）、トレイNo.（下流） 
! 確認方法決定項目：分別試験記録（ID） 

【切断作業データセット】 
! 主 項 目：切断作業マニュアル（ID）、作業年月日、作業チェックシー
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ト（ID）、 
! 補 足 項 目：キャンペーン No.、切断作業記録（ID） 
! リ ン ク 項 目：トレイNo.（上流）、トレイNo.（下流） 
! 確認方法決定項目：切断試験記録（ID） 

【収納作業データセット】 
! 主 項 目：収納作業マニュアル（ID）、作業管理者氏名、作業者氏名、 教

育記録（ID）、作業従事記録（ID）、作業年月日、作業チェッ
クシート（ID） 

! 補 足 項 目：キャンペーン No.、収納後重量、主な廃棄物種類、収納作業
記録（ID） 

! リ ン ク 項 目：トレイNo.（上流）、容器 No.（上流）、処理体 ID（下流） 
! 確認方法決定項目：収納試験記録（ID） 

圧縮処理記録については、所定の圧縮圧力で処理していることを具体的な管理方法等を定

めた作業マニュアルに基づき確認することとなる。 
主たる確認項目としては、圧縮圧力を定義した処理マニュアルと、実際に設定した圧縮圧

力、それと制御装置の設定値と実際の圧力の整合性を確認するために定期検査記録（若しく

は校正記録）が考えられる。その定期検査記録が有効であることや当該装置であることを証

明するために処理年月日及び装置 No.を、作業施設や作業マニュアル等を限定するためにキ
ャンペーンNo.を補足的に管理する。また、トレイNo.で上流側の分別作業に係るデータと、
処理体 IDで下流側と関連を持たせる。これらデータが一括して運転記録として管理される
場合は、補足的に運転記録も管理することとする。 
廃棄体確認方法を決定する際には、これら作業上の条件を設定した根拠等が必要となるた

め、そのような試験記録を併せて管理する必要がある。 

【圧縮処理データセット】 
! 主 項 目：圧縮処理マニュアル（ID）、圧縮圧力、定期検査記録（ID） 
! 補 足 項 目：処理年月日、圧縮装置No.、キャンペーンNo.、運転記録（ID） 
! リ ン ク 項 目：トレイNo.（上流）、処理体 ID（下流） 
! 確認方法決定項目：圧縮処理試験記録（ID） 

溶融処理記録については、今回想定しているインキャン方式の誘導加熱の場合の確認内容

として、運転温度、運転時間、難溶融物等の投入比率が定められている。具体的に記録すべ

き項目について、標準的製作方法を参考とすると、主たる項目として運転温度、運転時間（保

持時間）のほかに、難溶融物を処理する場合には難溶融物の種類及び投入量、溶融助剤の種

類及び投入量もしくは無機廃棄物の種類及び投入量を、塊状アルミニウムを処理する場合に

は、アルミニウム及び鉄系金属廃棄物の投入量を、焼却灰の場合は焼却灰の投入量、溶融助

剤の種類及び投入量を管理する。 
これら管理項目は、実際に処理する廃棄物と処理設備による試験を実施し設定するもので
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あるため、その試験記録を管理する必要がある。 
また、運転温度や投入量などは溶融処理設備の制御装置や監視装置で管理することが想定

されることから、その性能が確保されていることを示すための定期検査記録（または校正記

録）や、その定期検査記録が有効であること及び当該装置であることを証明するのに、処理

年月日及び装置 No.を補足的に管理する。これら運転パラメータを定義する処理マニュアル
を併せて管理し、作業施設や処理マニュアル等を限定するための補足データとしてキャンペ

ーンNo.を管理する。 
トレイ No.で上流側の分別作業に係るデータと、処理体 ID で下流側と関連を持たせる。
これらデータが一括して運転記録として管理される場合は、補足的に運転記録も管理するこ

ととする。 

【溶融処理データセット】 
! 主 項 目：運転温度、運転保持時間、難溶融物種類・投入量、溶融助剤

種類・投入量、無機廃棄物種類・投入量、アルミニウム投入

量、鉄系金属投入量、焼却灰投入量、溶融処理マニュアル（ID） 
! 補 足 項 目：定期検査記録（ID）、処理年月日、溶融装置 No.、キャンペ

ーンNo.、運転記録（ID） 
! リ ン ク 項 目：トレイNo.（上流）、処理体 ID（下流） 
! 確認方法決定項目：溶融処理試験記録（ID） 

最後に固型化処理記録等のうち一体となる充填で管理すべき項目は、固型化材の流動性と、

実際の注入操作に係るものに分けられる。このうち固型化材の流動性に係については、直接

測定により管理する場合と影響因子で管理する場合があり、ここでは後者で管理する場合を

想定する。固型化材料の練り混ぜ（⑦）で抽出した項目以外に、使用した水の種類（水道水、

上澄み水等）及び温度を管理する必要があるほか、練り混ぜ後の経過時間を確認するために、

練り混ぜ終了時刻（何時何分）を併せて管理する。また、細骨材の性能情報である粒径分布

と含水率は「細骨材受入データセット」で管理する細骨材試験成績書若しくは品質証明書に

記載される事項であるが、独立した数値として管理できる含水率については補足的に管理す

る。また、これらデータをキャンペーン No.で関連付ける。 

【セメント混練データセット（追加分）】 
! 主 項 目：水の種類、水温度、練り混ぜ終了時刻 

【細骨材受入データセット（追加分）】 
! 補 足 項 目：含水率 

また、実際の注入操作に該当する固型化処理の記録としては、固型化材料の注入速度、練

り混ぜ後の経過時間を確認するために固型化材料注入時刻（何時何分）を管理する必要があ

る。また、注入速度などは注入設備の制御装置で管理されることが想定されるため、その性

能が確保されていることを示すため定期検査記録（または校正記録）を、その定期検査記録
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が有効であることや当該装置であることを証明するのに、処理年月日及び装置 No.を補足的
に管理する。これら運転パラメータを定義する処理マニュアルを併せて管理し、作業施設や

処理マニュアル等を限定するための補足データとしてキャンペーン No.を管理する。なお、
これらデータが一括して運転記録として管理される場合は、補足的に運転記録も管理するこ

ととする。また、養生記録については、その個別データを管理するようなものはないため、

記録自体を管理することで対応する。リンクについては、処理体 IDで上流側、下流側の工
程と関連付けるとともに、「セメント混錬データセット」とは混練バッチ No.で関連を持た
せる。 
廃棄体確認方法を決定する際には、これら作業上の条件を設定した根拠等が必要となるた

め、そのような試験記録を併せて管理する必要がある。 
標準的製作方法では、容器 No.、原材料の量等について記録することとなっているが、こ
れらは既述のデータセットで全て管理されている。 

【セメント充填固化処理 D.S】 
! 主 項 目：固型化材料注入速度、固型化材料注入時刻、セメント充填処

理マニュアル（ID）、養生記録（ID） 
! 補 足 項 目：定期検査記録（ID）、処理年月日、充填装置 No.、キャンペ

ーンNo.、運転記録（ID） 
! リ ン ク 項 目：処理体 ID（上流、下流）、混練バッチNo.（下流） 
! 確認方法決定項目：充填固化処理試験記録（ID） 
 

⑨ 有害な空隙（均質・充填固化体） 
有害な空隙については、均質・均一固化体及び充填固化体両者ともに定められているが、

その確認方法は均質・均一固化体については廃棄体重量からの計算結果、透過γ線測定結果

及び超音波レベル計測定結果の 3種類が、充填固化体については養生記録が示されている。
廃棄体重量から算出する方法は充填固化体では廃棄物充填量が一定ではないこと、また、透

過γ線測定結果は廃棄物自体の放射能が高い場合、廃棄物から放射されるγ線と透過γ線の

分離が不可能なことなどから、廃棄物充填量の変動によらず、また放射線による影響が想定

されない超音波レベル計による測定を、均質及び充填固化体によらず適用するものとして検

討する。 
現状の確認事項としては、測定方法と測定記録、廃棄体番号、作業年月日となっている。

測定方法はそれを定めている測定マニュアルを管理することで対応可能であり、上部空隙高

さの測定値、処理体 ID、測定年月日と併せて管理する。またこれら項目が一括して測定記
録として管理される場合は、補足的に測定記録も管理することとする。なお、これらデータ

は廃棄体を特定するためのデータの関連付けがされていれば良いため、処理体 IDで下流側
のデータとリンクさせる。また、測定装置は施設間で共用されることが考えられるため、測

定した装置を特定するための装置 No.と測定装置の指示値の正確さを証明するための定期
検査記録（若しくは校正証明書）を補足的に管理する。 
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廃棄体確認方法を決定する際には、これら測定条件のほか、有害な空隙がないことの判断

基準等を設定した根拠が必要となるため、そのような試験記録を併せて管理する必要がある。 
なお、これらデータは全て「廃棄体空隙測定データセット」で管理されるものである。 

! 主 項 目：測定マニュアル（ID）、上部空隙高さ、処理体 ID、測定年月
日 

! 補 足 項 目：測定記録（ID）、定期検査記録（ID）、測定装置No.  
! リ ン ク 項 目：処理体 ID（下流） 
! 確認方法決定項目：上部空隙測定試験記録（ID） 
 

⑩ 放射能濃度（均質・充填固化体） 
放射能濃度の決定については、他の廃棄体確認項目と比較して必要となるデータが多岐に

渡り、またその相関が複雑であるため、別途それら相関関係や考え方などを整理しながら項

目を抽出することとする。 
現状、放射能濃度の放射化学分析以外の具体的な決定方法としては、非破壊測定、SF法、
平均放射能濃度法、理論計算法について認められている。SF法、平均放射能濃度法を採用
した場合は品質保証の観点から、適用した係数の許容範囲内に収まっていることを、抜き取

りによる実廃棄体の破壊分析により確認する可能性が否定できない。このため、分析の手間

を考慮しサンプリングの均一性を確保できる可能性の高い廃液や焼却灰については SF 法
を適用せずに貯槽単位で分析することを想定する。一方、サンプリングの均一性が確保でき

ない充填固化対象の雑固体については、SF法などの手法を適用する。なお、焼却灰の溶融
処理体については、溶湯サンプルの分析によることとする。 
これら放射化学分析による放射能濃度確認に必要なデータとして、焼却灰の溶融処理体と

均質固化体に分けて整理する。前者の溶融処理体については、付録 3 図 1 に示す通り、溶
融処理時のデータ「溶融処理データセット（サンプリング）」として、取得したサンプルが

溶湯内を代表するものであることを示すために必要と想定される項目とその根拠となる試

験記録を管理し、サンプルの分析結果と試料 No.で、廃棄体とは処理体 ID で関連付ける。
その試料の分析結果は、分析の妥当性を示すための関連データと併せて試料分析時に「試料

分析データセット」として管理する。 
続いて後者の均質固化体については、混練固化処理時のデータ「セメント、アスファルト、

プラスチック混練固化処理データセット」で投入された焼却灰や液体廃棄物を特定する情報

（焼却灰 ID、廃液バッチNo.）とその投入量及び廃棄体と関連付ける処理体 IDを管理する。
また、それら廃棄物から取得したサンプルの代表性を示すために必要な項目とその根拠とな

る試験記録と試料 No.をサンプリング作業に係る記録を「焼却灰サンプリングデータセッ
ト」、「廃液サンプリングデータセット」で管理し、焼却灰 ID及び廃液バッチ No.で関連付
ける。また、これらサンプリングデータセットとサンプルの分析結果は試料No.で関連付け
る。 
続いて SF法等が適用できるとした不燃物の充填固化体については、同一キャンペーン期

JAEA-Technology 2009-016

- 70 -



 

 

間内では一つの放射能濃度決定法（SFが同一となるもの）が採用できることから、一つの
キャンペーンで受入れた廃棄物の発生場所や発生時期を一括して管理することとする。この

場合、事前に廃棄物の発生場所や発生時期の条件に対応した放射能決定法（SF係数、平均
放射能濃度、理論計算係数等）、その決定方法の妥当性の根拠となる試験記録を「放射能決

定法定義データセット」及び「放射能決定係数定義データセット」で定義しておき、それと

廃棄物の発生施設、場所及び発生時期などの発生時（封入時）の廃棄物データを管理する「廃

棄物封入データセット」を比較することにより「キャンペーン定義データセット」で適用す

る放射能決定法などの情報を管理する。これらデータセットは、キャンペーン内に受入れた

廃棄物と製作した処理体をそれぞれ一括管理する「受入廃棄物管理データセット」、「製作処

理体管理データセット」と、適用放射能決定法 IDで関連付ける。加えて key核種の非破壊
測定結果とその妥当性を示す情報及び根拠となる試験記録を「非破壊測定データセット」で

管理する。溶融処理をした場合、ある特定の核種が気体中に移行し、設定した SFがそのま
ま使用できない可能性がある。このため、揮発性核種の処理体中への残存率を予め「核種残

存率定義データセット」に定義し、併せてその残存率を適用できることを証明するために必

要な関係情報を「溶融処理データセット」で管理する。核種の残存率は溶融装置及びその運

転条件に依存することが考えられるため、これらは溶融装置 No.で関連付る。 
これらに廃棄体の重量測定結果とその測定が妥当であることを示すための関連情報を管

理する「廃棄体重量測定データセット」を処理体 IDで関連付けることにより、廃棄体中の
放射能濃度を評価し、その評価結果を「処理体放射能濃度データセット」で管理する。 
なお、ある特定の廃棄体に含まれる廃棄物が、規定される期間に規定される施設・場所で

発生したものであることを示すことは、溶融、圧縮、収納、分別処理に係る各データセット

と処理体 ID及び廃棄物 IDの関連から示すことが可能である。 
現状の廃棄体確認では、最終的な放射能濃度だけではなくその値を導出する過程や、その

値自体の正当性などを全て確認することとなっている。このため付録 3 図 1 に示した項目
を管理する。 
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【検索条件入力】
　　廃棄体ID
　　放射能濃度
　　（メニュー選択）

処理体ID
焼却灰ID
廃棄物投入量
廃液バッチNo.

廃棄体ID
処理体ID

ﾗﾍﾞﾘﾝｸﾞDS

各混錬固化処理DS

試料No.
核種
放射能濃度
検出下限値
分析装置No.
分析年月日
分析マニュアル(ID)
分析記録(ID)
(分析装置)定期検査記録(ID)
第三者機関分析記録(ID)

試料分析DS焼却灰ID
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ年月日
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾟｲﾝﾄ
試料No.
攪拌装置No.
攪拌時間
攪拌速度
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ作業ﾏﾆｭｱﾙ(ID)
作業記録(ID)
(攪拌装置)定期検査記録(ID)
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ試験記録(ID)

焼却灰ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞDS

廃棄体放射
能濃度評価

処理体ID
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ年月日
（処理年月日）
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾟｲﾝﾄ
試料No.
溶融装置No.
運転温度
運転保持時間
溶融処理ﾏﾆｭｱﾙ(ID)
運転記録(ID)
定期検査記録(ID)
溶融処理試験記録(ID)
（ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ条件試験記録）

溶融処理DS（サンプリング）

廃液バッチNo.
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ年月日
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞﾎﾟｲﾝﾄ
試料No.
攪拌装置No.
攪拌時間
攪拌速度
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ作業ﾏﾆｭｱﾙ(ID)
作業記録(ID)
(攪拌装置)定期検査記録(ID)
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ試験記録(ID)

廃液ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞDS

処理体ID
核種
放射能濃度
検出下限値
測定装置No.
測定年月日
測定マニュアル(ID)
測定記録(ID)
(測定装置)定期検査記録(ID)
非破壊測定試験記録(ID)

非破壊測定DS

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝNo.
廃棄物ID

受入廃棄物管理DS

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝNo.
処理体ID

製作処理体管理DS

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝNo.
発生施設ID
発生場所ID
発生年月日（最古）
発生年月日（最新）
(適用する)放射能決定法(ID)

ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ定義DS

放射能決定法(ID)
適用可能発生施設ID
適用可能発生場所ID
適用可能発生年月日（起日）
適用可能発生年月日（終日）
核種別係数等一覧(ID)
決定法制定試験記録(ID)

放射能決定法定義DS

放射能決定法(ID)
核種
key核種
SF
平均放射能濃度値
理論計算係数

放射能決定係数定義DS

廃棄体放射
能濃度評価

処理体ID
重量
測定装置No.
測定年月日
測定記録(ID)
(測定装置)定期検査記録(ID)

廃棄体重量測定DS

廃棄物ID
発生施設ID
発生場所ID
封入年月日

廃棄物封入DS

記録対比
適用法評

処理体ID
トレイNo.

圧縮処理DS

処理体ID
トレイNo.

収納作業DS

処理体ID
溶融装置No.
トレイNo.
運転温度
運転保持時間
難溶融物種類・投入量
溶融助剤種類・投入量
無機廃棄物種類・投入量
ｱﾙﾐﾆｳﾑ投入量
鉄系金属投入量
溶融処理ﾏﾆｭｱﾙ(ID)
運転記録(ID)
定期検査記録(ID)
ｷｬﾝﾍﾟｰﾝNo.
処理年月日
溶融処理試験記録(ID)
（核種残存率試験記録）

溶融処理DS（焼却灰除く）

廃棄物ID
トレイNo.

分別作業DS

溶融装置No.
核種
残存率

核種残存率定義DS

廃棄物ID
発生施設ID
発生場所ID
封入年月日

廃棄物封入DS

処理体ID
核種
放射能濃度
評価年月日

処理体放射能濃度DS

【凡例】

：入力条件 ：データセット ：演算処理 ：データリンク ：データ出力

太字文字列：廃棄体確認に係るデータのうち直接確認の対象となる項目（主項目）

斜体文字列：廃棄体確認に係るデータのうち付随的に使用・確認される可能性のある項目（補足項目）

斜体下線文字列：廃棄体確認方法を決定するのに必要と考えられる項目（確認項目）

一重下線文字列：データ間のリンクを張る項目（リンク項目）

個別処理体別に含まれる
廃棄物の発生情報を抽出
する際のライン

放射化額分析による放射
能濃度決定のライン

SF法等による放射能濃度
決定のライン

付録 3図 1 放射能濃度確認に係るデータ項目とデータセットの相関
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⑪ 表面密度限度（均質・充填固化体） 
表面密度限度については、均質・均一固化体及び充填固化体両者ともに定められており、

その確認記録もほぼ同じであり、具体的な測定方法はスミヤ法としている。高線量の廃棄体

でも遠隔操作によるスミヤ測定が可能であるため、ここではスミヤ法を想定して抽出する。 
現状の確認項目としては、測定方法、測定装置、点検・校正記録、測定結果、測定年月日、

廃棄体番号、スミヤの採取方法及び採取箇所となっている。このうち測定方法、スミヤの採

取方法、採取箇所等についてはそれを定めた測定マニュアルで対応可能であり、実績として

採取箇所を示す記号が必要と考える。測定装置についてはそれを特定する測定装置No.、測
定結果としては法令上αとβγで区分して規制されているため、α及びβγ表面汚染密度に

それぞれの検出下限値が管理するデータとなる。なお、これらデータは廃棄体を特定するた

めの関連付けを処理体 IDで確保する。これら記録が一括して測定記録として管理される場
合は、補足的に測定記録も管理することとする。 
なお、表面汚染密度の測定方法は JIS に定められているため、廃棄体確認方法を決定す
るための特別な試験等の必要はないと考える。また、これらデータは全て「廃棄体表面汚染

密度測定データセット」で管理される。 

! 主 項 目：定期検査記録（ID）、測定年月日、処理体 ID、測定マニュア
ル（ID）、採取箇所記号、測定装置 No.、α表面汚染密度、
βγ表面汚染密度、α検出下限値、βγ検出下限値 

! 補 足 項 目：測定記録（ID）  
! リ ン ク 項 目：処理体 ID（下流） 
 

⑫ 健全性を損なう物質（均質・充填固化体） 
健全性を損なう物質については、均質・均一固化体及び充填固化体とも確認項目となって

いるが、前者（液体廃棄物）についてはその対象が危険物のみであるのに対して、後者につ

いては、危険物の他に可燃物、アルミ及び鉛などが挙げられている。前者については廃棄物

の発生工程や移送、廃棄物処理工程において当該物質が混入する可能性がないこと、万一混

入しても廃液処理で十分その影響が無視できるレベルとなること、加えて出入り管理、物品

の持ち込み管理等を実施している旨を説明することにより、当該物質の混入がないことを示

すのに対して、後者については分別作業や収納作業、溶融処理等において適切に除去・処理

されていることを説明することによって廃棄体への混入が無いこととしている。 
前者の証明方法は、混入の可能性のないことを説明する文書を作成することにより全ての

廃棄物に適用できることから、液体廃棄物の発生・処理に係るデータで新たに管理する必要

はないと思われる。但し、説明文書に記述した管理手法に偽りがないことを示すために、出

入り管理等を定めている各工程におけるマニュアルや、その上位規定である保安規定や作業

基準などをその証拠書類として補足的に管理する。これら文書は全体工程に及ぶものであり、

ここで検討しているデータ項目とは主旨の異なるデータである。このため、各作業、処理工

程に対応する保安規定、作業基準及び作業マニュアルと、それぞれの書類の有効期限、対象
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となる施設及び作業（処理）と併せて「規定類管理データセット」として管理する。 

【規定類管理データセット】 
! 補 足 項 目：保安規定（ID）、作業基準（ID）、作業マニュアル（ID）、有

効期限（開始）、有効期限（終了）、対象施設 ID、対象作業
ID 

続いて後者については、可能性は低いものの、まず発生段階での有害物質管理がなされて

いる場合を想定する。この場合は、廃棄体に含まれる廃棄物から各処理工程間で廃棄物自体

のトレースを確保し、発生時のデータを管理するだけで対応可能となる。発生時のデータと

しては、有害物質の有無、種類及び量と、何を有害物質として定義しているか、どのように

分別するかなどの基準を定めている発生廃棄物の封入マニュアルを併せて「廃棄物封入デー

タセット」として管理する。 

【廃棄物封入データセット】 
! 主 項 目：有害物質含有フラグ、含有有害物質種類 ID、有害物質の量、

封入マニュアル（ID） 
! リ ン ク 項 目：廃棄物 ID（下流） 

発電所廃棄物の廃棄体確認方法と同じく、発生段階で有害物質が含まれていると想定され

る場合は、加熱処理（焼却、溶融等）によって対応可能なものはその処理によって、対応不

可のものは分別作業によって存在しないことを示すこととなる。このためには、⑧で示した

「分別作業 D.S」で管理するデータ以外に、分別したトレイごとにその廃棄物の種別を管理
する必要がある。このトレイは一つの廃棄物容器から複数個発生するため、分別作業時に記

録されるデータではあるが、「分別作業データセット」とは別個の「トレイ廃棄物データセ

ット」として分別した廃棄物の種類、重量、含有有害物質の種類を管理する。また、これら

データは廃棄物 ID及びトレイNo.で「廃棄物管理データセット」及び「分別作業データセ
ット」と関連付け、施設等の情報を明確にするため補足的にキャンペーン No.を管理する。
また、間接的に分別した有害物質が容器に封入され保管管理されていることを示すために、

新たに番号付けした廃棄物 IDを記録する。なお本記録により、戻し廃棄物の履歴も併せて
管理可能となる。 

【トレイ廃棄物データセット】 
! 主 項 目：廃棄物種類 ID、含有有害物質種類 ID、廃棄物重量 
! 補 足 項 目：キャンペーン No.、新廃棄物 ID  
! リ ン ク 項 目：廃棄物 ID（上流）、トレイNo.（下流） 

分別された廃棄物のうち、焼却処理により有害物質が分解されることを示すものについて

は、焼却処理時に管理する項目として焼却温度とその保持時間（置燃時間）があげられ、こ

のほかにバッチ運転の場合は廃棄物の堆積による未燃箇所の存在を防止するため投入間隔

や投入制限重量などが想定される。また、処理したトレイNo.で「トレイ廃棄物データセッ
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ト」と関連付け、処理後の焼却灰との関連は焼却灰 IDで確保する。分解に必要な温度等の
運転条件を規定する処理マニュアルと、その運転条件を設定した際の試験記録を併せて管理

する。なお、焼却温度、投入間隔などは焼却処理設備の制御装置で管理されることが想定さ

れるため、その性能が確保されていることを示すため、補足的に定期検査記録（または校正

記録）を管理する。これと併せて、その定期検査記録が有効であることや当該装置であるこ

とを証明するのに処理年月日及び装置 No.を、作業施設や作業マニュアル等を限定するため
にキャンペーン No.を、これらデータが一括して運転記録として管理される場合は運転記録
を補足的に管理する。 
なお、これらのデータは全て「焼却処理データセット」で管理する。 

【焼却処理データセット】 
! 主 項 目：焼却温度、保持時間、投入間隔、投入制限重量、焼却処理マ

ニュアル（ID） 
! 補 足 項 目：定期検査記録（ID）、処理年月日、焼却装置 No.、キャンペ

ーンNo.、運転記録（ID） 
! リ ン ク 項 目：トレイNo.（上流）、焼却灰 ID（下流） 
! 確認方法決定項目：焼却処理試験記録（ID） 

また、溶融処理については、「⑧溶融処理 D.S」で抽出した項目以外には、ここで新たに
抽出する項目はない。 

 
⑬ 耐埋設荷重（均質・充填固化体） 

耐埋設荷重については、均質・均一固化体及び充填固化体とも確認項目となっており、前

者については使用した容器で性能を保証することから、容器自体の性能証明と、容器の適切

な補修記録を管理することとしている。現状の廃棄体確認では②で示したとおり、使用する

容器が十分な強度を有することを確認することとなっているため、必要となるデータは「②

容器」の項目と同じである。また、容器の補修作業については、定常的な作業とは考えられ

ないため、データベース上での個別データの登録管理にはそぐわないことから、補修記録や

使用した金属板及び接着剤の品質について照明する記録を関連付けて管理する。このため

「補修作業データセット」として、補修作業記録 ID、補修金属板の納入記録 ID 及び品質
証明書 ID、接着剤の納入記録 ID及び品質証明書 IDを、また、使用する材料の基準や補修
手順を定めた作業マニュアルについても併せて管理する。また本データセットは廃棄体 ID
により関連付け、廃棄体確認方法を決定するために、これら条件等を設定した根拠となる試

験記録を併せて管理する必要がある。 

【補修作業データセット】 
! 主 項 目：補修作業記録（ID）、補修金属納入記録（ID）、同品質証明書

（ID）、接着剤納入記録（ID）、同品質証明書（ID）、作業マ
ニュアル（ID） 
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! リ ン ク 項 目：廃棄体 ID（上流） 
! 確認方法決定項目：補修試験記録（ID） 

充填固化体の耐埋設荷重についても、上記保証方法で十分満足することから、現状の発電

所廃棄物で実施している固化体自体で性能を保証する方法については、ここでは採用しない

こととする。 
 

⑭ 固型化後の経過期間（均質固化体）、廃棄物発生後の経過期間（充填固化体） 
これら確認事項は、最終的な廃棄体とその廃棄体の固型化処理の記録及び廃棄体に含まれ

る廃棄物の発生記録を関連付け、それぞれの記録として管理されている年月日情報を確認す

ることになる。リンク項目としては、廃棄体を特定するための処理体 IDから発生段階まで
の廃棄物のトレースを確保するための全ての項目であるが、これまでの検討で抽出されたも

ので対応可能であり新たに管理する項目はない。 
 

⑮ 表面線量当量率（均質固化体、充填固化体） 
表面線量当量率については、廃棄体そのものの測定結果で対応することとなる。現状の確

認項目は測定年月日、測定値、測定対象廃棄体となっている。なお測定値としては、中性子

線とγ線の２種類の個別の測定結果が存在することから、これらの表面線量当量率とそれぞ

れの検出下限値を記録として管理する。また、測定器を特定するため測定器 No.と、その指
示値の正確性を証明するために測定器の定期検査記録（若しくは校正記録）を補足的に管理

する。これらデータは処理体 IDで廃棄体との関連付けをし、これら記録が一括して測定記
録として管理される場合は、補足的に測定記録も管理する。 
表面線量当量率の測定方法は特段試験等を実施し、その測定方法を規定する必要はないた

め、マニュアルやそのための試験記録等は不要と考える。 
なお、これらデータは全て「廃棄体表面線量当量率測定データセット」で管理する。 

【廃棄体表面線量当量率測定データセット】 
! 主 項 目：測定年月日、処理体 ID、表面線量当量率（中性子線）、表面

線量当量率（γ線）、中性子線検出下限値、γ線検出下限値 
! 補 足 項 目：測定装置 No.、定期検査記録（ID）、測定記録（ID）  
! リ ン ク 項 目：処理体 ID 

以上①～⑮で抽出した項目について整理したものを登録データ仕様と併せて付録 3表 1に示
す。なお、これら抽出した項目にて、最終的な廃棄体の管理番号からそれぞれの廃棄体確認に

必要な情報が抽出できるようにするため、廃棄体番号と処理体 ID を関連付ける「ラベリング
データセット」を全ての確認項目で管理することにより、抽出した全てのデータが関連付けら

れることとなる。 
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2. 放射性廃棄物の原則からのデータ項目の抽出 
① 廃棄体確認申請及び廃棄体輸送 

現行法令における廃棄体確認申請は廃棄物埋設事業者が行うこととなっているが、実際に

は廃棄体確認に必要なデータ及びそれらデータに基づく説明資料等は全て発生事業者で準

備している。前章で抽出した項目はこの説明資料等を作成するために必要なデータや証拠と

なる記録であり、機構でもそれらに基づき説明資料等を作成することとなる。機構では廃棄

物の発生者として責任をもって、説明資料やその他廃棄体確認申請時に使用した資料はその

許可書と関連付けて管理する必要があると考えられる。これら登録された資料を取り出す際

の検索のキーワードとしては、日付情報や処分施設情報などが考えられ、どの確認に係るか

を特定するために確認 No.と、詳細な廃棄物データと関連付けるために廃棄体番号を管理す
る。よって「廃棄体確認申請データセット」として以下の項目を管理する。 

【廃棄体確認申請データセット】 
! 主 項 目：申請書（ID）、許可書（ID）、説明資料（ID）、補足資料（ID） 
! 補 足 項 目：申請年月日、許可年月日、払出処分施設 
! リ ン ク 項 目：廃棄体番号、確認 No. 

また、廃棄体は最終的に処分施設まで輸送し処分事業者の受入確認に合格して初めてその

管理が処分側に移ると考えられるため、この輸送に係るデータも併せて本システムにて管理

する必要がある。輸送に当たっては海上輸送と陸上輸送の違いによって主務省庁が異なるが、

確認内容は輸送物及び輸送方法であり、加えて公安当局に届出をする必要がある。輸送物及

び輸送方法の確認に当たっては、法令で定められる各種の説明書を作成する必要があるとと

もに、輸送容器については別途容器承認に係る資料が必要とされる場合もある。よって輸送

物及び輸送方法の確認申請に係る資料と輸送容器承認に係る資料及び公安当局へ提出する

輸送計画書が管理するものとなる。また、これら登録された資料を取り出す際の検索のキー

ワードとしては、日付情報や処分施設情報、輸送期間、輸送船・車輌種類などが考えられ、

輸送を特定するための輸送 No.と、詳細な廃棄物データと関連付けるための廃棄体 IDを管
理する。よって「廃棄体輸送データセット」として以下の項目を管理する。 

【廃棄体輸送データセット】 
! 主 項 目：確認申請書（ID）、説明資料（ID）、補足資料（ID）、運搬確

認証（ID）、公安当局届出書（ID） 
! 補 足 項 目：申請年月日、許可年月日、払出処分施設、輸送船・車輌、輸

送期間 
! リ ン ク 項 目：廃棄体 ID、輸送No. 
 

② 他事業者からの廃棄物受入 
産業廃棄物のマニフェスト制度によれば、異なる事業者の廃棄物由来であっても、廃棄体

の発生者としての機構は、その払出す廃棄体に対する責任を有している。機構は他者の廃棄
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物の廃棄体化処理を受託することが可能とされており、そのような状況にも対応するために

は、そもそもの発生時の情報「廃棄物封入データセット」として、その廃棄物の帰属や性状

を含めた受入廃棄物の情報を管理する必要がある。 
「廃棄物封入データセット」として追加的に管理すべき項目は、TECDOC-1222を参考に

すると、主項目として発生事業所（機関）、廃棄物性状、質量、容器形態、廃棄物区分、核種

ID及び放射能量、表面線量当量率、表面汚染密度を管理し、補足的な情報として受け入れに
係る情報の輸送荷姿 ID、受入年月日、それら情報が記録されている発生事業者から提出され
た受入廃棄物の品質証明記録などを管理する。 

! 主 項 目：発生事業所（機関）、廃棄物性状、質量、容器形態、廃棄物区分、

核種 ID及び放射能量、表面線量当量率（n）、表面線量当量率（γ）、
表面汚染密度（α）、表面汚染密度（βγ） 

! 補 足 項 目：輸送荷姿 ID、受入年月日、受入廃棄物の品質証明記録 ID 
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付
録

3
表

1（
2/

44
）
 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
①
固
型
化
材
料
（

2/
2）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
納
入
記
録
（
ID
）

○
23

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
プ
原

-
納

-
20

0
7
0
4
0
1
-
11

2
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
試
験
成
績
書
（
ID
）

○
23

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
プ
原

-
材

-
20

0
7
0
4
0
1
-
11

3
受
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
受
入
量

○
㎏

4
0～

9
9
9
9

機
構
内
に
お
け
る
固
型
化
材
の
受
入
実
績
は
約

3
2
0
0㎏
で
あ
り
、
そ
の
受
入
量
を

参
考
に
桁
数
を
設
定
し
た
。

5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「受
入
年
度
」-
「処
理
施
設

ID
」
-「
通
し
番
号
」

例
）2

0
0
7
-Ａ
Ａ

1-
99

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を

行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o.
に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追

加
し
て
設
定
。

6
固
型
化
性
能
試
験
記
録
（
ID
）

○
14

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）
」

例
）A

A
1-
セ
原

-実
-
9
9

1
,2
と
同
様

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（受
入
毎
）

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数
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付
録

3
表

1（
3/

44
）
 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
②
容
器
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
納
入
記
録
（
ID
）

○
2
3
「
処
理
施
設

ID
」
-「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-容

-
納

-
20

0
7
0
4
0
1
-1

1

2
品
質
証
明
書
（I

D
）

○
2
3
「
処
理
施
設

ID
」
-「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-容

-
品

-
20

0
7
0
4
0
1
-1

1

3
容
器
試
験
成
績
書
（
ID
）

○
2
3
「
処
理
施
設

ID
」
-「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-容

-
材

-
20

0
7
0
4
0
1
-1

1

4
受
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

5
容
器

N
o.

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-「
年
度
」-
「容
器
識
別
記
号
」-
「通
し

番
号
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-2

0
0
7
-ド

-9
9
9
9

容
器

N
o
.か
ら
受
入
施
設
、
受
入
れ
年
度
、
容
器
種
類
が
確
認
で
き
る

ID
に
設
定
し

た
。

6
容
器
性
能
試
験
記
録
（
ID
）

○
1
4
「
処
理
施
設

ID
」
-「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）
」

例
）A

A
1
-ア
原

-実
-9

9
1
,2

,3
と
同
様

容
器
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
容
器
一
体
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数
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付
録

3
表

1（
4/

44
）
 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
③
一
軸
圧
縮
強
度
（

1/
2）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
超
音
波
伝
播
速
度

○
m

/
se

c
6

例
）3

.5
8
Ｅ

3

2
一
軸
圧
縮
強
度

○
Ｋ
ｐ
ａ

6
例
）1

.9
5
Ｅ

3

3
測
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
（I

D
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
一
軸

-
1-
マ

-1
1

4
測
定
記
録
（
ID
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「測
定
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
一
軸

-
1-
測

-
20

0
7
0
4
0
1
-
11

5
測
定
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

6
測
定
装
置

N
o.

○
2

1～
99

想
定
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と
設
定
し
た
。

7
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
一
軸

-
1-
定

-
20

0
7
0
4
0
1
-
11

3
,4
と
同
様

8
処
理
体

ID
○

1
8
「処
理
年
度
」-
「処
理
施
設

ID
」
-「
処
理
記
号
」
-「
通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7
-A

A
1-
セ
混

-
99

99

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

9
超
音
波
伝
播
速
度
試
験
記
録

ID
○

16
「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
一
軸

-
1-
実

-
11

3
,4
と
同
様

原
子
力
機
構
内
で
実
施
し
た
超
音
波
伝
播
速
度
法
に
よ
る
圧
縮
強
度
測
定
に
係

る
技
術
検
討
試
験
の
測
定
結
果
を
参
考
に
設
定
し
た
。

一
軸
圧
縮
強
度
測
定
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体
一
体
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数
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付
録

3
表

1（
5/

44
）
 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
③
一
軸
圧
縮
強
度
（

2/
2）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
水
投
入
量

○
㎏

4.
2

0～
9
9
.9

9

2
セ
メ
ン
ト
投
入
量

○
㎏

5.
2

0～
99

9.
9
9

3
混
練
固
化
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
セ
混

-1
-マ

-
11

4
運
転
記
録
（
ID
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
セ
混

-1
-運

-
20

0
7
0
4
0
1
-
11

5
固
型
化
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

6
処
理
施
設

ID
○

3
Ａ

1～
Ｚ
Ｚ

1
既
存
の
処
理
施
設
数
に
裕
度
を
加
え
た
桁
数
を
設
定
し
た
。

7
混
練
固
化
装
置

N
o.

○
2

1～
99

装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と

設
定
し
た
。

8
廃
液
バ
ッ
チ

N
o.

○
20

「発
生
事
業
所

ID
」
-「
発
生
施
設

ID
」
-「
発
生
場
所

ID
」

-「
貯
蔵
施
設

ID
」
-
「受
入
年
度
」
-「
通
し
番
号
」

例
）1

1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-
99

9
-2

0
0
7-

99
管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

9
焼
却
灰

ID
○

1
8
「処
理
年
度
」-
「処
理
施
設

ID
」
-「
処
理
記
号
」
-「
通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7
-Ａ
Ａ

1-
焼

-9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
0
廃
棄
物
投
入
量

○
㎏

5,
2

0～
99

9.
9
9

1
1
混
和
材
投
入
量

○
㎏

4,
2

0～
9
9
.9

9

1
2
練
り
混
ぜ
回
転
数

○
rp

m
3

0～
99

9

1
3
練
り
混
ぜ
時
間

○
m

in
2

0～
99

1
4
養
生
期
間

○
h
r

2
1～

9
9

固
型
化
材
料
等
が
凝
結
す
る
時
間
は
室
温
で
約

1
2～

1
5
時
間
よ
り
設
定
。

1
5
ブ
リ
ー
ジ
ン
グ
水
の
有
無

○
2

有
ｏ
ｒ無

有
無
が
確
認
で
き
る
設
定
と
し
た
。

1
6
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
セ
混

-1
-定

-
20

0
7
0
4
0
1
-
11

3
,4
と
同
様

1
7
処
理
体

ID
○

1
8
「処
理
年
度
」-
「処
理
施
設

ID
」
-「
処
理
記
号
」
-「
通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7
-Ａ
Ａ

1
-セ
混

-
99

99
9
と
同
様

1
8
セ
メ
ン
ト
混
練
固
化
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
セ
混

-1
-実

-1
1

3
,4
と
同
様

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

原
子
力
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
に
お
い
て
、
水
の
投

入
量
が
最
大
約

5
5
㎏
、
セ
メ
ン
ト
投
入
量
が
最
大
約

16
0
㎏
で
あ
っ
た
。
そ
の
投
入

量
を
参
考
に
桁
数
を
設
定
し
た
。

セ
メ
ン
ト
混
練
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（処
理
体

1体
毎
）

原
子
力
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
に
お
い
て
、
廃
液
の

投
入
量
が
最
大
約

17
0
㎏
、
混
和
材
の
投
入
量
が
最
大
約

12
㎏
で
あ
っ
た
。
ま
た
、

回
転
数
は

26
0r

p
m
、
混
錬
時
間
を

5
m

in
と
し
て
検
討
を
行
っ
た
。
技
術
検
討
の
数

値
を
参
考
に
桁
数
を
設
定
し
た
。
練
り
混
ぜ
時
間
に
つ
い
て
は
、
裕
度
を
持
た
せ

て
、
二
桁
と
し
た
。
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付
録

3
表

1（
6/

44
）
 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
④
配
合
比
（

1/
3）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
投
入
量

○
5
,2

0
～

9
9
9.

99
機
構
内
で
の
運
転
実
績
か
ら
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
の
投
入
量
は
最
大
約

12
0
で
あ
っ
た
。

実
績
を
を
参
考
に
桁
数
を
設
定
し
た
。

2
固
型
化
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-
マ

-
11

3
運
転
記
録
（
ID
）

○
2
5
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-運

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
11

4
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
2
5
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
11

5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
1
1
「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-Ａ
Ａ

1
-
99

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

6
処
理
体

ID
○

1
8
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
：
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

7
容
器

N
o

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
年
度
」
-
「
容
器
識
別
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
2
0
0
7-
ド

-
9
9
9
9

受
入
施
設
、
受
入
れ
年
度
、
容
器
種
類
が
分
か
る

ID
に
設
定
し
た
。

8
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
混
練
試
験
記
録
（
ID
）

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-
実

-
11

2
,3

,4
と
同
様

1
廃
棄
体
重
量

○
㎏

4
.1

0
～

9
9
9.

9
電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

2
処
理
体

ID
○

1
8
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
収

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
比
重

○
ｇ
/
ｃ

4
,3

0
～

9.
9
9
9

一
般
的
な
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
（
P

V
C
、
エ
ポ
キ
シ
等
）
の
比
重
を
参
考
に
設
定
。

2
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
1
1
「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-Ａ
Ａ

1
-
99

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行

う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追
加

し
て
設
定
。

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

廃
棄
体
重
量
測
定
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体

1
体
毎
）

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
混
練
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体

1
体
毎
）
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付
録

3
表

1（
7/

44
）
 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
④
配
合
比
（

2/
3）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
投
入
量

○
4.

1
0
～

9
9
9
.9

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
固
化
運
転
実
績
か
ら
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
の
投
入
量
は
最
大
約

35
0
で

あ
っ
た
。
実
績
を
参
考
に
桁
数
を
設
定
し
た
。

2
固
型
化
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-
1
-
マ

-
11

3
運
転
記
録
（
ID
）

○
2
5
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-
1
-
運

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
11

4
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
2
5
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-
1
-
定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
11

5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
1
1
「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
99

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

6
処
理
体

ID
○

1
8
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
：
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

7
容
器

N
o

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
年
度
」
-
「
容
器
識
別
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
2
0
0
7
-
ド

-
9
9
9
9

受
入
施
設
、
受
入
れ
年
度
、
容
器
種
類
が
分
か
る

ID
に
設
定
し
た
。

8
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
混
練
試
験
記
録
（
ID
）

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-
1
-
実

-
1
1

2
,3

,4
と
同
様

1
廃
棄
体
重
量

○
㎏

4.
1

0
～

9
9
9
.9

電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

2
処
理
体

ID
○

1
8
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
収

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
比
重

○
ｇ
/
ｃ

4,
3

0
～

9
.9

9
9

原
子
力
機
構
の
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
受
入
実
績
（
比
重
約

1
.0

2
）
を
参
考
に
設
定
。

2
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
1
1
「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
99

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行

う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追
加

し
て
設
定
。

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
混
練
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体

1
体
毎
）

廃
棄
体
重
量
測
定
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体

1
体
毎
）

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数
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付
録

3
表

1（
8/

44
）
 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
④
配
合
比
（

3/
3）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
比
重

○
㎏

/
3
,2

0
～

9
.9

9
原
子
力
機
構
の
エ
ポ
キ
シ
樹
脂
受
入
実
績
（
比
重
（
最
大

1
.1

6
（㎏

/
）
）
を
参
考
に

設
定
。

2
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行

う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追
加

し
て
設
定
。

1
容
器
重
量

○
2

27
㎏
（
Ｊ
ＩＳ
Ｚ

1
6
0
0
）

Ｊ
ＩＳ
Ｚ

1
6
0
0
の

2
0
0
ド
ラ
ム
缶
の
重
量
よ
り
桁
数
を
設
定
。

2
容
器

N
o

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
年
度
」
-「
容
器
識
別
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
2
0
0
7
-
ド

-
9
9
9
9

受
入
施
設
、
受
入
れ
年
度
、
容
器
種
類
が
分
か
る

ID
に
設
定
し
た
。

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
）

容
器
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
容
器
毎
）

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数
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付
録

3
表

1（
9/

44
）
 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑤
硬
さ
値
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
責
任
者
氏
名

○
20

○
○
○
○
（
姓
）
＿
○
○
○
○
（
名
）

存
在
す
る
と
考
え
ら
れ
る
姓
が

4文
字
、
名
が

4
文
字
と
、
そ
の
間
に
ス
ペ
ー
ス
を
入

れ
て
の
桁
数
（
18
桁
）
を
基
に
設
定
。

2
硬
さ
値

○
2

0
～

99
通
達
の
基
準
が

25
以
上
と
な
っ
て
お
り
、
有
効
桁
数
が

2
桁
で
あ
る
た
め
、

2
桁
に
設

定
す
る
。

3
測
定
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
測
定
時
の
温
度

○
℃

2
例
）
2
5℃

一
般
的
な
温
度
計
の
測
定
限
界
値
を
参
考
に
設
定
。

5
測
定
時
の
湿
度

○
％

2
例
）
5
0％

一
般
的
な
湿
度
計
の
測
定
限
界
値
を
参
考
に
設
定
。

6
測
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
硬

-
1
-
マ

-
1
1

7
測
定
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「
測
定
年
月
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
硬

-
1
-
測

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

8
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
硬

-
1
-
定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

9
処
理
体

ID
○

○
18

「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
：
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
0
硬
さ
値
測
定
試
験
記
録
（I

D
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
硬

-
1
-
実

-
1
1

5
,6

,7
と
同
様

硬
さ
値
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体
一
体
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由
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付
録

3
表

1（
10

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑥
練
り
混
ぜ
・
混
合
（

1/
5）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
処
理
体

ID
○

○
1
8
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
00

7
-
Ａ
Ａ

1
-
セ
混

-
99

9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
セ
メ
ン
ト
投
入
量

○
㎏

5,
2

0
～

9
99

.9
9

3
廃
棄
物
投
入
量

○
㎏

5,
2

0
～

9
99

.9
9

4
混
和
材
投
入
量

○
㎏

4,
2

0
～

9
9
.9

9

5
水
投
入
量

○
㎏

4,
2

0
～

9
9
.9

9

6
練
り
混
ぜ
回
転
数

○
rp

m
3

0
～

9
99

7
練
り
混
ぜ
時
間

○
m

in
2

0
～

9
9

8
混
練
固
化
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
混

-
1
-
マ

-
11

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

9
固
型
化
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

1
0
焼
却
灰

ID
○

1
8
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
00

7
-
Ａ
Ａ

1
-
焼

-
99

9
9

処
理
体
（
焼
却
灰
）
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容

を
確
認
可
能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
1
廃
液
バ
ッ
チ

N
o
.

○
2
0
「
発
生
事
業
所

ID
」
-
「
発
生
施
設

ID
」
-
「
発
生
場
所

ID
」

-
「
貯
蔵
施
設

ID
」
-
「
受
入
年
度
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
1
1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-
99

9
-
20

0
7
-
99

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

1
2
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
1
1
「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
00

7
-
Ａ
Ａ

1
-
99

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

1
3
運
転
記
録
（
ID
）

○
2
5
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
混

-
1
-運

-
20

0
70

40
1
-
11

10
と
同
様

1
4
混
練
固
化
装
置

N
o
.

○
2

1
～

9
9

想
定
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と
設
定
し
た
。

1
5
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
2
5
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
混

-
1
-定

-
20

0
70

40
1
-
11

1
6
セ
メ
ン
ト
混
練
固
化
試
験
記
録
（
ID
）

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
混

-
1
-
実

-
11

10
と
同
様

原
子
力
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
結
果
を
参
考
に
設

定
し
た
。
（
③
一
軸
圧
縮
強
度
の
同
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
と
同
様
）

セ
メ
ン
ト
混
錬
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
混
練
固
化
体

1
体
毎
）項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由
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付
録

3
表

1（
11

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑥
練
り
混
ぜ
・
混
合
（

2/
5）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
処
理
体

ID
○

○
18

「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
：
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
廃
棄
物
投
入
量

○
㎏

4
.1

0
～

9
9
9
.9

3
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
投
入
量

○
5
.2

0
～

9
9
9
.9

9

4
開
始
剤
投
入
量

○
　

3
.2

0
～

9
.9

9

5
促
進
剤
投
入
量

○
　

3
.2

0
～

9
.9

9

6
練
り
混
ぜ
時
間

○
ｍ
ｉｎ

3
0
～

9
9
9

7
練
り
混
ぜ
回
転
数

○
ｒｐ
ｍ

3
0
～

9
9
9

8
混
練
固
化
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-1
-
マ

-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

9
固
型
化
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

1
0
廃
液
バ
ッ
チ

N
o

○
20

「
発
生
事
業
所

ID
」
-
「
発
生
施
設

ID
」
-
「
発
生
場
所

ID
」

-
「
貯
蔵
施
設

ID
」
-
「
受
入
年
度
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
1
1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-9

9
9
-
2
0
0
7
-
9
9

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

1
1
運
転
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-
運

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

8
と
同
等

1
2
混
練
固
化
装
置

N
o
.

○
2

1
～

99
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と

設
定
し
た
。

1
3
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-
定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

8
と
同
様

1
4
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

1
5
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
混
練
固
化
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-実

-
1
1

8
と
同
様

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
混
錬
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
固
化
体

1
体
毎
）

原
子
力
機
構
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
固
化
運
転
実
績
の
最
大
値
（
廃
棄
物
の
投
入
量
：

1
8
7
.0
㎏
、
固
化
剤
の
投
入
量
：
1
2
2
.0

0
、
開
始
剤
の
投
入
量
：
1
.7

5
、
促
進
剤
の

投
入
量
：
3
.2

0
、
練
り
混
ぜ
時
間
：
約

20
ｍ
ｉｎ
、
練
り
混
ぜ
回
転
数
：
1
2
0
rp

m
）
を
参

考
に
桁
数
を
設
定
し
た
。
練
り
混
ぜ
時
間
に
つ
い
て
は
、
裕
度
を
持
た
せ
て
、

3
桁
と

し
た
。

原
子
力
機
構
の
プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
固
化
運
転
実
績
の
最
大
値
（
廃
棄
物
の
投
入
量
：

1
8
7
.0
㎏
、
固
化
剤
の
投
入
量
：
1
2
2
.0

0
、
開
始
剤
の
投
入
量
：
1
.7

5
、
促
進
剤
の

投
入
量
：
3
.2

0
、
練
り
混
ぜ
時
間
：
約

20
ｍ
ｉｎ
、
練
り
混
ぜ
回
転
数
：
1
2
0
rp

m
）
を
参

考
に
桁
数
を
設
定
し
た
。
練
り
混
ぜ
時
間
に
つ
い
て
は
、
裕
度
を
持
た
せ
て
、

3
桁
と

し
た
。

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由
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付
録

3
表

1（
12

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑥
練
り
混
ぜ
・
混
合
（

3/
5）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
処
理
体

ID
○

○
18

「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
：
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
廃
棄
物
投
入
量

○
3

0
～

9
9
9

3
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
投
入
量

○
3

0
～

9
9
9

4
廃
棄
物
等
の
供
給
速
度

○
/
h

3
.1

0
～

9
9.

9

5
練
り
混
ぜ
温
度

○
℃

3
0
～

9
9
9

6
練
り
混
ぜ
回
転
数

○
ｒｐ
ｍ

3
0
～

9
9
9

7
混
練
固
化
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-1
-
マ

-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

8
固
型
化
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

9
廃
液
バ
ッ
チ

N
o
.

○
20

「
発
生
事
業
所

ID
」
-
「
発
生
施
設

ID
」
-
「
発
生
場
所

ID
」

-
「
貯
蔵
施
設

ID
」
-
「
受
入
年
度
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
1
1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-9

9
9
-
2
0
0
7
-
9
9

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

1
0
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

1
1
運
転
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-
1
-
運

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

7
と
同
様

1
2
混
練
固
化
装
置

N
o
.

○
2

1
～

99
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と

設
定
し
た
。

1
3
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-
1
-
定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

1
4
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
混
練
固
化
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-1
-
実

-
1
1

原
子
力
機
構
の
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
固
化
運
転
実
績
の
最
大
値
（
廃
棄
物
の
投
入
量
：
約

6
0
0
、
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
の
投
入
量
：
約

3
5
0
、
廃
棄
物
の
供
給
速
度
：
約

70
.0

/
ｈ
、

練
り
混
ぜ
温
度
：
約

2
5
0
℃
、
練
り
混
ぜ
回
転
数
：
2
7
5
ｒｐ
ｍ
）
を
参
考
に
桁
数
を
設

定
し
た
。

7
と
同
様

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
混
錬
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
固
化
体

1
体
毎
）

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由
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付
録

3
表

1（
13

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑥
練
り
混
ぜ
・
混
合
（

4/
5）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
納
入
記
録
（
ID
）

○
23

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
混
原

-
納

-2
0
0
7
0
4
0
1
-
11

2
混
和
材
試
験
成
績
書
（
ID
）

（
混
和
材
品
質
保
証
書
（I

D
））

○
23

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
混
原

-
材

-2
0
0
7
0
4
0
1
-
11

3
受
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
受
入
量

○
3,

1
0～

9
9.

9
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
の
中
で
、
、
添
加
剤
サ
イ
ロ

の
容
量
を

0
.1
と
し
て
設
定
し
た
。
そ
の
数
値
を
参
考
に
す
る
と
も
に
、

1
桁
裕
度
を

持
た
せ
た
桁
数
と
し
て
設
定
し
た
。

5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「受
入
年
度
」-
「処
理
施
設

ID
」
-「
通
し
番
号
」

例
）2

0
0
7
-Ａ
Ａ

1-
99

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行

う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o.
に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追
加

し
て
設
定
。

1
納
入
記
録
（
ID
）

○
23

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
混
原

-
納

-2
0
0
7
0
4
0
1
-
11

2
開
始
剤
試
験
成
績
書
（
ID
）

（
開
始
剤
品
質
保
証
書
（I

D
））

○
23

「処
理
施
設

ID
」-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-「
受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
混
原

-
材

-2
0
0
7
0
4
0
1
-
11

3
受
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
受
入
量

○
3,

1
0～

9
9.

9
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
の
中
で
、
、
添
加
剤
サ
イ
ロ

の
容
量
を

0
.1
と
し
て
設
定
し
た
。
そ
の
数
値
を
参
考
に
す
る
と
も
に
、

1
桁
裕
度
を

持
た
せ
た
桁
数
と
し
て
設
定
し
た
。

5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「受
入
年
度
」-
「処
理
施
設

ID
」
-「
通
し
番
号
」

例
）2

0
0
7
-Ａ
Ａ

1-
99

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行

う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o.
に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追
加

し
て
設
定
。

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例

混
和
材
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（受
入
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

開
始
剤
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（受
入
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。
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付
録

3
表

1（
14

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑥
練
り
混
ぜ
・
混
合
（

5/
5）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
納
入
記
録
（
ID
）

○
23

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
混
原

-
納

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

2
促
進
剤
試
験
成
績
書
（
ID
）

（
促
進
剤
品
質
保
証
書
（
ID
）
）

○
23

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
混
原

-材
-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

3
受
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
受
入
量

○
3
,1

0
～

9
9.

9
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
の
中
で
、
、
添
加
剤
サ
イ
ロ

の
容
量
を

0
.1
と
し
て
設
定
し
た
。
そ
の
数
値
を
参
考
に
す
る
と
も
に
、

1
桁
裕
度
を

持
た
せ
た
桁
数
と
し
て
設
定
し
た
。

5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行

う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追
加

し
て
設
定
。

促
進
剤
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
受
入
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例
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付
録

3
表

1（
15

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑦
固
型
化
材
料
の
練
り
混
ぜ
（

1/
3）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
セ
メ
ン
ト
投
入
量
（
粉
体
）

○
4
.1

0
～

9
9
9
.9

2
水
投
入
量

○
4
.1

0
～

9
9
9
.9

3
細
骨
材
投
入
量

○
4
.1

0
～

9
9
9
.9

4
混
和
材
投
入
量

○
3
,1

0
.1
～

9
9
.9

5
練
り
混
ぜ
時
間

○
m

in
2

0
～

9
9

原
環
セ
ン
タ
ー
発
行
の
「
低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
処
分
用
廃
棄
体
製
作
技
術
に

つ
い
て
（
各
種
個
体
状
廃
棄
物
）
」
の
実
大
模
擬
廃
棄
体
の
製
作
の
中
の
「
図

4
.1

-
2

固
型
化
手
順
」
の
混
練
時
間
：
5
ｍ
ｉｎ
を
参
考
に
し
た
。
桁
数
は

1
桁
余
裕
を
も
っ
た

2
桁
と
す
る
。

6
練
り
混
ぜ
速
度

○
ｒｐ
ｍ

3
0
～

9
9
9

原
環
セ
ン
タ
ー
発
行
の
「
低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
処
分
用
廃
棄
体
製
作
技
術
に

つ
い
て
（
各
種
個
体
状
廃
棄
物
）
」
の
実
大
模
擬
廃
棄
体
の
製
作
の
中
の
「
図

4
.1

-
2

固
型
化
手
順
」
の
混
練
回
転
数
：
4
0
ｒｐ
ｍ
を
参
考
に
し
た
。
桁
数
は

1
桁
余
裕
を
も
っ

て
3
桁
と
す
る
。

7
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
2
5
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
充

-
1
-定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

8
混
練
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
充

-
1
-
マ

-
1
1

7
と
同
様

9
混
練
装
置

N
o
.

○
2

1
～

9
9

装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と

設
定
し
た
。

1
0
原
材
料
投
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

1
1
運
転
記
録

ID
○

2
5
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
充

-
1
-運

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

7
と
同
様

1
2
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
1
1
「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

1
3
混
練
バ
ッ
チ

N
o
.

○
4

0
～

9
9
9
9

1
日

1
回
最
低
で
も
混
錬
作
業
を
実
施
す
る
こ
と
を
考
え
、
年

3
6
5
日
か
ら
３
桁
の
ロ
ッ

ト
N

o
.を
想
定
す
る
。
た
だ
し
、
あ
く
ま
で
も
想
定
の
た
め
、
裕
度
を
持
っ
て

4
桁
で
設

定
す
る
。

1
4
充
填
固
化
材
混
錬
試
験
記
録

ID
○

1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
充

-
1
-
実

-
1
1

7
と
同
様

桁
数
の
設
定
理
由

セ
メ
ン
ト
混
練
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
バ
ッ
チ
毎
）

原
環
セ
ン
タ
ー
発
行
の
「
低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
処
分
用
廃
棄
体
製
作
技
術
に

つ
い
て
（
各
種
個
体
状
廃
棄
物
）
」
の

4
.1
実
大
模
擬
廃
棄
体
の
製
作
の
表

4
.1

-
3
の

固
型
化
材
料
等
の
充
填
体
積
：
1
8
5
を
参
考
に
し
、
表

4
.1

-
1
の
固
型
化
材
料
の
配

合
比
か
ら
セ
メ
ン
ト
を

1
、
砂
：
0
.8

2
、
水

0
.3

3
、
減
衰
剤
：
0
.0

1
2
と
し
て
計
算
。

セ
メ
ン
ト
：
8
5
.5
、
砂
：
7
0
.1
、
水
：
2
8
.2
、
減
衰
剤
：
1

以
上
の
結
果
を
参
考
に
す
る
と
と
も
に
、
裕
度
を
持
た
せ
た
桁
数
と
し
た
。

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例
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付
録

3
表

1（
16

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑦
固
型
化
材
料
の
練
り
混
ぜ
（

2/
3）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
納
入
記
録
（
ID
）

○
23

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
原

-
納

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

2
セ
メ
ン
ト
試
験
成
績
書
（
ID
）

（
セ
メ
ン
ト
品
質
保
証
書
（
ID
）
）

○
23

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
原

-
材

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1
2
3

3
受
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
受
入
量

○
3
,1

0
～

9
9.

9
原
子
力
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
の
中
で
、
、
セ
メ
ン
ト

サ
イ
ロ
の
容
量
を

1
.5
と
し
て
設
定
し
た
。
そ
の
数
値
を
参
考
に
す
る
と
も
に
、

1
桁

裕
度
を
持
た
せ
た
桁
数
と
し
て
設
定
し
た
。

5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行

う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追
加

し
て
設
定
。

1
納
入
記
録
（
ID
）

○
23

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
混
原

-
納

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

2
混
和
材
試
験
成
績
書
（
ID
）

（
混
和
材
品
質
保
証
書
（
ID
）
）

○
23

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
混
原

-材
-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

3
受
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
受
入
量

○
3
,1

0
～

9
9.

9
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
の
中
で
、
、
添
加
剤
サ
イ
ロ

の
容
量
を

0
.1
と
し
て
設
定
し
た
。
そ
の
数
値
を
参
考
に
す
る
と
も
に
、

1
桁
裕
度
を

持
た
せ
た
桁
数
と
し
て
設
定
し
た
。

5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行

う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追
加

し
て
設
定
。

混
和
材
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
受
入
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

桁
数
の
設
定
理
由

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

セ
メ
ン
ト
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
受
入
毎
）

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例
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付
録

3
表

1（
17

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑦
固
型
化
材
料
の
練
り
混
ぜ
（

3/
3）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
納
入
記
録
（I

D
）

○
23

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「シ
ー
ト
識

別
記
号
」-
「受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
骨
原

-納
-
20

0
7
0
40

1
-1

1

2
細
骨
材
試
験
成
績
書
（I

D
）

（細
骨
材
品
質
証
明
書
（
ID
）
）

○
23

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「シ
ー
ト
識

別
記
号
」-
「受
入
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
骨
原

-材
-
20

0
7
0
40

1
-1

1

3
受
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
受
入
量

○
3,

1
0～

9
9.

9
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
の
中
で
、
、
砂
サ
イ
ロ
の
容

量
を

0
.8
と
し
て
設
定
し
た
。
そ
の
数
値
を
参
考
に
す
る
と
も
に
、

1桁
裕
度
を
持
た

せ
た
桁
数
と
し
て
設
定
し
た
。

5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「受
入
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「通
し
番
号
」

例
）2

0
0
7-
Ａ
Ａ

1
-9

9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行

う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o.
に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追
加

し
て
設
定
。

細
骨
材
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（受
入
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例
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付
録

3
表

1（
18

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑧
一
体
と
な
る
よ
う
な
充
填
（

1/
9）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
分
別
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
分

-
1
-
マ

-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
作
業
管
理
者
氏
名

○
20

○
○
○
○
（
姓
）
＿
○
○
○
○
（
名
）

3
作
業
員
氏
名

○
20

○
○
○
○
（
姓
）
＿
○
○
○
○
（
名
）

4
教
育
記
録
（
ID
）

○
23

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
試
験
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
分

-
教

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

5
作
業
従
事
記
録
（
ID
）

○
14

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
分

-
従

-
11

6
作
業
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

7
作
業
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
分

-
1
-
作

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

1
と
同
様

8
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

9
分
別
作
業
記
録
（
ID
）

○
23

「
処
理
施
設
ＩＤ
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
「
Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
補

-
作

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
0
処
理
廃
棄
物

ID
○

20
「
発
生
事
業
所

ID
」
-
「
発
生
施
設

ID
」
-
「
発
生
場
所

ID
」

-
「
発
生
年
度
」-
「
通
し
番
号
」

例
）
1
1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-2

0
0
7
-
9
9
9
9
9
9

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

1
1
ト
レ
イ

N
o
.

○
14

「
分
別
年
月
日
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し
番
号
」
　
例
）

2
0
0
7
0
4
0
1
-
圧
（
※
）
-
99

※
処
理
記
号
：
圧
（圧
縮
）
、
焼
（
焼
却
）
、
収
（
収
納
）
、

溶
（
溶
融
）

ト
レ
イ
を
確
認
す
れ
ば
、
分
別
し
た
年
月
日
や
受
入
れ
た
処
理
工
程
が
分
か
る
よ
う

に
、
ト
レ
イ
に
分
別
年
月
日
及
び
処
理
工
程
の
情
報
が
分
か
る

ID
を
付
し
、
管
理
す

る
こ
と
と
し
た
。

1
2
分
別
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
分

-
1
-
実

-
1
1

1
と
同
様

1
と
同
様

分
別
作
業
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
物

1
本
毎
）

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

存
在
し
な
い
と
考
え
ら
れ
る
姓
が

4
文
字
、
名
が

4
文
字
と
、
そ
の
間
に
ス
ペ
ー
ス
を

入
れ
て
の
桁
数
（
18
桁
）
を
基
に
設
定
。
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付
録

3
表

1（
19

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑧
一
体
と
な
る
よ
う
な
充
填
（

2/
9）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
切
断
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
（I

D
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-

R
e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
切

-
1
-マ

-1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
作
業
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

3
作
業
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
（I

D
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「作
業
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
切

-1
-作

-
20

0
7
0
40

1
-1

1
1と
同
様

4
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o.

○
11

「受
入
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「通
し
番
号
」

例
）2

0
0
7-
Ａ
Ａ

1
-9

9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o.
に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

5
切
断
作
業
記
録
（I

D
）

○
23

「処
理
施
設
ＩＤ
」
-「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」-
「作
業
日
」
-「
Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）
」

例
）
Ａ
Ａ

1-
補

-作
-
20

0
7
0
40

1
-1

1
1と
同
様

6
ト
レ
イ

N
o.
（上
流
）

○

7
ト
レ
イ

N
o.
（下
流
）

○

8
切
断
試
験
記
録
（I

D
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-

R
e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
切

-
1
-実

-
11

1と
同
様

1
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
（I

D
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-

R
e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
収

-
1
-マ

-1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
作
業
管
理
者
氏
名

○

3
作
業
員
氏
名

○

4
教
育
記
録
（I

D
）

○
23

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「シ
ー
ト
識

別
記
号
」-
「試
験
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
収

-教
-
20

0
7
0
40

1
-1

1
1と
同
様

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

20
○
○
○
○
（姓
）
＿
○
○
○
○
（名
）

存
在
し
な
い
と
考
え
ら
れ
る
姓
が

4
文
字
、
名
が

4
文
字
と
、
そ
の
間
に
ス
ペ
ー
ス
を

入
れ
て
の
桁
数
（
18
桁
）
を
基
に
設
定
。

切
断
作
業
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
ト
レ
イ

1
個
毎
）

14

「分
別
年
月
日
」
-
「処
理
記
号
」-
「通
し
番
号
」
　
例
）

20
0
7
0
4
0
1
-圧
（
※
）-

99
※
処
理
記
号
：圧
（圧
縮
）
、
焼
（焼
却
）
、
収
（
収
納
）、

溶
（溶
融
）

ト
レ
イ
を
確
認
す
れ
ば
、
分
別
し
た
年
月
日
や
受
入
れ
た
処
理
工
程
が
分
か
る
よ
う

に
、
ト
レ
イ
に
分
別
年
月
日
及
び
処
理
工
程
の
情
報
が
分
か
る

ID
を
付
し
、
管
理
す

る
こ
と
と
し
た
。

収
納
作
業
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体

1体
毎
）

項
目
の
種
類

単
位

桁
数
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付
録

3
表

1（
20

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑧
一
体
と
な
る
よ
う
な
充
填
（

3/
9）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

5
作
業
従
事
記
録
（
ID
）

○
14

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
収

-
従

-
11

1
と
同
様

6
作
業
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

7
作
業
チ
ェ
ッ
ク
シ
ー
ト
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
収

-
1
-
作

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

1
と
同
様

8
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

9
収
納
後
重
量

○
㎏

3
.1

0
～

9
9
9
.9

電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

1
0
主
な
廃
棄
物
種
類

○
2

1
～

99
原
子
力
機
構
内
で
発
生
し
た
廃
棄
物
種
類
を
大
き
く
分
け
る
と
約

5
0
種
類
で
あ
る

た
め
、

2
桁
で
設
定
し
た
。

1
1
収
納
作
業
記
録
（
ID
）

○
23

「
処
理
施
設
ＩＤ
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
「
Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
補

-
作

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

1
と
同
様

1
2
ト
レ
イ

N
o
.

○
14

「
分
別
年
月
日
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し
番
号
」
　
例
）

2
0
0
7
0
4
0
1
-
圧
（
※
）
-
99

※
処
理
記
号
：
圧
（圧
縮
）
、
焼
（
焼
却
）
、
収
（
収
納
）
、

溶
（
溶
融
）

ト
レ
イ
を
確
認
す
れ
ば
、
分
別
し
た
年
月
日
や
受
入
れ
た
処
理
工
程
が
分
か
る
よ
う

に
、
ト
レ
イ
に
分
別
年
月
日
及
び
処
理
工
程
の
情
報
が
分
か
る

ID
を
付
し
、
管
理
す

る
こ
と
と
し
た
。

1
3
容
器

N
o
.

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
年
度
」
-「
容
器
識
別
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
2
0
0
7
-
ド

-
9
9
9
9

受
入
施
設
、
受
入
れ
年
度
、
容
器
種
類
が
分
か
る

ID
に
設
定
し
た
。

1
4
処
理
体

ID
○

18
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
溶

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
5
収
納
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
収

-
1
-
実

-
1
1

1
と
同
様

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数
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付
録

3
表

1（
21

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑧
一
体
と
な
る
よ
う
な
充
填
（

4/
9）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
圧
縮
処
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
圧

-
1
-
マ

-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
圧
縮
圧
力

○
to

n
4

例
）
1
5
0
0t

o
n

低
線
量

T
R

U
廃
棄
物
の
低
線
量
廃
棄
体
化
処
理
施
設
の
圧
縮
設
備
概
念
検
討
に

お
い
て
、
ド
イ
ツ
で
の
実
験
結
果
よ
り
、
こ
れ
以
上
圧
縮
力
を
加
え
て
も
減
容
で
き
な

い
圧
縮
圧
力
は

1
5
0
0
T
O

N
で
あ
る
こ
と
が
わ
か
っ
て
い
る
。
そ
の
数
値
を
参
考
に

設
定
。

3
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
圧

-
1
-
定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

1
と
同
様

4
処
理
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

5
圧
縮
装
置

N
o
.

○
2

1
～

99
想
定
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と
設
定
し
た
。

6
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

7
運
転
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
圧

-
1
-
運

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

1
と
同
様

8
ト
レ
イ

N
o
.

○
14

「
分
別
年
月
日
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し
番
号
」
　
例
）

2
0
0
7
0
4
0
1
-
圧
（
※
）
-
99

※
処
理
記
号
：
圧
（圧
縮
）
、
焼
（
焼
却
）
、
収
（
収
納
）
、

溶
（
溶
融
）

ト
レ
イ
を
確
認
す
れ
ば
、
分
別
し
た
年
月
日
や
受
入
れ
た
処
理
工
程
が
分
か
る
よ
う

に
、
ト
レ
イ
に
分
別
年
月
日
及
び
処
理
工
程
の
情
報
が
分
か
る

ID
を
付
し
、
管
理
す

る
こ
と
と
し
た
。

9
処
理
体

ID
○

18
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
圧

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
0
圧
縮
処
理
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
圧

-
1
-
実

-
1
1

1
と
同
様

項
目
の
種
類

圧
縮
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
圧
縮
体

1
体
毎
）

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由
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付
録

3
表

1（
22

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑧
一
体
と
な
る
よ
う
な
充
填
（

5/
9）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
運
転
温
度

○
℃

4
0
～

9
9
9
9

発
生
す
る
雑
固
体
（
金
属
、
保
温
材
類
等
）
の
融
点
を
考
え
た
時
に
、

1
0
0
0
0
℃
を

超
え
る
こ
と
が
な
い
。
し
た
が
っ
て
、

4
桁
と
す
る
。

2
運
転
保
持
時
間

○
ｍ
ｉｎ

2
0
～

99
電
力
及
び
原
子
力
機
構
で
の
溶
融
運
転
の
経
験
で
時
間
単
位
で
保
持
は
行
わ
な

い
こ
と
か
ら
、
単
位
を
ｍ
ｉｎ
、
桁
数
を

2
桁
と
す
る
。
ま
た

1
時
間
も
温
度
保
持
を
行
う

と
、
る
つ
ぼ
が
侵
食
す
る
可
能
性
も
考
え
ら
れ
る
た
め
。

3
難
溶
融
物
種
類

○
2

1
～

99
原
子
力
機
構
内
で
発
生
し
た
廃
棄
物
種
類
を
大
き
く
分
け
る
と
約

5
0
種
類
で
あ
る

た
め
、

2
桁
で
設
定
し
た
。

4
難
溶
融
物
投
入
量

○
㎏

4
.1

0
～

9
9
9
.9

電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

5
溶
融
助
剤
種
類

○
30

ほ
う
砂
、
炭
酸
カ
ル
シ
ウ
ム
、
酸
化
カ
ル
シ
ウ
ム
等

一
般
的
に
使
わ
れ
る
ほ
う
砂
の
他
、
炭
酸
カ
ル
シ
ウ
ム
、
酸
化
カ
ル
シ
ウ
ム
等
が

考
え
ら
れ
る
。
あ
る
程
度
裕
度
を
も
っ
て
桁
数
を
設
定
。

6
無
機
廃
棄
物
種
類

○
2

0
～

99
原
子
力
機
構
内
で
発
生
し
た
廃
棄
物
種
類
を
大
き
く
分
け
る
と
約

5
0
種
類
で
あ
る

た
め
、

2
桁
で
設
定
し
た
。

7
無
機
廃
棄
物
投
入
量

○
㎏

4
.1

0
～

9
9
9
.9

8
溶
融
助
剤
投
入
量

○
㎏

4
.1

0
～

9
9
9
.9

9
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
投
入
量

○
㎏

4
.1

0
～

9
9
9
.9

1
0
鉄
系
金
属
の
投
入
量

○
㎏

4
.1

0
～

9
9
9
.9

1
1
焼
却
灰
投
入
量

○
㎏

4
.1

0
～

9
9
9
.9

電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

1
2
溶
融
処
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
溶

-
1
-
マ

-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
3
運
転
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
溶

-
1
-
運

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

1
4
と
同
様

1
4
溶
融
装
置

N
o
.

○
2

1
～

99
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と

設
定
し
た
。

1
5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

項
目
の
種
類

溶
融
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
溶
融
体

1
体
毎
）

電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由
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付
録

3
表

1（
23

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑧
一
体
と
な
る
よ
う
な
充
填
（

6/
9）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
6
処
理
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

1
7
定
期
検
査
記
録
（I

D
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
溶

-1
-定

-
20

0
7
0
40

1
-1

1
14
と
同
様

1
8
ト
レ
イ

N
o.

○
14

「分
別
年
月
日
」
-
「処
理
記
号
」-
「通
し
番
号
」
　
例
）

20
0
7
0
4
0
1
-圧
（
※
）-

99
※
処
理
記
号
：圧
（圧
縮
）
、
焼
（焼
却
）
、
収
（
収
納
）、

溶
（溶
融
）

ト
レ
イ
を
確
認
す
れ
ば
、
分
別
し
た
年
月
日
や
受
入
れ
た
処
理
工
程
が
分
か
る
よ
う

に
、
ト
レ
イ
に
分
別
年
月
日
及
び
処
理
工
程
の
情
報
が
分
か
る

ID
を
付
し
、
管
理
す

る
こ
と
と
し
た
。

1
9
処
理
体

ID
○

18
「処
理
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「処
理
記
号
」-
「通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7-

A
A
1
-溶

-
99

99

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
0
溶
融
処
理
試
験
記
録
（I

D
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-

R
e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
溶

-
1
-実

-
11

14
と
同
様

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数
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付
録

3
表

1（
24

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑧
一
体
と
な
る
よ
う
な
充
填
（

7/
9）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
セ
メ
ン
ト
投
入
量

○
3

0～
99

9

2
水
投
入
量

○
3

0～
99

9

3
水
種
類

○
30

純
水
、
蒸
留
水
、
水
道
水
等

4
水
温
度

○
℃

5,
2

0～
99

9.
99

5
細
骨
材
投
入
量

○
3

0～
99

9

6
混
和
材
投
入
量

○
2
,1

0.
1～

9.
9

7
練
り
混
ぜ
時
間

○
m

in
2

0～
99

原
環
セ
ン
タ
ー
発
行
の
「
低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
処
分
用
廃
棄
体
製
作
技
術
に

つ
い
て
（
各
種
個
体
状
廃
棄
物
）
」
の
実
大
模
擬
廃
棄
体
の
製
作
の
中
の
「
図

4.
1-

2
固
型
化
手
順
」の
混
練
時
間
：
5ｍ
ｉｎ
を
参
考
に
し
た
。
桁
数
は

1桁
余
裕
を
も
っ
た

2
桁
と
す
る
。

8
練
り
混
ぜ
速
度

○
ｒｐ
ｍ

3
0～

99
9

原
環
セ
ン
タ
ー
発
行
の
「
低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
処
分
用
廃
棄
体
製
作
技
術
に

つ
い
て
（
各
種
個
体
状
廃
棄
物
）
」
の
実
大
模
擬
廃
棄
体
の
製
作
の
中
の
「
図

4.
1-

2
固
型
化
手
順
」の
混
練
回
転
数
：
40
ｒｐ
ｍ
を
参
考
に
し
た
。
桁
数
は

1桁
余
裕
を
も
っ

て
3
桁
と
す
る
。

9
練
り
混
ぜ
終
了
時
刻

○
14

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
H

H
M

IS
S

一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

1
0
定
期
検
査
記
録
（I

D
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
セ
充

-
1-
定

-2
0
0
7
0
4
0
1
-
11

1
1
混
練
マ
ニ
ュ
ア
ル
（I

D
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-

R
e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
セ
充

-
1-
マ

-
11

1
2
混
練
装
置

N
o
.

○
2

1～
99

想
定
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と
設
定
し
た
。

1
3
原
材
料
投
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

1
4
運
転
記
録

ID
○

25
「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「作
業
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
セ
充

-
1-
運

-2
0
0
7
0
4
0
1
-
11

7,
8
と
同
様

１
～

3
と
同
様

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

項
目
の
種
類

セ
メ
ン
ト
混
練
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（バ
ッ
チ
毎
）

　
原
環
セ
ン
タ
ー
発
行
の
「低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
処
分
用
廃
棄
体
製
作
技
術

に
つ
い
て
（
各
種
個
体
状
廃
棄
物
）
」
の

4
.1
実
大
模
擬
廃
棄
体
の
製
作
の
表

4
.1

-3
の
固
型
化
材
料
等
の
充
填
体
積
：1

8
5
を
参
考
に
し
、
表

4
.1

-1
の
固
型
化
材
料
の

配
合
比
か
ら
セ
メ
ン
ト
を

1、
砂
：0

.8
2
、
水

0
.3

3
、
減
衰
剤
：0

.0
1
2と
し
て
計
算
。

・セ
メ
ン
ト
：8

5
.5
、
砂
：
70

.1
、
水
：
28

.2
、
減
衰
剤
：1

以
上
の
結
果
を
参
考
に
す
る
と
と
も
に
、
裕
度
を
持
た
せ
た
桁
数
と
し
た
。
水
の
種

類
に
つ
い
て
は
特
に
規
定
し
て
い
な
い
た
め
、
裕
度
を
持
っ
た
桁
数
と
し
て
設
定
し

た
。

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由
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付
録

3
表

1（
25

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑧
一
体
と
な
る
よ
う
な
充
填
（

8/
9）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

1
6
混
練
バ
ッ
チ
ト

N
o
.

○
4

0
～

9
9
9
9

1
日

1
回
最
低
で
も
混
錬
作
業
を
実
施
す
る
こ
と
を
考
え
、
年

3
6
5
日
か
ら
３
桁
の

バ
ッ
チ

N
o
.を
想
定
す
る
。
た
だ
し
、
あ
く
ま
で
も
想
定
の
た
め
、
裕
度
を
持
っ
て

4
桁

で
設
定
す
る
。

1
7
充
填
固
化
材
混
錬
試
験
記
録

ID
○

16
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
セ
充

-
1
-
実

-
1
1

7
,8
と
同
様

1
納
入
記
録
（
ID
）

○
23

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
骨
原

-
納

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

2
細
骨
材
試
験
成
績
書
（
ID
）

（
細
骨
材
品
質
証
明
書
（
ID
）
）

○
23

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
骨
原

-材
-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

3
受
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
受
入
量

○
3
,1

0
～

9
9.

9
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
の
中
で
、
、
砂
サ
イ
ロ
の
容

量
を

0
.8
と
し
て
設
定
し
た
。
そ
の
数
値
を
参
考
に
す
る
と
も
に
、

1
桁
裕
度
を
持
た

せ
た
桁
数
と
し
て
設
定
し
た
。

5
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
原
料
の
量
、
仕
様
は

変
わ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
固
型
化
材
は
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行

う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区
分
を
追
加

し
て
設
定
。

6
含
水
率

○
％

4
,1

5
0
.0

小
数
点
以
下
第
一
位
ま
で
を
設
定
。

細
骨
材
受
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
受
入
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

桁
数
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付
録

3
表

1（
26

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑧
一
体
と
な
る
よ
う
な
充
填
（

9/
9）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
固
型
化
材

ry
o
u
 注
入
速
度

○
/
m

in
4
,2

0
～

9
9.

9
9

2
固
型
化
材

ry
o
u
 注
入
時
刻

○
m

in
3
,1

0
～

9
9.

9

3
セ
メ
ン
ト
充
填
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-
マ

-
1
1

4
養
生
記
録
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-1
-
マ

-
1
1

5
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-
定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

6
処
理
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

7
充
填
装
置

N
o
.

○
2

1
～

99
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と

設
定
し
た
。

8
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
9
9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
や
廃
液
の
性
状
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
で

管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た
処
理
施
設
区

分
を
追
加
し
て
設
定
。

9
運
転
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-
運

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

3
,4

,5
と
同
様

1
0
処
理
体

ID
（
充
填
固
化
体

ID
）

○
18

「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
：
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
1
混
練
バ
ッ
チ

N
o
.

○
4

0
～

9
9
9
9

1
日

1
回
最
低
で
も
混
錬
作
業
を
実
施
す
る
こ
と
を
考
え
、
年

3
6
5
日
か
ら
３
桁
の

バ
ッ
チ

N
o
.を
想
定
す
る
。
た
だ
し
、
あ
く
ま
で
も
想
定
の
た
め
、
裕
度
を
持
っ
て

4
桁

で
設
定
す
る
。

1
2
充
填
固
化
処
理
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
1
-実

-
1
1

3
,4

,5
と
同
様

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

セ
メ
ン
ト
充
填
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体

1
体
毎
）

原
環
セ
ン
タ
ー
発
行
の
「
低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
処
分
用
廃
棄
体
製
作
技
術
に

つ
い
て
（
各
種
個
体
状
廃
棄
物
）
」
の

3
.3
　
固
型
化
材
料
等
の
注
入
方
法
の
注
入

試
験
結
果
か
ら
注
入
速
度
最
大

40
/
m

in
、
注
入
時
間
が
最
大
で
約

1
0
分
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

項
目
の
種
類

単
位

桁
数
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付
録

3
表

1（
27

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑨
有
害
な
空
隙
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
測
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
空
隙

-
1
-
マ

-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
上
部
空
隙
高
さ

○
㎝

3
,1

1
～

9
9.

9
発
電
所
廃
棄
物
の
廃
棄
体
技
術
基
準
「
上
部
空
げ
き
が

3
0
％
（
2
5
ｃ
ｍ
）
を
超
え
な

い
」を
判
断
す
る
に
は
数
値
の
ま
る
め
込
み
（
四
捨
五
入
）
を
考
え
て
少
数
点
第
一

位
ま
で
の
数
値
（
有
効
桁
数
を

3
桁
）
と
す
る
。

3
処
理
体

ID
○

○
18

「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
セ
混

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

4
測
定
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

5
測
定
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「
測
定
年
月
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
空
隙

-
1
-測

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

6
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
空
隙

-
1
-定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

7
測
定
装
置

N
o
.

○
2

1
～

99
想
定
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と
設
定
し
た
。

8
上
部
空
隙
測
定
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番
号
」
-

「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
空
隙

-
1
-
実

-
1
1

1
と
同
様

1
と
同
様

廃
棄
体
空
隙
測
定
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
体
一
体
毎
）

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由
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付
録

3
表

1（
28

/4
4）

1 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑩
放
射
能
濃
度
（

1/
10
）】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
○

11
「受
入
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「通
し
番
号
」

例
）2

0
0
7-
Ａ
Ａ

1
-9

9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
の
発
生
場
所
や
性
状
な
ど
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o.
に
受
け
入
れ
た

処
理
施
設
区
分
を
追
加
し
て
設
定
。

2
廃
棄
物

ID
○

○
20

「発
生
事
業
所

ID
」-
「発
生
施
設

ID
」
-
「発
生
場
所

ID
」

-「
発
生
年
度
」-
「通
し
番
号
」

例
）1

1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-2

0
0
7-

99
9
9
99

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

1
発
生
施
設

ID
○

2
A
～
Ｚ
Ｚ

2
発
生
場
所

ID
○

2
ａ
～
ｚ
ｚ

3
封
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
廃
棄
物

ID
○

20
「発
生
事
業
所

ID
」-
「発
生
施
設

ID
」
-
「発
生
場
所

ID
」

-「
発
生
年
度
」-
「通
し
番
号
」

例
）1

1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-2

0
0
7-

99
9
9
99

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

1
核
種

○
6

例
）A

m
24

2m
原
子
力
機
構
内
で
検
討
さ
れ
た
放
射
能
濃
度
測
定
対
象
核
種
の
最
大
文
字
数
を

参
考
に
設
定
。

2
残
存
率

○
％

3,
2

1～
99

9
原
環
セ
ン
タ
ー
発
行
の
「
低
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
処
分
用
廃
棄
体
製
作
技
術
に

つ
い
て
（
各
種
個
体
状
廃
棄
物
）
」
の
Ｃ
ｓ
の
残
存
率
測
定
試
験
結
果
（
コ
ー
ル
ド
実

規
模
大
試
験
に
お
い
て
残
存
率
：5

1
～

5
6
％
）
を
参
考
に
設
定

3
溶
融
装
置

N
o
.

○
2

1～
99

想
定
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と
設
定
し
た
。

1
発
生
施
設

ID
○

2
A
～
Ｚ
Ｚ

2
発
生
場
所

ID
○

2
ａ
～
ｚ
ｚ

3
発
生
年
月
日
（最
古
）

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

4
発
生
年
月
日
（最
新
）

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

5
放
射
能
決
定
法
（I

D
）

○
○

1
・Ｓ
Ｆ
法
：
1

・理
論
計
算
法
：
2

・平
均
放
射
能
濃
度
法
：
3　
等

発
電
所
廃
棄
物
の
放
射
能
濃
度
決
定
方
法
を
参
考
に
設
定
。

6
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「受
入
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「通
し
番
号
」

例
）2

0
0
7-
Ａ
Ａ

1
-9

9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
の
発
生
場
所
や
性
状
な
ど
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o.
に
受
け
入
れ
た

処
理
施
設
区
分
を
追
加
し
て
設
定
。

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

受
入
廃
棄
物
管
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
物
一
体
毎
）

項
目
の
種
類

単
位

廃
棄
物
封
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
物

1本
毎
）

原
子
力
機
構
で
の
既
存
の
発
生
施
設
、
発
生
場
所
を
考
慮
す
る
と
と
と
も
に
、
将
来

の
増
設
を
考
え
、
余
裕
を
も
っ
た
桁
数
を
設
定
し
た
。

原
子
力
機
構
で
の
既
存
の
発
生
施
設
、
発
生
場
所
を
考
慮
す
る
と
と
と
も
に
、
将
来

の
増
設
を
考
え
、
余
裕
を
も
っ
た
桁
数
を
設
定
し
た
。

核
種
残
存
率
定
義
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
溶
融
装
置
毎
）

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
定
義
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
）
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付
録

3
表

1（
29

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑩
放
射
能
濃
度
（

2/
10
）】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
放
射
能
決
定
法
（
ID
）

○
○

1
・Ｓ
Ｆ
法
：1

・理
論
計
算
法
：2

・平
均
放
射
能
濃
度
法
：
3　
等

発
電
所
廃
棄
物
の
放
射
能
濃
度
決
定
方
法
を
参
考
に
設
定
。

2
核
種

○
6

例
）A

m
24

2m
原
子
力
機
構
内
で
検
討
さ
れ
た
放
射
能
濃
度
測
定
対
象
核
種
の
最
大
文
字
数
を

参
考
に
設
定
。

3
ke

y核
種

○
30

例
）P

u
23

8
+
P
u
24

0+
P
u
24

2+
C

m
24

4
原
子
力
機
構
内
で
検
討
さ
れ
た
放
射
能
濃
度
測
定
対
象
核
種
の
最
大
文
字
数
を

参
考
に
設
定
。

4
S

F
○

6
例
）7

.2
E
-
2

「
通
達
　
廃
棄
確
認
の
実
施
に
つ
い
て
」の
「
放
射
能
濃
度
」
の
ス
ケ
ー
リ
ン
グ
フ
ァ

ク
タ
ー
一
覧
表
を
参
考
に
設
定
。

5
平
均
放
射
能
濃
度
値

○
6

例
）7

.2
E
-
2

「
通
達
　
廃
棄
確
認
の
実
施
に
つ
い
て
」の
「放
射
能
濃
度
」
の
平
均
放
射
能
濃
度

一
覧
表
を
参
考
に
設
定
。

6
理
論
計
算
係
数

○
6

例
）7

.2
E
-
2

ス
ケ
ー
リ
ン
グ
フ
ァ
ク
タ
ー
と
平
均
放
射
能
濃
度
の
係
数
に
合
わ
せ
て
桁
数
を
設

定
。

放
射
能
決
定
係
数
定
義
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
放
射
能
決
定
法
毎
）

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位
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付
録

3
表

1（
30

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑩
放
射
能
濃
度
（

3/
10
）】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
核
種

○
30

例
）
P

u
2
3
8
+
P

u
2
4
0
+
P

u
2
4
2
+
C

m
2
4
4

原
子
力
機
構
内
で
検
討
さ
れ
た
放
射
能
濃
度
測
定
の

K
E
Y
核
種
を
参
考
に
設
定
。

2
放
射
能
濃
度

○
B

q
/
to

n
7

1
.1

1
Ｅ

12
炉
規
正
法
　
第
十
三
条
の
九
の
発
電
所
廃
棄
物
の
濃
度
上
限
値
よ
り
、
有
効
桁
数

を
3
桁
に
設
定
。

3
測
定
装
置

N
o
.

○
2

1
～

99
想
定
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と
設
定
し
た
。

4
測
定
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

5
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
測

-
1
-
定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

6
測
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
測

-
1
-
マ

-
1
1

7
測
定
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
測

-
1
-
測

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

8
検
出
下
限
値

○
B

q
/
to

n
7

1
.1

1
Ｅ

12
炉
規
正
法
　
第
十
三
条
の
九
の
発
電
所
廃
棄
物
の
濃
度
上
限
値
よ
り
、
有
効
桁
数

を
3
桁
に
設
定
。

9
処
理
体

ID
○

18
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
セ
混

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
0
非
破
壊
測
定
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
測

-
1
-
実

-
1
1

5
～

6
と
同
様

1
核
種

○
6

例
）
A

m
2
4
2
m

処
理
技
術
課
で
検
討
さ
れ
た
評
価
対
象
核
種
を
参
考
に
設
定
。

2
放
射
能
濃
度

○
B

q
/
to

n
7

1
.1

1
Ｅ

12
炉
規
正
法
　
第
十
三
条
の
九
の
発
電
所
廃
棄
物
の
濃
度
上
限
値
よ
り
、
有
効
桁
数

を
3
桁
に
設
定
。

3
処
理
体

ID
○

○
18

「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
セ
混

-
9
9
9
9

処
理
体
毎
の
重
複
を
防
ぐ
た
め
処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ

た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可
能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、

処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

4
評
価
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

処
理
体
放
射
能
濃
度
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体
一
体
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

非
破
壊
測
定
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体
一
体
毎
）

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

JAEA-Technology 2009-016

- 110 -



 

 

付
録

3
表

1（
31

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑩
放
射
能
濃
度
（

4/
10
）】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
放
射
能
決
定
法
（
ID
）

○
○

1
・
Ｓ
Ｆ
法
：
1

・
理
論
計
算
法
：
2

・
平
均
放
射
能
濃
度
法
：
3
　
等

発
電
所
廃
棄
物
の
放
射
能
濃
度
決
定
方
法
を
参
考
に
設
定
。

2
適
用
可
能
発
生
施
設

ID
○

2
A
～

Z
Z

3
適
用
可
能
発
生
場
所

ID
○

2
ａ
～
ｚ
ｚ

4
適
用
可
能
発
生
年
月
日
（
起
日
）

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

5
適
用
可
能
発
生
年
月
日
（
終
日
）

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

6
核
種
別
係
数
等
一
覧
（
ID
）

○
23

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
-
「
Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
核
係

-核
-
2
0
0
7
0
8
0
8
-
9
9

7
決
定
法
制
定
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
放
濃

-
1
-実

-
1
1

1
重
量

○
㎏

3
0
～

9
9
9

電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

2
処
理
体

ID
○

18
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
セ
混

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

3
測
定
装
置

N
o
.

○
2

1
～

99
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と

設
定
し
た
。

4
測
定
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

5
測
定
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
測

-
1
-
測

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

6
（
測
定
装
置
）
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
測

-
1
-
定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

放
射
能
決
定
法
定
義
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
放
射
能
決
定
法
毎
）

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

原
子
力
機
構
で
の
既
存
の
発
生
施
設
、
発
生
場
所
を
考
慮
す
る
と
と
と
も
に
、
将
来

の
増
設
を
考
え
、
余
裕
を
も
っ
た
桁
数
を
設
定
し
た
。

重
量
測
定
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体
一
体
毎
）
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付
録

3
表

1（
32

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑩
放
射
能
濃
度
（

5/
10
）】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
○

11
「受
入
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「通
し
番
号
」

例
）2

0
0
7-
Ａ
Ａ

1
-9

9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
の
発
生
場
所
や
性
状
な
ど
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o.
に
受
け
入
れ
た

処
理
施
設
区
分
を
追
加
し
て
設
定
。

2
処
理
体

ID
○

○
18

「処
理
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「処
理
記
号
」-
「通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7-

A
A

1-
セ
混

-9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
廃
棄
体

ID
○

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「廃
棄
体
確
認
終
了
年
月
日
」
-「
通

し
番
号
」

例
）
Ａ
Ａ

1-
20

07
04

0
1-

99
9

廃
棄
体
を
確
認
し
た
際
に
、
処
理
施
設
と
廃
棄
体
確
認
終
了
年
月
日
が
一
目
で
判

断
可
能
な

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

2
処
理
体

ID
○

○
18

「処
理
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「処
理
記
号
」-
「通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7-

A
A

1-
セ
混

-9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
核
種

○
6

例
）A

m
24

2m
処
理
技
術
課
で
検
討
さ
れ
た
評
価
対
象
核
種
を
参
考
に
設
定
。

2
放
射
能
濃
度

○

3
検
出
下
限
値

○

4
分
析
装
置

N
o
.

○
2

1～
99

装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2桁
と

設
定
し
た
。

5
分
析
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

6
分
析
マ
ニ
ュ
ア
ル
（I

D
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-

R
e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
分

-
1
-マ

-1
1

7
定
期
検
査
記
録
（I

D
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
分

-1
-定

-
20

0
7
0
40

1
-1

1

8
分
析
記
録
（I

D
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
測

-1
-測

-
20

0
7
0
40

1
-1

1

9
試
料

N
o
.

○
○

17
「サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」
-「
処

理
・検
査
等
記
号
」
-」
連
番

例
）2

0
0
7-
Ａ
Ａ

1
-溶

-
99

9

試
料

N
o
.か
ら
サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
、
サ
ン
プ
リ
ン
グ
を
行
っ
た
施
設
、
サ
ン
プ

リ
ン
グ
処
理
工
程
を
確
認
可
能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
、

処
理
施
設
、
処
理
工
程
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し

た
。

10
第
三
者
機
関
分
析
記
録
（I

D
）

○
19

「試
料

N
o
.」

-9
9

分
析
対
象
と
な
る
試
料

N
o.
に
分
析
機
関
や
複
数
の
測
定
結
果
を
表
す

2
桁
の
数

値
を
付
加
し
た
。

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位

製
作
処
理
体
管
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体
一
体
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

ラ
ベ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
体
一
体
毎
）

試
料
分
析
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（分
析
試
料
毎
）

B
q
/t

o
n

7
1.

11
Ｅ

12
炉
規
正
法
　
第
十
三
条
の
九
の
発
電
所
廃
棄
物
の
濃
度
上
限
値
よ
り
、
有
効
桁
数

を
3
桁
に
設
定
。

JAEA-Technology 2009-016

- 112 -



 

 

付
録

3
表

1（
33

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑩
放
射
能
濃
度
（

6/
10
）】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
廃
棄
物

ID
○

○
20

「発
生
事
業
所

ID
」-
「発
生
施
設

ID
」
-
「発
生
場
所

ID
」

-「
発
生
年
度
」-
「通
し
番
号
」

例
）1

1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-2

0
0
7-

99
9
9
99

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

2
ト
レ
イ

N
o.

○
○

14

「分
別
年
月
日
」
-
「処
理
記
号
」-
「通
し
番
号
」
　
例
）

20
0
7
0
4
0
1
-圧
（
※
）-

99
※
処
理
記
号
：圧
（圧
縮
）
、
焼
（焼
却
）
、
収
（
収
納
）、

溶
（溶
融
）

ト
レ
イ
を
確
認
す
れ
ば
、
分
別
し
た
年
月
日
や
受
入
れ
た
処
理
工
程
が
分
か
る
よ
う

に
、
ト
レ
イ
に
分
別
年
月
日
及
び
処
理
工
程
の
情
報
が
分
か
る

ID
を
付
し
、
管
理
す

る
こ
と
と
し
た
。

1
処
理
体

ID
○

○
18

「処
理
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「処
理
記
号
」-
「通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7-

A
A

1-
セ
混

-9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
ト
レ
イ

N
o.

○
○

14

「分
別
年
月
日
」
-
「処
理
記
号
」-
「通
し
番
号
」
　
例
）

20
0
7
0
4
0
1
-圧
（
※
）-

99
※
処
理
記
号
：圧
（圧
縮
）
、
焼
（焼
却
）
、
収
（
収
納
）、

溶
（溶
融
）

ト
レ
イ
を
確
認
す
れ
ば
、
分
別
し
た
年
月
日
や
受
入
れ
た
処
理
工
程
が
分
か
る
よ
う

に
、
ト
レ
イ
に
分
別
年
月
日
及
び
処
理
工
程
の
情
報
が
分
か
る

ID
を
付
し
、
管
理
す

る
こ
と
と
し
た
。

1
処
理
体

ID
○

○
18

「処
理
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「処
理
記
号
」-
「通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7-

A
A

1-
セ
混

-9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
ト
レ
イ

N
o.

○
○

14

「分
別
年
月
日
」
-
「処
理
記
号
」-
「通
し
番
号
」
　
例
）

20
0
7
0
4
0
1
-圧
（
※
）-

99
※
処
理
記
号
：圧
（圧
縮
）
、
焼
（焼
却
）
、
収
（
収
納
）、

溶
（溶
融
）

ト
レ
イ
を
確
認
す
れ
ば
、
分
別
し
た
年
月
日
や
受
入
れ
た
処
理
工
程
が
分
か
る
よ
う

に
、
ト
レ
イ
に
分
別
年
月
日
及
び
処
理
工
程
の
情
報
が
分
か
る

ID
を
付
し
、
管
理
す

る
こ
と
と
し
た
。

圧
縮
作
業
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
ト
レ
イ
毎
）

収
納
作
業
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
ト
レ
イ
毎
）

分
別
作
業
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
物
一
体
毎
）

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位
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3
表

1（
34

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑩
放
射
能
濃
度
（

7/
10
）】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
サ
ン
プ
リ
ン
グ
（
処
理
）
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

2
サ
ン
プ
リ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト

○
2

1
～

9
9

サ
ン
プ
リ
ン
グ
作
業
に
つ
い
て
は
、
設
定
さ
れ
た
複
数
個
所
の
サ
ン
プ
リ
ン
グ
位
置

か
ら
サ
ン
プ
リ
ン
グ
を
行
う
と
想
定
さ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、

2
桁
の

N
o
.で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
ポ
イ
ン
ト
を
管
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

3
溶
融
処
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
溶

-
1
-
マ

-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

4
難
溶
融
物
種
類

○
2

1
～

9
9

原
子
力
機
構
内
で
発
生
し
た
廃
棄
物
種
類
を
大
き
く
分
け
る
と
約

5
0
種
類
で
あ
る

た
め
、

2
桁
で
設
定
し
た
。

5
難
溶
融
物
投
入
量

○
㎏

3
0
～

9
9
9

電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

6
溶
融
助
剤
種
類

○
3
0
ほ
う
砂
、
炭
酸
カ
ル
シ
ウ
ム
、
酸
化
カ
ル
シ
ウ
ム
等

一
般
的
に
使
わ
れ
る
ほ
う
砂
の
他
、
炭
酸
カ
ル
シ
ウ
ム
、
酸
化
カ
ル
シ
ウ
ム
等
が

考
え
ら
れ
る
。
あ
る
程
度
裕
度
を
も
っ
て
桁
数
を
設
定
。

7
溶
融
助
剤
投
入
量

○
㎏

3
0
～

9
9
9

電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

8
無
機
廃
棄
物
種
類

○
2

0
～

9
9

原
子
力
機
構
内
で
発
生
し
た
廃
棄
物
種
類
を
大
き
く
分
け
る
と
約

5
0
種
類
で
あ
る

た
め
、

2
桁
で
設
定
し
た
。

9
無
機
廃
棄
物
投
入
量

○
㎏

3
0
～

9
9
9

電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

1
0
ア
ル
ミ
ニ
ウ
ム
投
入
量

○
㎏

3
0
～

9
9
9

1
1
鉄
系
金
属
投
入
量

○
㎏

3
0
～

9
9
9

1
2
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
1
1
「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
99

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
の
発
生
場
所
や
性
状
な
ど
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た

処
理
施
設
区
分
を
追
加
し
て
設
定
。

1
3
試
料

N
o
.

○
○

1
7
「
サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処

理
・
検
査
等
記
号
」
-
」
連
番

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
溶

-
99

9

試
料

N
o
.か
ら
サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
、
サ
ン
プ
リ
ン
グ
を
行
っ
た
施
設
、
サ
ン
プ

リ
ン
グ
処
理
工
程
を
確
認
可
能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
、

処
理
施
設
、
処
理
工
程
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し

た
。

1
4
溶
融
装
置

N
o
.

○
○

2
1
～

9
9

装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と

設
定
し
た
。

電
力
廃
棄
物
の
処
分
場
の
受
入
基
準
（
廃
棄
体
の
重
量
が

1
0
0
0
㎏
未
満
）
を
参
考

に
桁
数
を
設
定
し
た
。

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

溶
融
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体
一
体
毎
）

項
目
の
種
類

単
位
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付
録

3
表

1（
35

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑩
放
射
能
濃
度
（

8/
10
）】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
5
処
理
体

ID
○

18
「処
理
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「処
理
記
号
」-
「通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7-

A
A

1-
セ
混

-9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
6
ト
レ
イ

N
o
.

○
14

「分
別
年
月
日
」
-
「処
理
記
号
」-
「通
し
番
号
」
　
例
）

20
0
7
0
4
0
1
-圧
（
※
）-

99
※
処
理
記
号
：圧
（圧
縮
）
、
焼
（焼
却
）
、
収
（
収
納
）、

溶
（溶
融
）

ト
レ
イ
を
確
認
す
れ
ば
、
分
別
し
た
年
月
日
や
受
入
れ
た
処
理
工
程
が
分
か
る
よ
う

に
、
ト
レ
イ
に
分
別
年
月
日
及
び
処
理
工
程
の
情
報
が
分
か
る

ID
を
付
し
、
管
理
す

る
こ
と
と
し
た
。

1
7
運
転
温
度

○
○

℃
4

0～
9
9
9
9

発
生
す
る
雑
固
体
（金
属
、
保
温
材
類
等
）の
融
点
を
考
え
た
時
に
、

10
0
0
0
℃
を

超
え
る
こ
と
が
な
い
。
し
た
が
っ
て
、

4桁
と
す
る
。

1
6
運
転
保
持
時
間

○
○

ｍ
ｉｎ

2
0～

99
電
力
及
び
原
子
力
機
構
で
の
溶
融
運
転
の
経
験
で
時
間
単
位
で
保
持
は
行
わ
な

い
こ
と
か
ら
、
単
位
を
ｍ
ｉｎ
、
桁
数
を

2桁
と
す
る
。
ま
た

1
時
間
も
温
度
保
持
を
行
う

と
、
る
つ
ぼ
が
侵
食
す
る
可
能
性
も
考
え
ら
れ
る
た
め
。

1
7
運
転
記
録
（I

D
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
溶

-1
-運

-
20

0
7
0
40

1
-1

1

1
8
定
期
検
査
記
録
（I

D
）

○
○

25
「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
溶

-1
-定

-
20

0
7
0
40

1
-1

1

1
9
溶
融
処
理
試
験
記
録
（I

D
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-

R
e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
溶

-
1
-実

-
11

3と
同
様

1
廃
棄
物
投
入
量

○
㎏

3,
2

0～
99

9.
99

原
子
力
機
構
内
で
実
施
し
た
セ
メ
ン
ト
固
化
に
係
る
技
術
検
討
結
果
を
参
考
に
設

定
し
た
。
（③
一
軸
圧
縮
強
度
の
同
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
と
同
様
）

2
処
理
体

ID
○

○
18

「処
理
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「処
理
記
号
」-
「通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7-

A
A

1-
セ
混

-9
9
9
9

3
焼
却
灰

ID
○

○
18

「処
理
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「処
理
記
号
」-
「通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7-

A
A

1-
セ
混

-9
9
9
9

4
廃
液
バ
ッ
チ

N
o.

○
○

20
「発
生
事
業
所

ID
」-
「発
生
施
設

ID
」
-
「発
生
場
所

ID
」

-「
貯
蔵
施
設

ID
」
-「
受
入
年
度
」
-「
通
し
番
号
」

例
）1

1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-9

9
9
-2

0
0
7-

99
管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

3と
同
様

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

各
混
錬
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体
一
体
毎
）

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位
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付
録

3
表

1（
36

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑩
放
射
能
濃
度
（

9/
10
）】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
サ
ン
プ
リ
ン
グ
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

2
サ
ン
プ
リ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト

○
2

1～
99

サ
ン
プ
リ
ン
グ
作
業
に
つ
い
て
は
、
設
定
さ
れ
た
複
数
個
所
の
サ
ン
プ
リ
ン
グ
位
置

か
ら
サ
ン
プ
リ
ン
グ
を
行
う
と
想
定
さ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、

2桁
の

N
o.
で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
ポ
イ
ン
ト
を
管
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

3
サ
ン
プ
リ
ン
グ
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
21

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「記
録
区
分
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
サ

-1
-マ

-廃
サ

-
11

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

4
廃
液
バ
ッ
チ

N
o.

○
4

0～
9
9
9
9

1日
1
回
最
低
で
も
混
錬
作
業
を
実
施
す
る
こ
と
を
考
え
、
年

36
5日
か
ら
３
桁
の

バ
ッ
チ

N
o.
を
想
定
す
る
。
た
だ
し
、
あ
く
ま
で
も
想
定
の
た
め
、
裕
度
を
持
っ
て

4
桁

で
設
定
す
る
。

5
試
料

N
o
.

○
○

17
「サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」
-「
処

理
・検
査
等
記
号
」
-」
連
番

例
）2

0
0
7-
Ａ
Ａ

1
-廃
分

-
99

9

試
料

N
o
.か
ら
サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
、
サ
ン
プ
リ
ン
グ
を
行
っ
た
施
設
、
サ
ン
プ

リ
ン
グ
処
理
工
程
を
確
認
可
能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
、

処
理
施
設
、
処
理
工
程
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し

た
。

6
攪
拌
装
置

N
o
.

○
2

1～
99

装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2桁
と

設
定
し
た
。

7
攪
拌
時
間

○
m

in
2

0～
99

8
攪
拌
速
度

○
ｒｐ
ｍ

3
0～

99
9

9
作
業
記
録
（I

D
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
サ

-1
-運

-
20

0
7
0
40

1
-1

1

1
0
定
期
検
査
記
録
（I

D
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
サ

-1
-定

-
20

0
7
0
40

1
-1

1

1
1
サ
ン
プ
リ
ン
グ
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-

R
e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
サ

-
1
-実

-
11

3と
同
様

廃
液
サ
ン
プ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（バ
ッ
チ
毎
）

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

均
一
に
攪
拌
さ
れ
る
こ
と
が
目
的
で
あ
る
が
、

1時
間
以
上
攪
拌
し
、
均
一
に
さ
せ
る

こ
と
は
考
え
に
く
い
。
よ
っ
て
単
位
を
分
と
し
て
、
数
値
を

2桁
で
設
定
す
る
。
回
転
数

に
つ
い
て
も
均
一
に
な
る
こ
と
が
目
的
で
あ
る
か
ら
、

1
0
0
0ｒ
ｐ
ｍ
以
上
は
必
要
な
い

と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
数
値
を

3
桁
と
し
て
設
定
す
る
。
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付
録

3
表

1（
37

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑩
放
射
能
濃
度
（

10
/1

0）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
サ
ン
プ
リ
ン
グ
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

2
サ
ン
プ
リ
ン
グ
ポ
イ
ン
ト

○
2

1
～

99
サ
ン
プ
リ
ン
グ
作
業
に
つ
い
て
は
、
設
定
さ
れ
た
複
数
個
所
の
サ
ン
プ
リ
ン
グ
位
置

か
ら
サ
ン
プ
リ
ン
グ
を
行
う
と
想
定
さ
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、

2
桁
の

N
o
.で
サ
ン
プ
リ
ン

グ
ポ
イ
ン
ト
を
管
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

3
サ
ン
プ
リ
ン
グ
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
21

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
記
録
区
分
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
サ

-
1
-
マ

-
焼
サ

-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

4
焼
却
灰

ID
○

18
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
焼

-
9
9
9
9

処
理
体
（
焼
却
灰
）
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容

を
確
認
可
能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

5
試
料

N
o
.

○
○

17
「
サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処

理
・
検
査
等
記
号
」
-
」
連
番

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-焼

-
9
9
9

試
料

N
o
.か
ら
サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
、
サ
ン
プ
リ
ン
グ
を
行
っ
た
施
設
、
サ
ン
プ

リ
ン
グ
処
理
工
程
を
確
認
可
能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
サ
ン
プ
リ
ン
グ
実
施
年
度
、

処
理
施
設
、
処
理
工
程
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し

た
。

6
攪
拌
装
置

N
o
.

○
2

1
～

99
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と

設
定
し
た
。

7
攪
拌
時
間

○
m

in
2

0
～

99

8
攪
拌
速
度

○
ｒｐ
ｍ

3
0
～

9
9
9

9
作
業
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
サ

-
1
-
運

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

1
0
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
サ

-
1
-
定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

1
1
サ
ン
プ
リ
ン
グ
試
験
記
録
（
ID
）

○
○

16
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
サ

-
1
-
実

-
1
1

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

3
と
同
様

均
一
に
攪
拌
さ
れ
る
こ
と
が
目
的
で
あ
る
が
、

1
時
間
以
上
攪
拌
し
、
均
一
に
さ
せ
る

こ
と
は
考
え
に
く
い
。
よ
っ
て
単
位
を
分
と
し
て
、
数
値
を

2
桁
で
設
定
す
る
。
回
転
数

に
つ
い
て
も
均
一
に
な
る
こ
と
が
目
的
で
あ
る
か
ら
、

1
0
0
0
ｒｐ
ｍ
以
上
は
必
要
な
い

と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
数
値
を

3
桁
と
し
て
設
定
す
る
。

焼
却
灰
サ
ン
プ
リ
ン
グ
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
試
料

N
o
.毎
）

項
目
の
種
類

単
位
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付
録

3
表

1（
38

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑪
表
面
密
度
限
度
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
25

「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
表
汚

-
1
-定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
測
定
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
Ｍ

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

3
処
理
体

ID
○

○
18

「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
セ
混

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

4
測
定
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
0

16
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
表
汚

-
1
-
マ

-
1
1

1
と
同
様

5
採
取
箇
所
記
号

○
2

1
～

99
原
子
力
機
構
で
の
測
定
実
績
を
基
に
設
定
。

6
測
定
装
置

N
o
.

○
2

1
～

99
想
定
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と
設
定
し
た
。

7
α
表
面
汚
染
密
度

○

8
β
γ
表
面
汚
染
密
度

○

9
α
検
出
下
限
値

○

1
0
β
γ
検
出
下
限
値

○

1
1
測
定
記
録

ID
○

25
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「
測
定
年
月
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
表
汚

-
1
-測

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

1
と
同
様

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

B
q
/㎝

2

項
目
の
種
類

単
位

桁
数 6

2
.3

E
-
1

原
子
力
機
構
に
お
け
る
実
際
の
表
面
密
度
検
出
下
限
値
（
2
.5
Ｅ

-
1
B

q
/
㎝

2
）を
考

慮
し
、
桁
数
を
設
定
す
る
。

廃
棄
体
表
面
汚
染
密
度
測
定
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
体
一
体
毎
）

 

JAEA-Technology 2009-016

- 118 -



 

 

付
録

3
表

1（
39

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑫
健
全
性
を
損
な
う
物
質
（

1/
3）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
保
安
規
定
（I

D
）

○
10

「処
理
施
設

ID
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番

号
）」

例
）
Ａ
Ａ

1-
保

-
99

2
作
業
基
準
（I

D
）

○
10

「処
理
施
設

ID
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番

号
）」

例
）
Ａ
Ａ

1-
基

-
99

3
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
（I

D
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）」

例
）
Ａ
Ａ

1-
封

-
1
-マ

-1
1

4
有
効
期
限
（開
始
）

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

5
有
効
期
限
（終
了
）

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

5
対
象
施
設

ID
○

2
A
～
Ｚ
Ｚ

原
子
力
機
構
で
の
既
存
の
発
生
施
設
、
発
生
場
所
を
考
慮
す
る
と
と
と
も
に
、
将
来

の
増
設
を
考
え
、
余
裕
を
も
っ
た
桁
数
を
設
定
し
た
。

6
対
象
作
業

ID
○

2
1～

99
分
別
、
焼
却
、
セ
メ
ン
ト
固
化
等
の
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
を
考
え
る
と

2桁
で
対
応
可
能

で
あ
る
と
考
え
る
。

1
有
害
物
質
含
有
フ
ラ
グ

○
1

1ｏ
ｒ0

2
含
有
有
害
物
質
種
類

ID
○

3
1～

99
9

廃
掃
法
、
環
境
基
準
等
や
今
後
新
た
に
有
害
物
質
が
追
加
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し

た
桁
数
と
し
た
。

3
有
害
物
質
の
量

○
ｇ

6
0～

9
.9

E
-9

現
状
決
め
ら
れ
て
い
な
い
為
、
大
体

2桁
程
度
で
仮
設
定
す
る
。
（
今
後
、
有
害
物

質
の
混
入
に
つ
い
て
の
検
討
が
行
わ
れ
た
際
の
結
果
を
反
映
す
る
。
）

4
封
入
マ
ニ
ュ
ア
ル
（I

D
）

○
16

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）」

例
）
Ａ
Ａ

1-
封

-
1
-マ

-1
1

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た

5
廃
棄
物

ID
○

20
「発
生
事
業
所

ID
」-
「発
生
施
設

ID
」
-
「発
生
場
所

ID
」

-「
発
生
年
度
」-
「通
し
番
号
」

例
）1

1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-2

0
0
7-

99
9
9
99

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

廃
棄
物
封
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
物

1体
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

規
定
類
管
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
施
設
、
作
業
・
処
理
毎
）

項
目
の
種
類

単
位
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付
録

3
表

1（
40

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑫
健
全
性
を
損
な
う
物
質
（

2/
3）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
廃
棄
物
種
類

ID
○

2
1～

99
連
番
で

ID
を
と
る
こ
と
と
す
る
。
廃
棄
物
の
大
ま
か
な
種
類
か
ら
考
え
る
と
大
体

2桁
も
あ
れ
ば
十
分
対
応
可
能
で
あ
る
と
考
え
る
。

2
含
有
有
害
物
質
種
類

ID
○

3
1～

99
9

廃
掃
法
、
環
境
基
準
等
や
今
後
新
た
に
有
害
物
質
が
追
加
さ
れ
る
こ
と
を
考
慮
し

た
桁
数
と
し
た
。

3
廃
棄
物
重
量

○
㎏

4.
1

0～
99

9.
9

廃
棄
体

1体
あ
た
り
の
重
量
が

1
0
0
0㎏
以
下
で
な
ら
な
い
と
い
け
な
い
為
、
容
器
に

入
る
個
々
の
廃
棄
物
は

10
00
㎏
未
満
で
あ
る
と
考
え
ら
れ
る
。
し
た
が
っ
て
、

3桁
と

す
る
。
さ
ら
に
小
数
点
以
下
の

1桁
を
加
え
る
。

4
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
11

「受
入
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「通
し
番
号
」

例
）2

0
0
7-
Ａ
Ａ

1
-9

9

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
の
発
生
場
所
や
性
状
な
ど
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o.
に
受
け
入
れ
た

処
理
施
設
区
分
を
追
加
し
て
設
定
。

5
ト
レ
イ

N
o
.

○
14

「分
別
年
月
日
」
-
「処
理
記
号
」-
「通
し
番
号
」
　
例
）

20
0
7
0
4
0
1
-圧
（
※
）-

99
※
処
理
記
号
：圧
（圧
縮
）
、
焼
（焼
却
）
、
収
（
収
納
）、

溶
（溶
融
）

分
別
年
月
日
や
ど
の
処
理
工
程
に
分
け
た
か
が
分
か
る
よ
う
番
号
を
設
定
し
た
。

6
廃
棄
物

ID
○

20
「発
生
事
業
所

ID
」-
「発
生
施
設

ID
」
-
「発
生
場
所

ID
」

-「
発
生
年
度
」-
「通
し
番
号
」

例
）1

1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-2

0
0
7-

99
9
9
99

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

7
新
廃
棄
物

ID
○

○
20

「発
生
事
業
所

ID
」-
「発
生
施
設

ID
」
-
「発
生
場
所

ID
」

-「
発
生
年
度
」-
「通
し
番
号
」

例
）1

1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-2

0
0
7-

99
9
9
99

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

ト
レ
イ
廃
棄
物
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（ト
レ
イ
毎
）

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位
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付
録

3
表

1（
41

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑫
健
全
性
を
損
な
う
物
質
（

3/
3）
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
焼
却
温
度

○
℃

4
0
～

9
9
9
9

「
廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
」
の
「
廃
棄
物
を
焼
却
す
る

焼
却
設
備
の
構
造
」
の
基
準
の
中
で
「
燃
焼
ガ
ス
の
温
度
が

80
0
℃
以
上
の
状
態

で
廃
棄
物
を
焼
却
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。
」
と
あ
り
、
こ
の
基
準
を
参
考
に
す
る
と

と
も
に
、
裕
度
を
も
っ
て

4
桁
の
桁
数
と
し
た
。

2
保
持
時
間

○
ｈ
ｒ

4.
2

0
～

9
9
.9

9
一
日

24
時
間
で
あ
る
こ
と
及
び
分
単
位
ま
で
記
録
可
能
な
桁
数
と
し
た
。

3
投
入
間
隔

○
ｈ
ｒ

3.
2

0
～

9
.9

9
一
般
的
な
焼
却
炉
を
参
考
に
設
定
（
分
単
位
の
場
合
や
、
時
間
単
位
の
場
合
も

あ
っ
た
。
）

4
投
入
制
限
重
量

○
㎏

4
1
～

9
9
9
9

人
形
の
焼
却
運
転
記
録
（
例
え
ば
、

2
5
時
間
の
運
転
で

5
0
0
㎏
焼
却
）
を
参
考
に

し
、
さ
ら
に
余
裕
を
持
っ
て

4
桁
に
設
定
。

5
焼
却
処
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
焼

-
1
-
マ

-
1
1

6
定
期
検
査
記
録
（
ID
）

○
2
5
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
定
検
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
焼

-
1
-
定

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

7
処
理
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

8
焼
却
装
置

N
o
.

○
2

1
～

9
9

装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と

設
定
し
た
。

9
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.

○
1
1
「
受
入
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
通
し
番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
99

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
毎
に
廃
棄
物
の
発
生
場
所
や
性
状
な
ど
が
異
な
る
た
め
、
キ
ャ
ン

ペ
ー
ン
毎
で
管
理
を
行
う
。
通
常
使
用
さ
れ
る
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン

N
o
.に
受
け
入
れ
た

処
理
施
設
区
分
を
追
加
し
て
設
定
。

1
0
運
転
記
録
（
ID
）

○
2
5
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
焼

-
1
-
運

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

5
,6
と
同
様

1
1
ト
レ
イ

N
o
.

○
1
4

「
分
別
年
月
日
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し
番
号
」　
例
）

2
0
0
7
0
4
0
1
-
圧
（
※
）
-
99

※
処
理
記
号
：
圧
（
圧
縮
）
、
焼
（
焼
却
）、
収
（
収
納
）
、

溶
（
溶
融
）

ト
レ
イ
を
確
認
す
れ
ば
、
分
別
し
た
年
月
日
や
受
入
れ
た
処
理
工
程
が
分
か
る
よ
う

に
、
ト
レ
イ
に
分
別
年
月
日
及
び
処
理
工
程
の
情
報
が
分
か
る

ID
を
付
し
、
管
理
す

る
こ
と
と
し
た
。

1
2
焼
却
灰

ID
○

1
8
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
A

A
1
-
焼

-
9
9
9
9

処
理
体
（
焼
却
灰
）
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容

を
確
認
可
能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

1
3
焼
却
処
理
試
験
記
録
（
ID
）

○
1
6
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
焼

-
1
-
実

-
11

5
,6
と
同
様

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

焼
却
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
日
毎
）

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

項
目
の
種
類

単
位
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付
録

3
表

1（
42

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑬
耐
埋
設
荷
重
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
補
修
作
業
記
録
（
ID
）

○
23

「
処
理
施
設
ＩＤ
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
作
業
日
」
-
「
Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
補

-
作

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

2
補
修
金
属
納
入
記
録
（
ID
）

○
28

「
処
理
施
設
ＩＤ
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
記
録
区
分
」
-「
受
入
年
月
日
」
-
「
Ｒ
ｅ
ｖ
.

（
番
号
）
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
補

-
納

-
金

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

3
補
修
金
属
品
質
証
明
書
（
ID
）

○
28

「
処
理
施
設
ＩＤ
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
「
Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
補

-
品

-
金

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

4
接
着
剤
納
入
記
録
（
ID
）

○
28

「
処
理
施
設
ＩＤ
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
記
録
区
分
」
-「
受
入
年
月
日
」
-
「
Ｒ
ｅ
ｖ
.

（
番
号
）
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
補

-
納

-
接

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

5
接
着
剤
品
質
証
明
書
（
ID
）

○
28

「
処
理
施
設
ＩＤ
」
-
「
処
理
・
検
査
等
記
号
」
-
「
シ
ー
ト
識

別
記
号
」
-
「
受
入
年
月
日
」
「
Ｒ
ｅ
ｖ
.（
番
号
）」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
補

-
品

-
接

-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
1
1

6
作
業
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設
ＩＤ
」
-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
補

-
1
-
マ

-
1
1

7
廃
棄
体

ID
○

16
「
処
理
施
設
ＩＤ
」
-
「
廃
棄
体
確
認
終
了
年
月
日
」
-
「
通

し
番
号
」

例
）
Ａ
Ａ

1
-
2
0
0
7
0
4
0
1
-
9
9
9

廃
棄
体
を
確
認
し
た
際
に
、
処
理
施
設
と
廃
棄
体
確
認
終
了
年
月
日
が
一
目
で
判

断
可
能
な
ＩＤ
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
す
る
。

8
補
修
試
験
記
録
（
ID
）

○
16

「
処
理
施
設
ＩＤ
」
-
「
処
理
・検
査
等
記
号
」
-
「
装
置
番

号
」
-
「
シ
ー
ト
識
別
記
号
」
-
R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1
-
補

-
1
-
実

-
1
1

1
～

6
と
同
様

上
記
の
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
以
外
に
廃
棄
体
の
耐
埋
設
荷
重
を
担
保
す
る
た
め
に
必
要
な
【
容
器
受
入

D
S
】
に
つ
い
て
は
、
②
容
器
と
同
様
の
項
目
で
あ
る
た
め
、
本
シ
ー
ト
に
お
い
て
は
省
略
す
る
。

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

補
修
作
業
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
体
一
体
毎
）

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。
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付
録

3
表

1（
43

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑭
経
過
時
間
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
処
理
体

ID
○

18
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
）
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
セ
混

-9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
固
型
化
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

1
処
理
体

ID
○

18
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
：
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
プ
固

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
固
型
化
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

1
処
理
体

ID
○

18
「
処
理
年
度
」
-
「
処
理
施
設

ID
」
-
「
処
理
記
号
」
-
「
通
し

番
号
」

例
：
2
0
0
7
-
Ａ
Ａ

1
-
ア
固

-
9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

2
固
型
化
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

1
廃
棄
物

ID
○

20
「
発
生
事
業
所

ID
」
-
「
発
生
施
設

ID
」
-
「
発
生
場
所

ID
」

-
「
発
生
年
度
」-
「
通
し
番
号
」

例
）
1
1
-
Z
Z
-
ａ
ａ
-2

0
0
7
-
9
9
9
9
9
9

管
理
番
号
の
み
で
発
生
経
路
な
ど
が
確
認
で
き
る

ID
を
設
定
し
た
。

2
廃
棄
物
封
入
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
混
錬
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体

1
体
毎
）

廃
棄
物
封
入
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
物

1
本
毎
）

セ
メ
ン
ト
混
錬
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体

1
体
毎
）

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

プ
ラ
ス
チ
ッ
ク
混
錬
固
化
処
理
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
処
理
体

1
体
毎
）
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付
録

3
表

1（
44

/4
4）

 
廃
棄
体
確
認
に
係
る
管
理
項
目
一
覧
【
⑮
表
面
線
量
当
量
率
】

 

主
補
足

リ
ン
ク
確
認
方

法
決
定

1
測
定
年
月
日

○
8

Y
Y
Y
Y
M

M
D

D
一
般
的
に
管
理
さ
れ
て
い
る
桁
数
と
す
る
。

2
処
理
体

ID
○

○
18

「処
理
年
度
」
-「
処
理
施
設

ID
」-
「処
理
記
号
」-
「通
し

番
号
」

例
）2

0
0
7-

A
A

1-
セ
混

-9
9
9
9

処
理
体
か
ら
処
理
を
行
っ
た
年
度
、
処
理
を
行
っ
た
施
設
、
処
理
内
容
を
確
認
可

能
な
よ
う
に
す
る
た
め
、
処
理
年
度
、
処
理
施
設
、
処
理
内
容
の
情
報
を
付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

3
表
面
線
量
当
量
率
（
ｎ
線
）

○

4
ｎ
線
検
出
下
限
値
フ
ラ
グ

○

5
表
面
線
量
当
量
率
（γ
線
）

○

6
γ
線
検
出
下
限
値
フ
ラ
グ

○

7
測
定
装
置

N
o
.

○
2

1～
99

想
定
装
置
の
台
数
は
多
く
て
も
二
桁
の
台
数
以
下
に
な
る
と
考
え
ら
れ
る
た
め
、

2
桁
と
設
定
し
た
。

8
測
定
記
録
（I

D
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「測
定
年
月
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
表
線

-1
-測

-
20

0
7
0
40

1
-1

1

9
定
期
検
査
記
録
（I

D
）

○
25

「処
理
施
設

ID
」-
「処
理
・
検
査
等
記
号
」-
「装
置
番

号
」-
「シ
ー
ト
識
別
記
号
」-
「定
検
日
」
-R

e
v

例
）
Ａ
Ａ

1-
表
線

-1
-定

-
20

0
7
0
40

1
-1

1

原
子
力
機
構
の
測
定
実
績
（最
大

5
0
μ

S
v/

h
）を
考
慮
す
る
と
と
も
に
、
γ
線
と
同

様
の
理
由
に
よ
り
、
有
効
桁
数
を

3桁
と
す
る
。

発
電
所
廃
棄
物
の
廃
棄
体
技
術
基
準
「
表
面
線
量
率

10
ｍ

S
v/

hを
超
え
な
い
」を

判
断
す
る
に
は
数
値
の
ま
る
め
込
み
（
四
捨
五
入
）を
考
え
て
少
数
点
第
一
位
ま
で

の
数
値
が
必
要
と
な
る
。

運
転
記
録
や
成
績
書
、
試
験
記
録
な
ど
に
つ
い
て
は
、
そ
の
書
類
か
ら
、
適
用
さ

れ
る
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
中
味
な
ど
の
情
報
を
確
認
可
能
な
よ

う
に
す
る
た
め
、
処
理
施
設
、
処
理
ア
ク
シ
ョ
ン
内
容
、
記
録
の
種
類
等
の
情
報
を

付
し
た

ID
を
設
定
し
、
管
理
す
る
こ
と
と
し
た
。

μ
S
v/

h
7

廃
棄
体
表
面
線
量
率
測
定
デ
ー
タ
セ
ッ
ト
（
廃
棄
体

1
体
毎
）

項
目
の
種
類

単
位

桁
数

登
録
例

桁
数
の
設
定
理
由

2.
3
3E

-1
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　　国国際際単単位位系系（（SSII））

乗数　 接頭語 記号 乗数　 接頭語 記号

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60s
時 h 1h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648000) rad

ヘクタール ha 1ha=1hm2=104m2

リットル L，l 1L=11=1dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1u=1 Da
天 文 単 位 ua 1ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1メートル系カラット = 200 mg = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー）4.184J（｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（c）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

粘 度 パスカル秒 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 sA
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 sA
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 sA
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号
面 積 平方メートル m2

体 積 立法メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立法メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 基本単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

力 ニュートン N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン C s A
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

磁 束 ウエーバ Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
光 束 ルーメン lm cd sr(c) cd
照 度 ルクス lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量, 方向

性線量当量, 個人線量当量
シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg 1mmHg=133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)2=10-28m2

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ ジ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ ｪ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ｃ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位
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